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はじめに	 	 問題設定	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
1.	 顕在化する「新たな」課題	 
	 2004 年 10 月に出されたチッソ水俣病関西訴訟最高裁判決を契機として、1995 年の政治
解決で終わったということにされた水俣病問題は再び「始まった」。判決では、国と熊本県
が被害の発生時に対策を講じていれば被害の拡大を防止することができたという意味で行
政の加害責任が確定した。加えて、国の定めた認定基準、すなわち症状が複数あることを
認定の要件とするいわゆる昭和52年(1977年)判断条件によって水俣病とは認められなかっ
た原告を水俣病と認めた 2001 年の高裁判決は妥当とされた。判決ではこの判断条件に直接
触れてはいないが、より広い認定のための基準を打ち出した。最高裁判決以降認定申請者
は急増し、複数の訴訟が新たに提起されるなどした。	 
	 こうした事態を受けて 2009 年７月に「水俣病被害者の救済及び水俣病問題の解決に関す
る特別措置法」(以下、特措法と表記)が制定され、対象者に 210 万円や医療費の自己負担
分などが支払われることになった。特措法前文では、未認定患者が水俣病被害者と規定さ
れ、その救済をはかることで地域における紛争を終結させ、水俣病問題の最終的解決を目
指すことが記された。2010 年 5 月に申請が開始されると、特措法にもとづく救済申請のた
め公害健康被害補償法(以下、公健法と表記)にもとづく認定申請者は減少に転じ、和解に
至る訴訟や紛争状態を終結させる協定をチッソ1と結ぶ被害者団体も現れた。特措法申請窓
口は 2012 年 7 月末で閉め切られ、全国で 65,151 人が申請した2。	 
	 だが、2013 年 4 月 16 日、溝口認定義務づけ訴訟および F さん行政訴訟について最高裁判
決が出され、前者では、水俣病と認定するよう命じた 2 審福岡高裁判決を支持し原告側の
勝訴が確定、後者では、水俣病と認めなかった 2 審大阪高裁判決を破棄して審理を差し戻
した。同年 10 月には、国の公害健康被害補償不服審査会が最高裁判決を踏まえ、県から水
俣病認定申請を棄却された水俣市の男性の不服審査請求を認めて認定が相当と裁決し、県
の処分を取り消した。特措法申請窓口はすでに閉め切られているため、裁判を除いては、
補償救済のためには公健法にもとづく認定申請しか残されていない。昭和 52 年判断条件に
前後する未認定患者運動、2004 年最高裁判決以降の認定申請者の増大、そして 2013 年最高
裁判決以降の状況。水俣病はその被害の規模を徐々に明らかにしながら、未審査・未処分
者の増大という 3 度目の水俣病問題の「始まり」を迎えようとしている。	 
	 水俣病被害の裾野の広さが明らかになる一方で、患者個々人が抱える水俣病被害の深刻
さも公式確認から 60 年を前に、その度合いを増しながら顕在化してきている。	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
1	 会社名は時代によって変化しているが、本稿では一貫してチッソと表記する。	 
2	 「救済に 6 万 5 千人	 県内 4 万 3 千人」『熊本日日新聞』(2012 年 8 月 31 日)。	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 2012 年 5 月１日に開催された水俣病犠牲者慰霊式において、細野豪志環境大臣(当時)は
「祈りの言葉」のなかで、「しかしながら、水俣病問題への取組みはこれからが正念場です。
すべての被害者の方々はもとより、地域の皆様が将来にわたって、安心して暮らしていけ
ることが必要です。そのため、関係地方公共団体と連携しながら、認定患者の方々への補
償を万全に期しつつ、胎児性患者の方を始めとする方々への医療・福祉の向上に努めてま
いります」3と、特措法締め切り後の対策について言及した。また、特措法の窓口が閉め切
られた後の 2013 年 1 月、環境省は「今後はさらに，胎児性患者等の御家族など高齢化に伴
い、御家族による介護が将来困難になる可能性を見据え、胎児性患者の方々が将来にわた
り安心して生活できるよう、必要な在宅サービスの充実・強化や施設の整備について、関
係者と協議の上、進めていくこととします」4と発表している。環境省が強調するように、
胎児性水俣病患者・小児性水俣病患者においては通常の加齢現象よりも早い速度で身体機
能が低下しており、介護を主に担ってきた母親の高齢化も重なり福祉対策は喫緊の課題と
なっている。	 
	 
2.	 本研究の目的	 
	 原田正純は、水俣病公式確認から 30 年に際して「胎児性水俣病の若い者たちももう 30
歳になった。この若者たちが生きつづける限り水俣病は終わらないし、彼らが本当の意味
で自立していける条件ができない限り終わらせてはならないはずである」(原田，1986:	 31)
と述べた。胎児性水俣病患者と小児性水俣病患者（以下、胎児性・小児性患者と表記）が
20 代のころ若い患者の会を組織し、チッソに対して「仕事ばよこせ！人間として生きる道
ばつくれ！！」と要求したことがあったが、当時、自立とは主として職業選択や社会復帰
を通して経済的に自立していくことを意味していた。原田のこの指摘は胎児性・小児性患
者が 60 歳になろうとする現在も当てはまる。しかし、この 30 年の間に自立の意味するこ
とがらは、「将来にわたって、安心して暮らしていけること」と表現されるように適切な福
祉サービスを得て送る生活という文脈で理解されるものへと変化しながら、新たな課題と
して顕在化してきている。	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
3	 「環境大臣	 祈りの言葉」http://www.minamata195651.jp/requiem_2012.html（最終確認
日 2014 年 11 月 15 日）。	 
4 環 境 省 「 水 俣 病 問 題 の 解 決 に 向 け た 今 後 の 対 策 に つ い て 」
http://www.env.go.jp/chemi/minamata/pdf/kongo_no_taisaku.pdf（最終確認日 2013 年 1
月 28 日）。	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 本研究では被害というこれまでの公害研究の焦点に加えて障害というもうひとつの焦点
を設定し、水俣病問題において被害補償と障害福祉が歴史的にダイナミックに関連し合う
様子をたどってきた。しかし、それでは障害をどのように定義するのか。前節の議論を引
き受けて表現するなら、障害という言葉を、障害の問題を扱うどのような学問分野から定
義するとき、それは被害と重なり合う問題として立ち現れるのであろうか。本研究のまと
めとして今一度水俣病問題に戻り、この点について考察したい。	 
	 本研究における障害という概念であるが、基本的には、「障害あるいは病気をもつ者の当
事者学」(杉野，2007:	 2)であることを基盤に、リハビリテーション学や障害者福祉論との
差異を明確にしながら発展してきた障害学が用いる障害概念に依拠している。障害学は、
障害には、身体の物理的状態としての障害(インペアメント)と、それを理由に当事者から
さまざまな可能性を剥奪する社会の仕組み(ディスアビリティ)という２つの側面があると
考える(市野川，2007：36)。障害という概念をインペアメントとディスアビリティに分割
した上で、後者に焦点を当てる障害の障害学は、障害をめぐる現象の問題解決の場を個人
から社会に移動させ、障害者が不利益を被る社会の仕組みの問題性を問い、その変革を求
めていく。本研究は、日本の環境社会学における公害研究の蓄積、および障害学における
障害概念を踏まえ、胎児性・小児性患者の自立の条件とその支援の課題を複眼的に考察す
ることを目的とする。	 
	 これにより、既存の環境社会学の枠組みが描き出す被害の実像に加えて、これまであま
り焦点の当てられていなかった被害の存在を描き出していく。環境社会学における公害問
題研究は、加害者だけでなく、ときには被害者自身からも等閑視されてきた被害の存在を
明るみに出すとともにその加害性を告発し、補償を求めてきた。現在、こうした被害の問
題に加えて、悪化する症状と介護の不足に直面する胎児性・小児性患者が地域で生活を続
けていくための福祉的な自立支援の構築が求められている。本研究は後者の問題を取り上
げようとしているが、この論点は、認定制度によって矮小化された被害の可視化とその加
害責任の告発という従来からの議論とはずれている。これまで、被害に焦点を当てて補償
のあり方が議論されることはあっても、障害に焦点を当てて補償のあり方が議論されたこ
とはなかった。そこで、本研究では上述の目的を達成するにあたり、まず、水俣病問題の
解決において被害補償的な対策と障害福祉的な対策がどのように議論され、そして実施さ
れてきたのか、またその関連はどのようにあったのかを歴史的に明らかにする。その上で
胎児性・小児性患者が現在直面している問題を取り上げる。	 
	 半世紀を超える歴史の中で被害の意味することがら、そして求められる補償のあり方は
変化してきている。胎児性・小児性患者の自立の条件とその支援のあり方を探るためには、
被害とは異なる独自の焦点を設定することが必要となる。もとより、水俣病被害とは、こ
8	 
	 
れまで被害という概念で描かれてきたことがらとはずれたところに、それを捉えるための
もう一つの焦点が存在しており、現在に至るまでそれが見えてこなかったのではないだろ
うか。被害というこれまでの焦点に合わせて、障害というもうひとつの焦点を設定し水俣
病問題を議論することで、障害という焦点を設定することの環境社会学的含意についても
考察したい。なお，高齢化がキーワードとなっている本研究であるが，論文執筆段階では
では胎児性・小児性患者は障害者総合福祉法(第７章の調査時点では障害者自立支援法)に
もとづく福祉サービスを利用しているため、基本的には、福祉という表現を用いる際は障
害福祉と表記することにする。	 	 
	 
3.本研究の構成	 
	 以上の問題意識と目的を持つ本研究は、第１部では、分析視角や議論の前提を提示する
次に第２部では、水俣病問題における被害補償的な対策と障害福祉的な対策の間のダイナ
ミクスを捉え、今一度補償問題を振り返り、歴史的に記述していく。そいて第３部では、
その現在的課題として胎児性・小児性患者の自立の問題を取り上げる。合わせて、本研究
が設定した被害と障害という２つの焦点が関連して現れる問題の事例として、福島原発事
故の影響を受ける障害者に取っての被害の問題を取り上げる。そして、これら２つの事例
から障害に焦点に当てることの環境社会学的含意を述べる。	 
	 
第１部	 
	 ここでは、これまでの水俣病研究をまとめた上で本論文の分析視角として障害という焦
点を提示する。	 
	 第１章では、半世紀以上の歴史を有する水俣病問題研究全体の傾向を明らかにし、その
上で、環境社会学およびその前身にあたる公害問題の社会学的研究が、どのような立ち位
置から水俣病問題と向き合ってきたのかを概観する。具体的には、環境社会学の創設者の
一人である飯島伸子が提出した被害構造論を取り上げる。これを引き継いだ環境社会学は
現場から学ぶ、すなわち被害者の視点から「被害とは何か」という問題に取り組んできた
が、その後の水俣病研究を見ていくと、議論の始点には被害の概念を起きながらも、それ
との距離の取り方でさまざまな対象や問題に取り組んできたことを確認する。だが、胎児
性・小児性患者に対する福祉的対策が議論されるようになるのと歩調を合わせるように現
れてきた被害に対するまなざしそれ自体に疑問を投げかける障害という論点を確認し、こ
れを被害にあわせて本研究のもう一つの焦点として設定する。	 
	 第２章では水俣病問題の基礎的な知識として、これまでの被害者運動や訴訟の経緯、補
償制度の内容などについて，公式確認された 1956 年から 2014 年までの流れを整理する。	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第２部	 
	 続いて、症状の悪化と介護者である親の高齢化から福祉的対策の整備が急がれる胎児
性・小児性患者の問題を取り上げる前段階として、水俣病問題における被害補償と障害福
祉がどのように関連してきたかを歴史的に明らかにすることで、被害補償的な対策と障害
福祉的な対策の間を揺れ動いてきたダイナミクスを捉える。	 
	 第 3 章では、水俣病公式確認の 1956 年から政府が水俣病を公害として公式に確認した
1968 年の間を扱う。水俣病と工場排水の因果関係が特定されていなかったこの期間、チッ
ソは「見舞金」を支払う以外せず、国は因果関係が科学的に証明されていないことを理由
に明確な対策はとらなかった。補償が存在しないという意味においては、この時期、福祉
的対策も存在していない。総じて、この時期、水俣病問題は貧困問題として対処されてい
た。	 
	 第 4 章では、政府により水俣病が公害として公式に確認された 1968 年から、チッソ水俣
病関西訴訟最高裁判決が出されるまでの期間を取り上げる。1973 年の第一次訴訟勝訴判決、
そしてその後の交渉により補償協定が締結され問題解決の道筋が作られるが、同時に認定
基準の厳格化と未認定患者の増大が大きな問題となっていく。その過程で、たとえば在宅
介護や働くことなど、認定を受けた後向き合わなければならない問題が不可視化した。こ
れらは被害者や支援者の活動により実現していく。	 
	 第 5 章では、最高裁判決が出された 2004 年から、本論文執筆時点である 2014 年 11 月ま
でを取り扱う。福祉的対策は、最高裁で勝訴判決を勝ち取って以降、福祉的対策は大きく
変化していく。それは国・熊本県のレベルの対策においても重要対策として位置づけられ、
さまざまな取り組みが行われるようになり、現行の認定基準を変更しないために明確な補
償策が打ち出せない行政の数少ない成果の様相を呈している。	 
	 第３部では、本研究の目的である胎児性・小児性患者の自立の条件とその支援の課題、
および福島第一原子力発電所事故の影響に直面する障害者という 2 つの事例から、被害と
障害の重なり合っていく様を捉えていく。	 
	 第６章では、これまでみてきた水俣病問題における被害補償と障害福祉のダイナミクス
の現在的課題として、本研究の目的である症状の悪化と介護者である親の高齢化に直面す
る胎児性・小児性水俣病患者の自立の条件とその支援のための課題を、聞き取り調査にも
とづき考察する。	 
	 水俣病問題において、被害補償と障害福祉というこれまで別個の領域で議論されていた
問題が重なり合わさってきているように、環境汚染をめぐる被害の現れは、他の社会問題
と結びつきながら、必ずしも重度の症状や容姿の損傷といった身体障害の発生を起点とす
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るものではなくなってきている。そのため、解決のための補償のあり方も多様化している。
そこで、第７章では、本研究の関心である被害と障害という２つ焦点に即して、筆者が震
災以降取り組んできた福島市で自立生活を送る障害者に対する調査から、被害の問題を考
察する。	 
	 第８章では、被害に加えて障害という焦点を設定したことの環境社会学的含意について
言及し本稿のまとめとする。そして、最後に本研究以降の課題について触れることにする。	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第１部	 	 事例としての水俣病問題 
	 
第１章	 	 公害被害の分析枠組	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 本章では、公式確認から半世紀以上の歴史をもつ水俣病問題がどのように語られてきた
のかを、環境社会学における公害研究の中で重要な位置を占める被害論に焦点を当てて検
討し、その上で、被害の問題を検討する上で必要となるもう一つの焦点として障害という
考え方を設定することを目的とする。まず、水俣病が、時代ごとにどのような学問分野に
おいて議論されてきたのかを確認する（第１節）。次に、本稿の議論が依って立つ環境社会
学について、その基礎的な分析視角である被害の概念を飯島伸子の業績から捉えていく（第
２節）。そして、飯島伸子が提出した被害構造論を引き継いだその後の環境社会内での水俣
病問題の論点を整理する（第３節）。最後に、こうした被害という捉え方に遅れて徐々に明
らかになってきた障害というもう一つの焦点を提出する（第４節）。	 
	 
1.水俣病問題はどのように論じられてきたか	 
	 時代により世間の注目が集まる社会問題は移り変わっていく。アンソニー・ダウンズは、
「争点着目サイクル issue-attention	 cycle」5という分析枠組を用いながら、ある争点が
社会問題として注目を集め、その後関心を失っていく過程を 5 段階に分けて分析した。こ
のなかで、ダウンズは貧困や人種差別、低学歴、犯罪、薬物依存などを押しのけて関心を
集めたものとして環境問題を挙げている。「環境問題は、その解決ための目標が広範囲にわ
たるものであり、問題の性質をはっきりさせることが難しい。そのため、他のどの社会問
題よりも長く中心的課題でありつづけるであろう」（Donwns，1972：49）と、環境問題の性
質が世論の関心の低下を防ぐと指摘している。だが、環境問題を国内の社会問題の一つと
して位置づけており、その点では、いずれは他の社会問題の関心の増大の中でそのサイク
ルを終えることになる。	 
	 とはいえしかし、ダウンズの指摘にもあるように環境問題とは複合的な現象であり、原
因においても結果においても多様な現象と接続する。そのため、ひとつの問題であっても
それをより適切に理解するためにはさまざまな学問領域からの説明が求められる(Lidskog	 
et	 al,	 1997:23-24)。その点では、個々の問題内部にも争点着目サイクルがあり、そのと
きの深刻かつ急を要する争点に応じて、問題の性格づけの過程も変化し、それを構築する
学問分野も変化する。	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
5	 ハムフェリーとバトル(1982=1991)では、issue-attention cycle は「事件触発型行動過程」
(p.163)と訳されているが、本稿では「争点着目サイクル」と訳した。	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 そこで、半世紀以上の歴史がある水俣病問題において、時代ごとにどの学問分野が主と
して水俣病を論じてきたのかを、国会図書館に収蔵されている水俣病に関する記事 1,452
件6の書誌情報を用いて明らかにする。なお、どの学問分野において論じられているのかに
ついては各雑誌を NDLC（国立国会図書館雑誌分類）7にもとづいて分類している。こうした
作業により、いずれの学問領域において水俣病問題が議論されていたのかを判断し、その
移り変わりを捉えていく。	 
	 
図１．水俣病に関する記事数の推移	 
	 
	 図１に示されている通り、水俣病問題に関する記事件数を見ると、いくつかの山がある
ことが確認できる。第一の山は 1960 年前後にあり、これは水俣病公式確認から見舞金契約
の時期に該当する。第二の山は 1968 年から 1975 年ころにかけてあり、これは国が水俣病
を公害病として公式に確認してから第一次訴訟判決の頃にあたる。その後いくつかの盛り
上がりを見せながら、第三の山が 2004 年から 2013 年頃にかけてみられる。これは、関西
訴訟最高裁判決から2009年の特措法成立そして、2013年の最高裁判決へと至る時期になる。	 
	 それでは、水俣病問題はどのような学問分野において議論されていたのか。上位５分野
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
6	 2014 年 11 月 15 日時点。なお、「水俣病に関する」とは、国会図書館ホームページの蔵書
検索において、タイトルに「水俣病」と入れ検索された記事を指している。	 
7 「国会図書館逐次刊行物分類表」 http://www.ndl.go.jp/jp/library/data/z.pdf(最終確認日
2014 年 11 月 17 日)。 
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を挙げると、法律、医学、社会、一般誌、科学技術の順になる（表 2）8。	 
	 
表１．学問分野別に見た水俣病に関する記事件数	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 これを年別記事件数でみると図２のようになる。	 
図２．上位５学問分野の記事数の推移	 
	 
	 水俣病問題はまず、医学的な側面から原因究明が行われた9。その後、1968 年に政府が水
俣病を公害として公式に確認すると、一般誌の記事が増大していることが示すように世間
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
8	 「社会」に分類される記事は、NDLC 分類の中の「社会科学・社会思想・社会学」、「社会
問題・社会保障」、「ジャーナリズム」、「労働・家事・家政」、「新聞」、「労働」をまとめた
ものとなっている。また、「一般誌」は「総合誌」、「文芸誌」、「読物誌」、「婦人誌」をまと
めたものとなっている。	 
9	 1957 年から 1984 年までの『熊本医学会雑誌』を統計的に検討した宮井（2007）によれば、
教室別に見ると、公衆衛生学、衛生学、病理学、神経精神医学の順に投稿論文が多い。	 
1 法律 318
2 医学 227
3 社会 170
4 一般誌 169
5 科学技術 109
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の関心が高まる。70 年代に入ると水俣病裁判が提起されるごとに法律分野で集中的に取り
上げられる。70 年代から 80 年代にかけて科学技術分野で定期的に記事が出されているが、
これは雑誌『公害研究』で水俣病特集が組まれたことに由来する。80 年代から 90 年代は、
判決のタイミングに合わせて法律分野での記事が現れる。また 86 年の公式確認から 30 年
そして 50 年という節目の年に盛り上がりを見せている。この時期になると、医学の領域で
の水俣病問題の議論は減少していく。その一方で，90 年代後半から社会分野での水俣病に
関する記事が多くなる。公式確認から半世紀を経て、水俣病は社会問題として、社会保障
やジャーナリズム、報道、労働、そして社会学など幅広い領域からの関心を集めている様
子がうかがえる。	 
	 
2.環境社会学は水俣病問題にどのように向き合ってきたか	 
	 1990 年代以降、社会に関連した分野において水俣病問題に関する記事が増大してきてい
ることを確認したが、それでは、環境社会学は、具体的にどのような角度から水俣病問題
を論じてきたのだろうか。	 
	 日本における環境社会学の始まりを、環境社会学会の前身である「環境社会学研究会」
が設立された 1990 年とすると、その歴史は水俣病問題の歴史の半分にも満たない。また、
他の環境に関する諸学に比べればその歴史は浅く、まだ新しい研究領域ともいえる。確か
に学としての環境社会学の成立は 1990 年まで待たなければならなかったが、しかし、それ
以前には水俣病問題を含む公害問題を中心として、環境社会学の源流となるような環境社
会学的業績研究が先行して存在している。もちろん空間的に捉えれば、先行するアメリカ
環境社会学が存在していたが、日本における環境社会学はそれを積極的に導入するよりも
むしろ、時間的に先行する国内の業績とのつながりを重視した。すなわち、日本における
公害問題の歴史をさかのぼり、現在から見れば環境社会学といえる研究にその萌芽を見い
だしてきた。その際、過去から現在へと至る環境社会学の歴史を貫く一つの軸として被害
という言葉がある。「振り返ってみるならば、日本の環境社会学研究は、ほとんどすべて『被
害とは何か』という問いに縁取られてきた」（堀川，2012：7）。また、アメリカにおける環
境社会学の創始者の１人であるダンラップは、飯島伸子の業績やそれに続く研究者の仕事
を「被害者学」（victimology）や「被害の社会学」(victim	 sociology)と表現している（Dunlap，
2011：220）。このように環境社会学へとつらなる数々の研究は、それまで正面から扱われ
てこなかった公害や環境問題が引きおこす被害を明るみに出すとともにその加害性を告発
し、問題解決に貢献してきた。そこで、まず、環境社会学設立以前と設立以降、被害の問
題がどのように議論されてきたのかを飯島伸子の被害構造論をもとにして議論から明らか
にしていく。	 
15	 
	 
	 なお、友澤悠季が「『被害構造論』は、その前後の飯島の仕事を結ぶたしかな連結環であ
ると同時におそらく未完であった」（友澤，2014：92）と述べるように、被害構造論は明確
な理論ではなく、1970 年代から 2000 年に至る研究の連なりの中から浮かび上がってくる。
そこで、ここでも一つの理論体系としてではなく、飯島のいくつかの著作を時系列的に見
ていくことにより浮かび上がらせていく。	 
	 
2.1.飯島信子の業績	 
2.1.1.被害の「発見」	 
	 公害問題を社会学の領域から論じた初期のものとしては、農村社会学者である福武直や
島崎稔らが 1955 年に発表した、茨城県日立地区と群馬県安中地区の鉱工業による環境破壊
の地域社会に対する影響調査がある10。また社会学者によるものではないが『恐るべき公害』
（庄司・宮本，1964）や、『公害の政治学――水俣病を追って』（宇井，1968）などがある
ように、日本における公害問題の社会学的研究は1950・60年代から始まっている（飯島1998）。	 
	 水俣病問題が社会学領域で議論された最初期のものとしては、1970 年に『社会学評論』
に掲載された飯島伸子の「産業公害と住民運動――水俣病問題を中心に」が挙げられる。
このときの飯島の問題関心は、地域開発ブームの中にあって同業同種工場がいくつもある
中で、なぜ水俣と新潟にのみ水俣病が発生したのかという点にある。その要因として公害
を発生させた企業と地域社会の関係性に着目し、チッソの企業城下町であった水俣と、昭
和電工との間に利害関係のなかった新潟という違いが存在することに注目している11。	 
	 さて、飯島はこの論文の中で水俣病の被害について次のように述べている。	 
	 
水俣病問題には、患者の他にも被害者がいる。魚介類が病気の原因であるということで利用
者が激減し、ために生活ができなくなった魚商や旅館業者である。しかし、大局としては、
水俣病の被害者は、社会的にみて、水俣病発生以前から、地域のマイノリティグループであ
ったといえよう（飯島，1970：28-29）。	 
	 
	 水俣病被害はさまざまな階層に及ぶが、とりわけ漁民に深刻な影響を及ぼしている。そ
れは、仕事柄魚介類をよく食べるだけでなく、米を主食とする経済的余裕のない階層であ
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
10	 飯島(2001a)は福武らのこの調査を、日本における環境問題の社会学的研究の初期業績群
と位置づけている。	 
11	 1972 年に阿賀野川中上流域で最初の水俣病認定患者が出るまで、新潟水俣病は下流域の
問題として一般的には認識されていた。下流域は、昭和電工鹿瀬工場から遠く利害関係は
なかったものの、中上流域にあっては水俣のような企業城下町で、昭和電工は政治経済社
会的に絶大な影響力を持っていた（渡辺 1998）。	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ったことにも由来している。水俣病は、チッソ城下町であった水俣の大多数の労働者とは
異なる階層の特定部分に集中していることから、飯島は次のような結論を引き出す。「わが
国においては、公害は貧困に重なりがちである」（同上：44）。	 
	 飯島は、二度も水俣病が引き起こされた点については不幸なことであるが、新潟の運動
を通して日本に産業公害に対する抵抗力が蓄積されたとして、社会的経済的に水俣と類似
する地域において今後被害者運動が活発になり、補償と将来の公害発生防止が図られてい
くことを期待してこの論文を終えている。当時、飯島の問題関心は、主として公害におい
て運動が果たす役割にあった。	 
	 80 年代に入ると飯島は被害の問題に着目するようになる。とりわけ『環境問題と被害者
運動』(1984)では、「被害者たちの組織的行動が高揚したのは、1960 年代後半から 70 年代
前半にかけてであったが、その動きの中でさえ、未だ問題を認識できない被害者や行動に
踏み切れない被害者があり、潜在化のゆえに被害が増幅される状態が払拭されたわけでは
なかった」(飯島 1984:	 79)	 と述べ、運動的な側面を捉えるだけでは見えてこない問題とし
て被害を取り上げている。行動に踏み出すことのできない被害者に便乗して、行政は被害
の実態を不十分にしか調べることをしてこなかった。そして今後も、公害被害に対する補
償や、その実態の解明はなされないだろうと飯島は悲観する。しかし、それゆえにこそ、
これまで正面から扱われてこなかった被害の問題に明るみに出さなければならないとして
次のように述べる。「被害の軽減、被害救済の基本となるのは被害実態、被害の本質的把握」
にあり、「加害企業からも行政からも、そして学問一般からも等閑視されている被害の分析
をとくにとりあげ、その社会構造との関係を探ることにしたい」(同上:	 80)。	 
	 それでは、被害を社会学的に研究するということはどのような試みであり、そしていか
なる固有の貢献でありうるのか。表現を変えれば、これまで医学や法律学が捉え損ねてき
た被害とはどのようなものなのか。	 
	 端的に言えば、それは、個人を超えて社会的に広がる被害の様相ということになる。飯
島は、公害被害は①生命・健康、②包括的意味における生活、③人格、④地域環境と地域
社会、という 4 つレベルの様態から成り立つと考える。これらはそれぞれ独立してあるわ
けではなく、前三者が関連し合いながら発生し、それらが集合して最終的に地域環境や社
会の破壊が発生するという相互関係にある。すなわち、生命や健康への被害というあらゆ
る被害の中でも最も深刻なものを起点にして、他のさまざまな被害が派生的に生ずるもの
として被害を理解しようとする。そして、これら 4 つの被害レベルは、①健康被害の度合
い、②健康を損傷された者の家庭内での役割分担や家庭内での地位、被害者自身あるいは
その家庭の、③社会的地位・階層、④所属集団という内的要因と、⑤加害源企業や行政、
医療関係者、学者、一般市民、マスメディアといった外的要因に影響を受け、どのような
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規模の被害として発生するかが決まる。本人の健康被害の程度、本人の家庭内での地位や
役割、本人と家庭の属する階層、所属集団そして加害源企業の対応をはじめとする外的要
因（加害構造）との関係で変化し、多様な被害状況が作り出される。被害レベルと被害の
度合いによってつくり出される被害状況は一定の構造をもっており、これを被害構造と表
現している。	 
	 被害構造論は、健康あるいは生命の破壊を起点にして、それ以外の水準へと派生し深刻
化していく被害を捉えようとするが、しかし、飯島は次のように注意を促す。「この点につ
いてはいかに強調してもしすぎることはないのであるが、現実には、この事態を被害とし
て認識しない層が存在する」(同上:90)。「ある意味で、より問題であるのは、被害者当人
による被害非認識である」(同上:91)。加害企業や行政によって意図的に矮小化され、裁判
において金銭的に算出されてきた、そして、被害者自身も不可避的に隠さざるを得なかっ
たゆえに誰からも等閑視され、見落とされてきた公害被害の実態を明らかにする。すなわ
ち、公害被害を、数値や医学的な症状、そして判決によって示される賠償金額として捉え
るのではなく、家族や地域社会の中で生きる生活者がその生活全般の中で経験すものの総
体として位置づけようとする。	 
	 かつて、宇井純は「公害原論」において「被害者は常に被害を体全体で受けている。総
合的に受けているのです。しかし，それを表現するためには大気中の亜硫酸ガス濃度が何
ppmとか，水のBODが何 ppmとか数字で部分的に表現することしか現在のところ方法がない。
その部分的に表現されたものをもって加害者，あるいは第三者が判断するのです。ですか
ら公害の認識というものは加害者と被害者では次元が違う」（宇井，1971：38）と述べた。
被害構造論は、公害が社会問題化し始めた 70 年代初頭の宇井純の問題意識を引き受けるよ
うにして、環境汚染との因果関係で企業や政策決定者が規定する被害と、公害を総体とし
て体全体で受ける中で日々経験されていく被害は水準を異にするということを前提に、数
字や病名では表現することのできない、被害者が生活の中で経験している（ことすら意識
できない）個別具体的な苦悩や困難などを被害として理論的に構築していく手法を確立す
ることを目指した。すなわち、「外在的な指標で規定される『被害』からこぼれおちてしま
う個別具体的な苦悩を『被害』として拾い上げ、『被害』の意味内容を拡張すること」（友
澤，前掲：107）を企図していた。	 
	 
2.1.2.被害構造論のその後の展開	 
	 被害構造論という表現の利用の有無にかかわらず、その後も飯島は加害と被害の問題に
向き合い続ける。とりわけ、1990 年代以降は地球規模の環境問題への適用可能性を探って
いる。	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 「呼称が環境問題ではなく公害問題であった時代には、原理的には、まさに社会学に適
した対象であったのだが、現実には，逆に、公害問題を研究対象として選ぶこと自体が社
会学研究者として逸脱的であるとみなされる雰囲気があった」（飯島，2001a：21）。こうし
た状況に変化をもたらしたのが地球規模での環境の悪化であり、それに対する報道や関心
の増大であった。こうした社会の変化が環境社会学の設立に少なからず影響を及ぼしたが、
それは地球規模の環境問題に対するある種の危機感ともいえるものによってであった。飯
島は、『環境社会学研究』創刊号の「創刊のことば」において次のように述べる。「〈地球に
やさしい〉とか〈持続可能な発展〉という表現やの環境アセスメントの実施などを隠れ蓑
として、現実には環境悪化が加速している社会関係を実証的、構造的に分析する研究や、
環境と人間の望ましい関係についての研究等は、今後の環境社会学の不可欠の課題であろ
う」（飯島 1995:3）。また、雑誌『社会学評論』の特集「現代社会と環境問題—環境社会学
の視点」においては、「こんにち、公害問題も環境問題も終息し、時代は地球環境を考える
ときへと移ったとの宣伝が大規模になされている。その宣伝の欺瞞性を実証研究にもとづ
いて提示し、まことの地球環境問題とはなんであるのかをしめすことも、環境社会学の重
要な課題である」（飯島・鳥越，1995:401）。地球温暖化問題などのかげで、地域社会で発
生する環境破壊や汚染といった問題が見えにくくなり、地域の問題が地球規模の問題に比
べてとるに足りないものとして等閑視されていく時代状況が、環境社会学を立ち上げたひ
とつの大きな動機となっており、その中で被害という概念を軸にした問題の捉え方が模索
された。	 
	 被害構造論の地球規模の環境問題への適用という試みは飯島（1994b）でもなされていた
が、その後展開されずに今日まで至ってしまったと述べる飯島(2000)は、被害構造論にお
ける中心的な論点を次の 5 点に集約している。	 
①	 被害は、生命や健康の危機だけでなく、階層が下降するなど生活全般への著しい影響を
及ぼす。	 
②	 被害構造は加害構造によって作り出される。	 
③	 健康被害から生活被害へと派生する過程に働く社会的要因がある。	 
④	 被害が被害者自身や家庭にとどまらず、そうした家庭が多数作り出されることで地域社
会全体の活力が低下する。	 
⑤	 加害構造を打破するきっかけは、被害者自身と支援者からなる集団的な行動に見いださ
れる。	 
	 これらはいずれも、複雑化し、重層化する地球規模の環境問題に対しても適用可能であ
るとして、「加害—被害構造」という表現を用いて、「さまざまな人間活動の結果として発生
した環境悪化が、ひとびとの健康や生活に悪影響を及ぼし、そこで生じた健康被害や生活
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被害が、もろもろの社会的関係の中で連鎖的に拡大していく事態の総体を、加害行為と被
害現象との社会的な関連性を基軸として考える枠組」（飯島，2000：6）という分析枠組を
提出している。公害問題は以前のように劇的な形では現れなくなり、それに代わるように
して環境問題という言葉が用いられるようになる。だが、公害は過去の問題なったわけで
はない。飯島は「公害・環境問題」という言葉で表現しながら、いまだに発生し、被害者
に苦痛を与え続けている公害問題があることを強調し、「以前よりも加害—被害構造がいっ
そう潜在化しつつ、依然として存続しているとみなしている。見えにくくなり、それだけ
に加害—被害構造がいっそう複雑化してきている公害問題の存在と問題点を見えるものに
するのは社会科学の責務であり、（中略）環境社会学の責務である」（同上：7）と述べ、被
害論の射程を、公害輸出や先住民族や少数民族の居住地域の開発や資源収奪など、国際的
な規模での公害問題における加害—被害の関係にまで広げようとする。	 
	 飯島には、地球規模の環境問題は「もとより重要であるが、その問題のみが取り上げら
れて、地域
・ ・
における環境問題が軽視される傾向には危うさを感じる」という危機感があり、
「環境問題は、どのような地域でも、どこかの地域で生活している人間の営みと係って発
生している」（飯島，2001a：25）という具体的に存在する地域や人びとに対するまなざし
がある。飯島（2001b）では「加害—被害関係（強者—弱者関係）」と必ず記しているように、
地球規模の環境問題を論じながらも、それまでの研究で蓄積して来た地域社会レベルでの
公害問題の分析枠組を踏襲し、いかに地球規模のものであっても、問題が噴出すると同時
にと解決の方策が模索される地域が軽視されないよう「地域環境主義」という概念を提出
している。1990 年代以降、社会的にも学問的にも地球環境問題に注目が集まる中で被害の
問題が再び等閑視されないよう、その理論を時代に適合するよう更新しようとしていた。	 
	 
2.2.現場に学ぶ	 
	 飯島伸子は 2001 年に逝去したため、被害の構造的把握を地球環境問題へと適用しようと
したところでその思索は止まる。だが、被害構造論は、その後の環境社会学においてさま
ざまに用いられ基礎的な分析視覚となる。それでは、被害構造論という分析枠組を用いて
飯島は何を表現しようとし、そして続く研究者は何を引き継いだのか。	 
	 それは、被害者の側に立つという環境社会学（者）が調査研究に臨む際の立ち方に求め
られる。	 
	 1994 年、日本語では初めての環境社会学の教科書である『環境社会学』の序文で、飯島
は、環境という言葉について次のような定義を与えている。	 
	 
……本書が「環境」という言葉によって直接的に意味しようとするのは、従来、社会学研究
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において関心を示されることの少なかった物理的・科学的あるいは自然環境である。だが、
注意しなければならないのは、本書で使う用語の「環境」は物理的・科学的自然的環境を意
味しているのであるが、それらが環境社会学において注目されるのは、人びとの生活に、社
会的・文化的環境のあり方に、影響を与えることによってである（飯島，1994a:3）。	 
	 
	 「環境」とは既存の社会学において対象として取り上げられることの少なかった「物理
的・化学的あるいは自然的環境」であるのだが、それは自然科学が対象とするような意味
での現象ではない。環境問題とは、たとえば大気汚染をめぐる健康で安全な生活への脅威、
被害発生の社会的構造、被害発生に関する階層や差別、抗議運動というような「物理的環
境や化学的環境や、あるいは自然的環境の変化や悪化と関連して、人間生活、人間集団、
人間社会、社会関係などに発生するさまざまな影響や問題」(同上：4)であると規定する。
既存の社会学ではあまり取り上げられてこなかった自然的環境を対象としながら、その問
題関心は自然科学のそれとは異なることを明示した上で、環境社会学を次のように定義す
る。	 
	 
……環境社会学は、社会学的方法や視点、理論枠組みに基づいて、物理的・自然的・化学的
環境と人間社会や社会との相互関連、とりわけそうした環境の変化が人間生活や人間社会に
及ぼす影響や、逆に、人間社会の活動がそれらの環境に及ぼす影響やその反作用を研究する
学問であり、すぐれて実践的な性格を有する学問領域である（飯島	 1994c:215）12。	 
	 
	 「すぐれて実践的な性格」とは、具体的には、環境社会学以前の農村社会学や地域社会
学における公害研究が、一貫して深刻な健康被害を含む明確に社会問題であるような環境
問題に対する社会学的アプローチを取ってきたという環境社会学以前からの研究の姿勢を
引き継いでいる。飯島は、「環境社会学研究とは原則として環境問題の社会学的研究にあり、
環境社会学研究は、実証研究を出発点とするべきものであるという姿勢は、日本における
環境社会学における大きな特徴である」(飯島，1994a:2)と述べる13。日本における環境社
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
12後年、表現をやや精緻化させ、次のようにも定義している。「環境社会学は、対象領域と
しては、人間社会が物理的生物的化学的環境（以下、自然的環境と略）に与える諸作用と、
その結果としてそれらの環境が人間社会に対して放つ反作用が人間社会に及ぼす諸影響な
どの、自然的環境と人間社会の相互関係を、その社会的側面に注目して、実証的かつ理論
的に研究する社会学分野である」(飯島，1998:1-2)。	 	 
13飯島のこの時期の環境社会学の構想には、先行するアメリカの環境社会学に対する強烈な
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会学は、実際に存在する社会問題としての環境問題に向き合う実証的研究を基本とする。
「徹底したフィールドワークとそのなかからの理論創造」（飯島，1994c:167）として環境
社会学は現場の中から登場してきた。その際の基本的な分析視角について、飯島は次のよ
うに述べる。	 
 
……原点としての居住者（生活者、被害者）の視点からの発想に基づく歴史の実態の総合的
な把握-これが、日本における環境社会学の現時点での特徴であり、独自性であると考える（飯
島，1994a:	 8）。	 
	 
	 生活者あるいは被害者の側に立ち環境問題の実相を捉える。端的に表現すれば「〈現場〉
から学ぶ」（長谷川，1996a：4）という特徴が、環境社会学が環境に関する他の学問分野や
先行していたアメリカの環境社会学にはない独自の立脚点をもつ学として自律し、発展し
ていく際の中心的な根拠の一つとなる。たとえば、日本の環境社会学の理論的展開の特徴
を長谷川公一は「公害問題や開発問題などの日本社会の現実に強く規定されて、また日本
の農村社会学や地域社会学の影響を受けて、欧米とは異なる独自の展開を遂げ、フィール
ド調査に基づく、ローカルなレベルでの公害被害や環境破壊の研究に強みを発揮してきた」
(長谷川，2010:763)と述べている。	 
	 こうした中で、とりわけ被害の把握は、他の問題の解明よりも重要な意味をもってきた。
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
対抗心のようなものがある。社会学が「人間特例主義パラダイム」(Human	 Exemptionalism	 
Paradigm)を脱却し、「新しいエコロジカル・パラダイム」（New	 Ecological	 Paradigm）へ
依拠することを唱えることにより始まったアメリカの環境社会学（Dunlap	 and	 Catton，	 
1979）を「その格調高い主張とは裏腹に、ダンラップらは、その後、環境社会学の新パラ
ダイムを肉づけすることはしていない」と批判的に言及した上で、「日本においては、環境
社会学をパラダイム転換の視点から論じるというアメリカ風の議論はほとんどなされてお
らず、むしろ、より実質的な、理論的枠組みの構築の基礎となる実態把握を優先させ、地
道な数多くの実証研究が蓄積されている」(飯島，1994c:215)。と述べる。当時、先行する
アメリカのそれとの違いが鮮明に意識され、Environmental	 Sociology とは異なる固有の分
析枠組を持つ環境社会学の理論的発展が目指されていた。飯島のアメリカの環境社会学に
対する態度はダンラップとの交流などを通して徐々に変化していく。例えば、アメリカに
おける環境社会学の提唱は、「方向を見定めかね、失速しかけていた日本の環境問題の社会
学的研究に、一種の『復活の軌跡』効果をもたらす役割」をもち、それまで個別に環境問
題に取り組んできた日本の若い社会学者たちを一つにまとめることに効果を発揮したと述
べている（飯島，2001a：8）。	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舩橋晴俊は、公害問題は①加害・原因論、②被害論、③解決論という 3 つの領域に分節す
ることができるが、それにアプローチしていく際の注意点として、被害の把握が解決論、
そして論理的には前に位置している加害過程の解明にも先行してなされることが重要であ
るとして、その理由を次のように述べる。「それによってこそ、加害過程の研究に対する視
点と感受性が獲得され、その意味や特質もより深く把握できるようになるからである。つ
まり、『なぜこのような被害が発生したのか』、『なぜ被害が解決出来ないのか』という問い
を、問題の具体性に即して、発することができるようになり、そのことが加害論（及び原
因論）の探求を深めるように作用する」（舩橋，1999：96）。被害構造論という「実証的・
帰納的方法は、公害被害論という新しい領域を切り開くのに、適合的な方法」（同上：98）
であったと評価し、実証研究を通して一般性の高い理論概念群や命題群を発見し、理論形
成を目指す手法を「T 字型の研究戦略」と名づけている。	 
	 また、堀川三郎は、被害構造論の環境社会学理論への貢献として、第一に、被害を個人
から家庭を経て地域社会へと至るものとして連続的に捉えることを可能にし、第二に、所
属する集団の社会的地位によっては被害者自身が被害を認識していない、あるいはできな
いことを示していることを明らかにした点を挙げる（堀川，1996；1999）。環境問題が発生
する現場における被害者一人ひとりの言葉を核にして、ときに、それが被害者自身も認識
しない、あるいは認識することのできないものであることを明らかにし、それを被害とい
う言葉で表現される現象の中に位置づけていく。公害問題などの続発する問題の現実を前
にして、環境社会学は「社会の現実に直面する中から生まれた、問題解決志向の学問」（海
野，2001：156）として、現場の被害者や生活者の側から環境問題の実像を描き出すことを
目指していく。このような環境社会学（者）の立ち位置は、現在、学会全体で共有されて
いる。環境社会学会の会則第２条（目的）は次のように書かれている。	 
	 
本会は、環境社会学の研究に携わる者による研究成果の発表と相互交流を通して環境にかか
わる社会科学の発展および環境問題の解決に貢献することを目的とする14。	 
	 
	 こうした文言には、環境問題に対する研究（者）の実質的貢献を重視する飯島の強い意
向が反映していると舩橋は指摘している。しかし、同時に、飯島にとっては、環境社会学
が出発点にあったのではないという点に注意を促す。「飯島の研究の特徴は、社会的災害に
対する憤激と批判意識に裏付けられた実証性と言えるようなものである。飯島の調査研究
活動の性格と意義を理解するためには、研究活動成果という、いわば目に見える氷山の頭
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
14	 環境社会学会ホームページより引用（http://www.jaes.jp/rule、最終確認日 2014 年 10
月 17 日）。	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を、見えないところで支えている水面下にある問題関心、あるいは思想性に注目する必要
がある。飯島にとって研究の意義は、問題解決に有意義に貢献できるところに求められる
のである」（舩橋，2014：198）。	 
	 いくつかの有力な分析枠組はあるものの、本格的な環境社会学的な社会理論は展開され
ていない（長谷川，2004）。あるいは「環境問題は注目されつつあるが、社会学理論のなか
に本格的には位置づけられていない」（海野，前掲：161）と言うこともできる。被害構造
論も、友澤が指摘したように必ずしも明確な理論として構築されているわけではない。飯
島に続く環境社会学者は、被害構造論というよりもむしろ舩橋の指摘するような、「社会的
災害に対する憤激と批判意識に裏付けられた実証性」を引き継いだと言うことができる。
それは、具体的には、堀川三郎が「『被害』とは結局のところ、法的に認定される（た）も
のや経済的に算定される（た）もの以上のものである、と言おうとしているところに環境
社会学的『被害』の中核があるのではないか」（堀川，2012:17）と述べるように、環境社
会学は被害という現象をめぐって、科学的に、医学的に被害を捉えようとする専門家に対
して、あるいは金銭的補償という観点から被害を捉えようとする政策決定者や加害企業に
対して、被害者や生活者の視点に立ち、「以上のもの」が意味することがらを明らかにしよ
うとする姿勢と言える。その意味では、ある研究が環境社会学的業績であるかどうかの分
かれ目は、研究者が被害者の側に立った問題解決志向をしているかという立ち位置を共有
しているかどうかという点に求められる。	 
	 
3.環境社会学確立以降の水俣病研究15	 	 
	 環境社会学は，被害者や生活者の側に立ち、被害に対する加害者と被害者の間の認識の
差異から環境問題の実像を描き出してきた。ここでは、これまでの環境社会学が水俣病問
題をどのような角度から取り上げてきたのかを概観する。	 
	 
3.1.はじまりの新潟水俣病問題	 
	 環境社会学における水俣病研究は、1991 年から 97 年の間に飯島伸子と舩橋晴俊が中心と
なり行われた新潟水俣病に対する調査から始まる。飯島らは新潟に焦点を当てた理由を「熊
本水俣病についての諸研究の蓄積と比べて、社会科学的研究の空白が存在していた」（飯
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
15	 どの論文を環境社会学領域の水俣病論文とするかの選定にあたっては、法政大学堀川三
郎研究室ホームページ内にある「環境社会学系の論文データベース」（http://horikawa-	 
seminar.ws.hosei.ac.jp/index.html）を参考にした。また、環境社会学に限らずとも、本
節で取り上げた論文が参照している論文で、環境社会学ではないが重要と考えられる文献
については取り上げることとした。	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島・舩橋，2006：3）と説明し、熊本水俣病のかげに隠れていた新潟水俣病問題について、
広範な関係者に対する聞き取りや未認定患者に対するアンケート調査を行い、被害が社会
的に拡大し、その一方で潜在化するメカニズムの解明を試みる。	 
	 未認定患者に焦点を当てた理由について、飯島は、第一に、未認定であることに伴って、
ときに認定患者を上回るほどの負担感や被害があるかもしれないこと、第二に、認定患者
は、「曲がりなりにもある程度の被害補償が金銭的になされているのに対し、公的には患者
と見なされていない未認定患者は、こうした被害補償とは無縁であることによって、生活
の多方面に、より大きな被害や負担が生じていると予測した」（飯島，1994c：59）ことを
挙げ、家事遂行上の問題や、失業・左遷といった仕事上の問題など日常生活における被害
に関心を寄せる。	 
	 関礼子は、新潟県関川流域の関川水俣病（あるいは関川病）に着目する。論文の副題に
「もうひとつの『水俣病』」とあるように、第三水俣病問題と「先行する新潟水俣病の甚大
な被害の前に”見捨てられた”側面を持っている」(関，1995：161)関川水俣病について、
問題の発生から終わりまでの過程を明らかにし、その社会的要因を探る。同じく関川水俣
病に焦点を当てた渡辺伸一は、水俣病類似患者として関川水俣病を疑われた当事者の語り
を通して、関川水俣病否定のミクロ要因を探る。当時の県衛生部長の発言を引用しながら、
熊本水俣病の時と比べれば、新潟県は被害者の早期発見やその補償救済に向けて対策をと
ってきたと言われるが、しかし、関川水俣病の対応においてはそのことが被害の否定につ
ながったとして、「『関川病』は新潟水俣病の甚大な被害の陰で、まさに“見捨てられた病”
という側面を持っているのである」(渡辺，1995：174)と指摘し、上述の関と同じ論点を提
出している。その上で、見捨てられた要因を、漁業を生業とする家が少なかったこと、中
心となる患者を見いだすことができなかったこと、県行政と同じように、関川水俣病が発
生した上越市においても当時の関心はまず大気汚染にあったことの 3 点を挙げている。	 
	 
3.2.加害—被害関係を超えて	 
	 より規模が大きく、深刻な被害のかげに隠れて「見捨てられた」あるいは「もう１つ」
と表現される被害に対する問題意識は、新潟水俣病問題だけに限られるものではない。原
田理恵は、初期の劇症患者の子弟ではあるものの、既往歴がなく、青年期以降に水俣から
離れたために水俣病事件の当事者とはならなかった個人を、「身体的にも精神的にも社会的
にもあらゆる意味で、水俣病患者とそうでないものの狭間にいる者たち」(原田，1997：216)
と表現し、「水俣病患者第二世代」と規定する。そして東京へ上京したある女性のライフヒ
ストリーから、従来の研究における典型であった告発型の被害者像とは異なる側面から水
俣病の生活被害の実態を浮かび上がらせている。それと同時に、公式確認から 40 年の歳月
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を経て政治解決が行われるも、なお患者やその第二世代が抱える問題が解決していないこ
とに言及し、公害被害が社会的に依然として継続していること、その影響は世代を超えて
影響していることを可視化させている。	 
	 飯島・舩橋らの共同調査に参加した堀田恭子は、被害構造論に依拠しながらも、生活史
の手法を取り入れながら、「被害そのものを全面に出すのではなく人々の『生活』の中に『問
題』を位置づけることを意図」（堀田，2002：6）し、個人主体的な視点からこれまでの被
害論とは異なる議論を展開する。すなわち、裁判闘争を長年にわたり続けた被害者個々人
が生活者としてそれを契機にして主体的に自らの生活世界を切り開き、創造する力をもつ
ようになるとして次のように述べる。「この運動の自我支援作用が克服過程に大きく作用し
た。運動の勝ち負けでは言い尽くすことのできない人々の生を支える運動のもつ豊かさが
そこに存在している」（同上：206）。堀田は「豊かさ」という表現で、被害者運動が加害責
任を問い、補償金を得ようとする以外の意味を明るみに出そうとする。だがそれは被害の
否定ではない。「被害を明らかにすることに加え、その被害をどう受けとめ、どのように乗
り越えようとしてきたのかが重要であり、これをとらえる克服過程論は被害構造論を豊富
化させ、運動論を緻密にする」（同上：217）。こうした被害者の生活世界の変容を克服過程
論という別の視点を導入させることにより、政策の水準においても、そして環境社会学と
してもそこに暮らす人びとの関係性や自然をめぐる日常知に根ざした解決策や議論がなさ
れることを提言している。	 
	 また関礼子は、水俣病の「表象」、すなわち「劇症型水俣病のイメージで想起される水俣
病であり、水俣病の被害を指示する記号化された症状」（関，2003：9-10）に着目し、深刻
な症状に苦しむ患者、抗う被害者といった定式化された役割期待のもたらす「〈貧しさ〉」
を問い直しながら、そうした像から捨象されていた「水俣病被害を受けた人びとの日常生
活や精神世界の「〈豊かさ〉」を明らかにし、生活者としての水俣病患者が発信するメッセ
ージを読み解く。「水俣病の表象は〈加害―被害〉図式に関係しており、被害では捉えられ
ない地域の日常生活について捨象してきた」（同上：297）と述べるように、「〈豊かさ〉」と
いう言葉を用いて、加害と被害の関係で捉えられる水俣病被害者や被害地域という従来の
捉え方からこぼれ落ちることがらを表現しようとする。加害と被害という関係を前提とし
て，水俣病は中央と地方、近代と前近代など傾斜的な関係性で捉えられてきた。たとえば
高度経済成長を遂げた豊かな日本社会においては、川魚を多食する自給自足の生活様式は
「貧しさ」を特徴付けるものとして描かれる。だが、こうした固定的な被害者へのまなざ
しが、阿賀野川流域の文化の「豊かさ」を捨象してきたと指摘し、1995 年の政治解決以降
の水俣病の教訓化に関連させながら、従来の抵抗する被害者像とは異なる多様な運動のあ
り様を見つけ出し、加害と被害の関係を捉え直そうとする。	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3.3.地域再生の課題	 
	 一方では、公害問題水俣病の何を環境社会学が扱っていくのかという点を提起する研究
も現れる。堀川三郎は、新しい学問分野としての環境社会学の成立の根拠について、水俣
病を事例に解説している。水俣病 40 年の歴史の中で病像論争が要であったと捉える堀川は、
「何が水俣病であるのか」を決める認定基準そのものが客観的なものではなく、それ自体
論争の出発点となってしまう政治的なものであるとまず指摘する。そして、医学的基準と
行政的基準のせめぎ合いの中で変化する病像論の社会的側面に着目するときに環境社会学
が求められる、とその存在意義を述べる。その上で、環境社会学の全般的な研究動向を①
公害問題における健康被害、②被害の社会的メカニズム、③被害補償や加害責任を問う社
会運動、④公害発生による地域変容の４点を挙げ、その分析のための方法論として、被害
構造論、受益圏・受苦圏、生活環境主義、社会的ジレンマ論を代表的なものとして紹介す
る。これらの方法論は、水俣病を始めとする公害問題に取り組む中で徐々に形成され、「被
害と一言で片付けられてしまうものを細かく分節化してとらえなおし、人間生活の何が破
壊されたのか、開発の利益が誰にもたらされ、被害は誰に押しつけられたのかを明らかに
してきた」(堀川，1996：239)が、これからは、患者に対する治療や生活補償はどのような
ものが求められ、いかに水俣を再生していくかを環境社会学は論じ、実践すべきとしてい
る。	 
	 水俣病を含め、公害被害を環境社会学の枠組の中にどのように位置づけるかについては、
学会誌『環境社会学研究』第 6 号(2000)の特集「公害問題への視点」でも議論されている。
この時期に公害問題に焦点を当てる理由として、第一に、日本の 20 世紀の環境問題を反省
する場合には、公害問題こそ中心の主題になるべきであること、第二に、地球環境問題に
注目が集まるにつれて公害問題があたかも過去の問題のようにみられがちだが、依然とし
て継続している問題であり、今後の環境問題を考えるにあたっても、これまでの公害問題
の教訓の意識化が求められていることの２点を挙げ（舩橋・松村，2000）、地球環境問題時
代における公害把握の基本的視点を論じる総論飯島（2000）とともに、個別事例として、
水俣病（熊本）、イタイイタイ病、土呂久の砒素汚染、廃棄物問題を取り上げている。	 
	 水俣病問題を担当した丸山(2000)は、1959 年末の見舞金契約に至るまでの流れやその後
登場してくる補償のための認定医学を総括的に捉え直しながら、被害の発生・拡大・補償
救済それぞれの段階における原因企業チッソや行政、医学の責任を論じる。継続する関西
訴訟に期待を抱きながらも、こうした責任は 1995 年の政治解決によって曖昧なまま決着が
つけられたと述べ、未認定問題は区切りをつけられたとみる。その一方で、1990 年代以降
水俣市が進める「もやい直し」を合い言葉にした地域再生に目を向け、経済的にチッソだ
けに依存しないような多様な存立基盤を確立することで「チッソ運命共同体意識」（丸山
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2000:	 30）から解放されていくことが、これからの水俣の創出のためには重要になると指
摘し、上述の堀川（1999）と同様に、今後の水俣地域の再生の課題をこれからの論点とし
て挙げている。	 
	 
3.4.拡大する被害者像	 
	 2001 年から 2003 年の環境社会学の研究動向を追った関（2005）は、その潮流の一つとし
て、環境問題のイデオロギー性という論点を挙げる。これは、第一に、積極的な環境保護・
保全政策が、必ずしも住民にとって肯定的な意味を持たないこと、第二に、環境問題の当
事者という場合、まず運動の担い手や何らかの影響を被る弱者を想定してしまうことを指
している。とりわけ後者に関して、こうしたイデオロギー的側面のためにこれまでほとん
ど着目されることのなかった大規模公共事業における地元推進派の存在や、不安を抱えな
がらも開発に込める期待、公害や環境汚染の影響を受けた地域の再生などの事例が着目さ
れるようになってきたと指摘する。被害者自身が被害を乗り越えようとする過程に着目す
る堀田（2002）や集落内部での根深い亀裂を埋めようとする運動に注目する関（2003）も
この潮流に位置すると考えられるが、これらの研究の場合、対象はあくまで（未）認定患
者であった、	 
	 これに対して向井（2000；2005）は、水俣市民に焦点を当て、そこで水俣病がどのよう
に経験されたのかを検証している。「従来の研究の枠組は『患者』の問題解決を最優先課題
として構築されており、『一般市民』にとっての水俣病問題が『患者』におけるそれと同等
の重みで研究対象とされることはなかった」（向井，2000：81）。一般市民は水俣病患者を
抑圧してきた側として描かれてきたが、「もやい直し」が合い言葉になり地域再生の課題の
比重が増すつれ、水俣病被害者とは異なる、水俣市民にとっての水俣病を明らかにすべく、
研究の領域を拡げる必要があると説く。	 
	 一般の水俣の人々に着目しようとする問題意識を共有しながらも、向井の「よそ者の視
線」に非常な違和感を感じると述べる平岡義和は「あくまで、彼らの語り、ふるまいを自
分のこととして考えていきたい、というのが私のとるべきスタンス」と述べ、「私もそうし
ていた」という自らのうちにある加害者性を起点に、なぜ自分は水俣病をよそ事として見
なしてしまうのかを自問自答する形で、水俣に暮らす人びとの意識や行動を考察しようと
する。被害構造論と飯島の業績が果たした役割と重要性に触れながら、しかし、平岡は、
行政や企業における無責任性を解明しようとするような研究視点の偏りに疑問を投げかけ
る。環境社会学において、加害企業や行政に焦点を当てる際にこうした視点は暗黙の前提
とされているが、「私もそうしていた」という視点から考えることで様相は異なるのではな
いか。アイヒマンについてハンナ・アーレントが用いた「悪の陳腐さ」という表現を繰り
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返し引用しながら、「人をアイヒマンのように行動させてしまう生活世界の有り様、それを
生み出す構造的要因を探求することの方が、より意味があるのではないか」（平岡，2008：
25）と述べる。	 
	 
3.5.環境リスク論との接続	 
	 環境工学を専門とする中西準子は、「いつまでも、環境破壊＝病人、環境保護＝安全とい
う思考の回路をもっていては、これからの環境問題に対処できないと、私は思っている。
この短絡した思考を乗り越え、水俣病の『通念』を卒業することは、日本の課題である。
より微妙な環境の変化に対応しなければならないし、目の前に病人が見えなくても『問題』
を感ずる研ぎ澄まされた感性を持つべきではなかろうか」（中西，1995：23）と述べる。「環
境破壊＝『病気または死』という意識が、私の言う水俣病通念」であるとして、補償や責
任問題へと向かわない「本当の水俣病の研究」が必要であるとする中西は、リスクという
概念―「不確かな、そして従来の意味からは安全と判断されるが、現実は灰色の危険域の
危険性を、定量的に表現したもの」（同上：7）―によって、意見の質的な違いを量的な違
いへと変え、政策へと活かしていくことを提案する。環境社会学においても、ウルリヒ・
ベックやニクラス・ルーマンらのリスク論への関心が集まるにつれ、それらを援用した研
究が現れる。ただ、四大公害に代表される産業公害については、広い意味での環境リスク
ではあるものの、放射能汚染やダイオキシン、地球温暖化問題に比べ、確かに原因究明に
は時間を要したが相対的には問題の所在は可視的であった（長谷川，2004：6）。そのため、
主として、歴史的に水俣病発生当初のリスク認知を明らかにする方へと関心が集まる（霜
田，2002；吉田・吉田，2004；成，2004；野澤，2012a；平岡，2013）。	 
	 吉田・吉田（2004）は、水俣病が発生する原因となったチッソ水俣工場のリスク認識を工
場側の原資料にもとづいて検討する。だが、水俣病発生当時においては、問題はチッソ一
社のものではなく、そのリスク認識は経済成長優先という時代性に強く制約されていたと
して、その背後にある功利主義的な被害評価の問題点を分析している。その上で、こうし
た状況を変え、政策に変化を促す参画者として市民の登場を確認する。また、環境リスク
を確率論的に捉えようとする上述の中西に見られるような論調に対して疑問を投げかける
成元哲は、水俣病の初期段階を事例にして、被害者と政策決定者の間にあるリスクの捉え
方の相違、すなわち「まなざしの乖離」を分析する。とりわけ、1957 年 8 月、熊本県が厚
生省に対して水俣湾産の魚介類の販売禁止措置に関して、食品衛生法適用の是非を厚生省
に照会したところ、すべてが有毒化した明らかな根拠はないという理由で不可と回答され
たことを取り上げ、その問題点を次のよう述べる。「水俣病におけるリスクをめぐる捉え方
の相違やそれによる予防策の（非）決定という事態は、その後のさまざまな環境汚染や薬
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害などにもくり返されている。リスクに関する決定を行う主体が、リスクの初期段階に、
その決定によって影響を被る地域住民と協働で現地調査を行い、それに基づいたコミュニ
ケーションを重ねていく仕組みが確立されていないからである」（成，2004：26）。魚介類
が危険でありその原因は工場であることは漁民の間では経験的に、またその後の熊大によ
る調査からも明らかになっており、予防のためには何らかの対応がとられるべきリスクで
あったが、厚生省は科学的厳密性を理由に積極的な対応をとらなかった。こうした水俣病
の経験から成は、住民、政策決定者、研究者などの間のコミュケーションを促すため、地
域参加型調査を提案している。この点に関して、水俣病と福島第一原発事故における企業
と行政の対応を比較することで組織的無関心のメカニズムについて論じた平岡（2013）は、
水俣病においては当時の重化学工業政策の推進が妨げられることの方がリスクとして捉え
られており、科学的厳密性を求める実証科学の理論は、問題対応を先送りにさせるために
持ち出されたと指摘している。水俣病は解決されるべき問題というよりも、組織経営上の
リスクを低減させるために対処すべきコンフリクトとして捉えられていた。	 
	 一方、水俣病を現在進行形のリスクの問題とする研究もある。野澤(2012a)は、高齢化に
伴い身体機能が急激に低下している胎児性水俣病患者を事例に、公式確認から半世紀を過
ぎた現在の水俣病問題におけるリスクの問題を議論する。50 代になった胎児性患者は、食
事や風呂、トイレ、着替えといった日常生活におけるさまざまな場面で困難や不安を抱え
ている。だが、高齢化とともになんらかの介護ニーズをもつことを水俣病の影響によるも
のであると厳密に特定することはできず、被害はより不可視化していく。公式確認から半
世紀を経てなお、水俣病患者は新しい症状の顕在化や悪化に直面している。それは、どう
しても避けたい事態の発生確率を意味する既存の環境リスク論では捉えられない。また、
これまでの水俣病研究におけるリスクの議論も上述のように水俣病発生当時に着目してき
た。そこで、公害が発生して数十年を経て深刻化する高齢化に伴う障害の重度化という現
在的な現象を被害と結びつけて捉えるための概念として、「公害被害の事後的リスク」とい
う考え方を提出している。	 
	 この「公害被害の事後的リスク」という表現については、森久（2013）が、「事後」とい
う表現が、水俣病が終わったような印象を与えること、また、被害者でなければ直面しな
ければならないような問題を「リスク」と表現することに対して違和感を持つと述べてい
る。だが、この表現を用いて意図したことは、水俣病被害者が年を重ねながら経験する被
害の意味内容の変化、そしてその深刻化の様相をどのように問題化するかという点にある。
確かにこの考え方は個々人が加齢とともに増大する日常生活上の困難や将来への不安を扱
っており、その点では、被害者が直面する問題であるという点は間違いではない。だが、
より重要な点は、「事後」という言葉を用いて、水俣病は補償を得た後も解決することなく、
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その意味することがらを変えながら被害は継続そして深刻化していき、将来の生活不安と
結びついているという点、もとより被害とその補償が見えにくくする課題を明るみにする
ことにある。水俣病が終わったということではまったくなく、被害補償の延長線上にある
問題として「公害被害の事後的リスク」という考え方はある。	 
	 
3.6.最高裁判決以降の潮流	 
	 最後に 2004 年 10 月の関西訴訟最高裁判決以降の研究動向を確認する。	 
	 水俣病がチッソ水俣工場の排水中に含まれていたメチル水銀によって汚染された魚介類
を食べたことによる健康被害であることには変わりないが、公式確認から半世紀を過ぎる
と、メチル水銀の影響と水俣病被害の結びつきは複雑化していく。牛島(2005)は、社会生
活上の支障や障害、健康不安、精神的ストレスといった生活障害は、必ずしもメチル水銀
の影響による身体症状に付随するものではなく、身体症状と生活障害の間には複雑な相互
作用があると指摘する。半世紀に渡る累積的な加害行為の結果、被害は、メチル水銀に由
来する症状に派生して深刻化する日常生活上の困難という直線的な把握では捉えられなく
なる。被害者各々が水俣病の歴史を生きる中で、どのような状態が被害であるのか、それ
がいかなる加害行為によってもたらされるのかは補償制度や地域社会の人間関係、そして
高齢化という複合的な状況の中でさまざまなかたちで現れる。	 
	 最高裁判決以降の認定申請者の急増という事態を受けて調査を開始した成元哲らは、調
査対象者のうち、認定患者及び 1995 年政治解決時の医療手帳所持者よりも最高裁判決以降
の認定申請者の方が、健康度が低くなっている点に着目し、その理由を、最近申請した人
びとの方が、「家族や近隣を含む周囲の補償状況、また、それらの人々と自分の生活経験や
心身の健康状態と比較対象のうえ感じる不公平感のようなものによって修飾されている可
能性がある」（牛島・成，2009：22-23）と推測し、こうした事態を説明するために水俣病
ステータスという概念を提出する。これは、収入や学歴、職業といった属性ではなく、水
俣病補償制度上の位置を示すもので、周囲と自分を比較することで生じる相対的剥奪感を
示す関係概念であるとして、水俣病を経験した不知火海沿岸汚染地域住民の現在の健康度
を説明する特有の要因であるとする。不知火海沿岸地域住民の健康度が、地域における水
俣病補償者割合という特性によって規定されている可能性を指摘したことの環境社会学的
意義として、飯島・舩橋（2006）や関（2003）がいずれも患者個人や被害者団体に焦点を
当てた被害把握であるのに対してコミュニティレベルの要因が個人の健康にどのような影
響を及ぼしているかを解明しようとした点にあるとして、それを「鳥の目」の視点で被害
の実態を捉えることと表現している。また、水俣病特措法による新たな補償救済策に関し
て、これがもうひとつの MD	 status を創り出し、地域社会の関係性に影響を与えることを
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危惧し、「地域における MD	 status の影響や補償上の不公平感などの社会的要因を考慮に入
れた恒久的な施策が求められる」（牛島他，2012：150）と提言している。	 
	 除本・尾崎（2011）は、特措法にある地域や年齢による線引きにとらわれず水銀の影響
を受けた被害者を広く医療補償や介護保障の対象とすることが、人権保障という意義だけ
でなく地域住民に広く経済的な波及効果を及ぼすとして、水俣病を経験した街だからこそ
可能となる環境・福祉先進都市づくりへとつなげていく必要があると指摘する。また、野
澤（野澤，2009;	 2012a;	 2012b）は、再び未認定患者問題に関心が集まる中、認定患者が
日常生活で抱える困難や将来への不安の問題に目を向け、これに対する対策を「福祉的救
済」と表現し、壽来の補償金に加えて、被害者の生活の質を落とすことなく地域で暮らし
ていくための社会的支援の構築という新たな対策が求められると指摘している。	 
	 
4.障害という焦点	 
	 以上、環境社会学における水俣病研究を概観してきたが、そのいずれもが被害という概
念を軸に置きながら、それだけでは見えてこない克服過程や地域社会や人びとの豊かさ、
これからの地域再生、一般市民にとっての水俣病、加齢による被害の意味内容の変容に対
応するという意味での事後的な補償、そして近隣地域住民との間の補償額の差による相対
的剥奪感に起因する症状の悪化などの問題設定をしている。いわば、被害という問題把握
との距離の置き方で独自の問いを立てている。だが、2000 年代に入ると、胎児性・小児性
患者の症状の悪化と介護者である親の高齢化という事態をめぐり障害福祉的な対策の必要
性が認識されるにつれて、被害というこれまでの公害問題の捉え方それ自体に対して問い
かける障害という焦点が浮かび上がってくる。	 
	 栗原彬は水俣病公式確認 50 年を前にして、次のように述べている。	 
	 
	 私たちは水俣病 50 年というふうに言いますけれども、患者達にとっては毎日が水俣病
を抱えての一日一日の生活なんですね。そのことを考えますと、今まで水俣病問題とい
うと、認定問題ですね、したがって補償の問題。そこに焦点があった。そのために、水
俣病患者が、確かに公害病患者であるんですけれども、障害者の側面ですね。その面が
おろそかにされてきた。つまり社会福祉の側面ですね。患者達の自立、生き生きとした
生活、生きがいを感じられる仕事、それと心のケアも大事ですね。体の痛みだけじゃな
いんですね。体の痛みは同時に心の痛みでもあるんですね。そういうことがいままでお
ろそかにされてきている。これから社会福祉の側面をこれからしっかり私たちが支えて
いかなければいけないんじゃないかと思いますね。（中略）自立支援法は障害者一般への
法律です。公害健康被害補償は、公害病一般への補償法なんですね。こういう法をいく
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らならべて予算をつけてみても、患者一人ひとりの自立した生活とか、生きがいのある
仕事とかですね、心のケアにはとても届かないと思います16。	 
	 
	 公害病患者と補償の問題に対置させながら、栗原は障害者と社会福祉の問題が抜け落ち
てきたと指摘する。被害と障害の間のこれまで見落とされてきた関係に着いて、原田正純
は、これまでの反公害運動が必然的に障害（者）の否定をはらんできたとして、次のよう
に述べている。	 
	 
……水俣にだって、例えばポリオの患者もいるわけですよ。そうすると、ポリオの患者から
すると、水俣病は補償金が出たりしていいなぁという話になってしまうし、やっぱり私は最
後のテーマは、そういう環境を大事にしましょう、環境によって健康が破壊されるようなこ
とは犯罪ですよという話と、障害をもつと不幸ですよ、どうして不幸なの、どうしたら不幸
じゃなくなるのという、そういう障害者に対する手立ての問題がうまくつながらないと、私
はこの問題は解決しないのではないかと思います（原田・小野，2012：96）。	 
	 
	 これを「公害反対運動の１つの限界」であると表現し、水俣病問題の解決のためには、
水俣病被害者に対する補償と障害者に対する福祉制度がつながっていく必要があると指摘
している。	 
	 その一方で、障害者の側からの反公害運動に対する問いかけもある。木野茂は、公害反
対運動において、脳性マヒ者の団体である「青い芝の会」から、「公害問題に反対すると言
うことは、自分たち障害者を差別することにはならないのか？」と問いかけられた経験を
振り返りながら次のように話す。	 
	 	 
ユージン・スミスさんとアイリーン・スミスさんの撮った水俣病の写真は、これほど悲惨な
事実を二度と繰り返さないぞという、すごい迫力を持ったキャンペーンとなったことがあり
ます。公害を、水俣病を二度と起こさないぞという正義の錦の御旗として機能したことがあ
ります。しかし、それは障害者たちから見れば、自分達の肩身を狭くする運動とも映りまし
た。公害被害者は、後天的である人がほとんどです。障害者にすれば、「被害者を生まない」
とは、障害者をこの世に生み出さないということか、被害者を生まないような社会というの
は、障害者がいないような社会なのか、という問いかけです（浅岡ほか，2004：243）。	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
16「水俣病 50 年を生きて〜胎児性患者は今〜」（2006 年 6 月 15 日放送、教育テレビ）より
引用。	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 悲惨な公害被害を訴えかけるものとして被害者の写真を用い、公害問題の解決を訴える
ことが、一方では障害者の生の否定に繋がる。実際、新潟水俣病においては、熊本の教訓
を生かし、患者発生地区での妊娠可能な女性に対する毛髪水銀値の調査にもとづき避妊指
導や中絶処置が行われ、結果、公式に胎児性水俣病患者と確認されたのは１例にとどまっ
た（原田・田尻，2009：17-21）17。被害の強調による障害の不可視化は、公害被害者個人
の内にも起こる。田尻雅美は、胎児性水俣病患者が担った役割について、「その障害の酷さ
で被害の深刻さを訴えるものでした。いかにも一見しただけで、“見える被害”の具像化と
して使われ、それは水俣病のような被害を二度と起こさないためにとシンボル化していっ
たといえます。そして、被害の深刻さを強調するあまり、それは『何もできない』、『結婚
も仕事もあきらめることを余儀なくされた患者』であることを社会的に刻印されていった
のではないでしょうか」（田尻，2009：33）と指摘する。被害の側面が象徴的に強調される
ことで、水俣病の被害を受けた人びとは、自らの役割を水俣病患者に限定してきた（田尻
2006）。	 
	 以上のように、胎児性・小児性患者に対する障害福祉的な対策の整備が求められるよう
になるのに合わせて、これまで注目されてこなかった被害と障害との関係が明るみになっ
てきた。被害に対置されるこの障害という焦点は、1970 年代以水俣病問題の中心的課題で
あり続けている未認定患者問題によってかき消されてきた。胎児性・小児性患者が 20 代の
ころ患者の会を組織し、チッソに対し「仕事ばよこせ！人間として生きる道ばつくれ！！」
と要求したがことがあった。これが実現することはなかった（後述）。この出来事をめぐっ
て、原田正純は「未認定問題のかげで、認定された青年たちの問題はかすんでしまってい
る」(原田，1985:	 198)と述べているが、胎児性・小児性患者の症状の悪化と介護者である
親の高齢化をめぐって社会福祉的な対策の整備が急がれ、それに伴い水俣病被害者におけ
る障害という側面が徐々に現れ被害の問題と重ね合わさるようになるまで、障害という焦
点は被害者個人の内でも社会的にも後景に退き、かすんでいた。誰かを被害者として、何
らかの症状や困難さを被害として位置づけることが一方で他者の存在や他にあり得る役割
の否定へと結びついてきた。	 
	 被害と障害という水俣病をめぐる 2 つの焦点が見えてきた今、これら２つの焦点を同時
に見つめながら今一度水俣病問題の歴史を振り返ることで、その補償はどのように見えて
くるだろうか。この点に着いては、第２部で、水俣病患者に対するさまざまな福祉的対策
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
17	 ここには、１例で留まったゆえに、適切な胎児性患者対策が新潟でなされていないとい
う問題がある。	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を歴史的に拾い集めていくことで、60 年に及ぶ歴史の中での運動や政策のダイナミズムの
中で被害補償と障害福祉の間を揺れ動く様を捉えていきたい。	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第２章	 水俣病被害をめぐる補償制度の整理	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 この章の目的は、50 年以上にわたる水俣病問題の歴史の中で繰り広げられてきた、主と
して認定制度をめぐる被害者運動と補償制度を整理することにある。まずは、1956 年の水
俣病公式確認から 59 年末にチッソと被害者団体の間に締結された見舞金契約までを描く
（第１節）。次に、60 年代の沈黙の時代を経て 69 年の第一次訴訟の提起から 73 年の補償協
定締結経といたる過程（第２節）を、そしてそれ以降急速に深刻化していく未認定患者問
題とその救済策が実施された 95 年の政治解決（第３節）を記述する。最後に、2004 年にチ
ッソ水俣病関西訴訟判決が出されて以降急増した未認定患者や新たな訴訟の提起に対応す
るために制定された特措法とその後の展開を整理する（第４節）。	 
	 
1.公式確認から見舞金契約まで	 	 
	 1956 年の 4 月下旬、新日本窒素水俣工場附属病院属病院に水俣市月浦の漁師の子ども 2
名が相次いで入院した。その後立て続けに類似の症状を訴える患者が入院したことを受け、
5 月 1 日、伝染病を疑った病院長の細川一が原因不明の神経疾患児続発を報告し、水俣病が
公式に確認される。8 月には熊本大学奇病研究会が発足し、翌月、熊本県は厚生省に奇病の
発生を報告する。	 
	 翌 57 年の 2 月には、熊大研究班は水俣湾に関して漁業禁止か食品衛生法の適用が必要と
確認し、8 月には県衛生部長が照会をする。だが、厚生省は、「水俣湾内特定地域の魚介類
がすべて有毒化している明らかな根拠は認められない」として、法の適用は不可との回答
をする。そのため自粛指導のみが続けられることになる。59 年 7 月に熊大研究班は、有機
水銀説を発表し、水俣病は、現地の魚介類を摂食することによって起こる神経系疾患であ
り、魚介類を汚染している毒物として有機水銀が注目されるとの結論に至る。チッソはた
だちにこれを否定する見解を発表するが、10 月には、細川病院長が、アセトアルデヒド酢
酸工場排水投与によって猫が水俣病を発症することを確認（猫 400 号実験）、水俣病の発生
と工場排水の因果関係がこれにより裏付けられる。11 月には厚生省食品衛生調査会水俣食
中毒部会が、水俣病は水俣湾産の魚介類中の有機水銀が原因であるとする答申を厚生大臣
に対して報告するが、翌日の閣議で当時通産大臣であった池田勇人の「水俣病の原因を水
銀とするのは時期尚早」という発言の後、即日部会は解散となる。	 
	 こうした状況の中、当時唯一の被害者団体であった水俣奇病罹災者互助会（後に水俣病
患者家庭互助会と改称、以下、互助会と表記）は、チッソに対して補償を求めていく。当
初患者側はチッソに対し患者１人あたり一律 300 万円、総額 2 億 2,400 万円の補償を要求
したが、チッソは、水俣病の原因が工場排水にあるかどうかが確認されていないので補償
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は出せないと強硬な態度を示したため、患者側は座り込みを開始、同時に県知事に対して
不知火海漁業紛争調停委員会による調停を要望する。これを受け、県知事や水俣市長が調
停に乗り出し、最終的に、59 年 12 月 30 日、互助会とチッソとの間に「見舞金契約」が結
ばれ、死者 30 万円、生存者には年金として成年 10 万円、未成年 3 万円、葬祭料 2 万円な
どが支払われることが決まる。このとき、支払い額に関して成人と子どもの不平等が存在
することが患者の間で問題となり最後までもめたこともあり、将来水俣病がチッソに起因
しないことが決定した場合に契約を打ち切ること、また水俣病が工場排水に起因すること
が判明した場合でも新たな補償は行わないことが条文に明記されたことに注意を向けられ
ることはなかった（宮澤，1997:270-271）。	 
	 そして、この見舞金契約には、公式確認から半世紀上過ぎてなお水俣病問題が終わらな
い理由である認定制度の始まりを告げる条文が盛り込まれていた。	 
	 
第 5 条	 
本契約締結以降に発生した患者（協
・
議会
・ ・
が
・
認定
・ ・
した
・ ・
もの
・ ・
）に対する見舞金については甲（チ
ッソ）はこの契約に準じて別途交付する（傍点引用者）。	 
	 
	 見舞金契約締結以前、患者の認定は個別の専門医師から構成される水俣市奇病対策委員
会の判定によって行なわれていた。だが、中村水俣市長が、互助会に対して「一個人の医
師の診断では会社は補償に応じない。水俣病と断定できる権威・診断委が必要」と説明、
また熊本県衛生部長であった浜崎直哉は「水俣市外にも水俣病が発生しはじめたので国費
治療や今後の補償問題もあり正式な諮問機関を設けることになった」18として、見舞金契約
締結直前の 1959 年 12 月 25 日、水俣病の真性患者の判定や、これに関する必要な調査、水
俣市立病院水俣病棟に対する入退院の適否等を審査するという名目で水俣病患者審査協議
会（以下、協議会と表記）の設立に至る。	 
	 そしてこの時から、水俣病患者とは協議会によって認定された被害者を指し示すように
なる。この協議会の性格は、富樫貞夫が「見舞金の受給資格者を決めることを主たる任務
として設置されたといってよいと思われる」（富樫，1975:38）と指摘しているように、医
学的な見地から水俣病であるかどうかを審査する機関では最初からなく、上記の発言にも
ある通り、認定制度が必要とされたのは、被害者が増大するにつれて懸念された国費治療
や補償金といった経済的理由が大きかった。	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
18	 『毎日新聞』1959 年 12 月 4 日号。この発言は、原田(1975:44)による。	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2.水俣病問題の「終結」から補償協定へ	 
食品衛生調査会水俣食中毒部会の解散、排水処理設備の完成（後にその効果がないこと
が明らかになる）、漁業補償の決着、見舞金契約の締結という 1959 年後半に起きた一連の
出来事により、水俣病問題は「終わる」。これ以降に認定されたのは 60 年に 8 人、翌 61 年
には 1 人、62 年に、胎児性水俣病と認定された子ども 16 人、そして 64 年に幼児が 1 人認
定された以外には水俣病と疑われる患者発生の報告はなく、審査会は開催されなくなる。	 
しかし、1965 年 6 月に新潟水俣病が発生したこと、そして 68 年 9 月 26 日、政府が水俣
病を公害として公式に確認したことなどを受けて、水俣病問題は再び「始まる」。新潟の患
者との交流で再び活性化した互助会のうち、補償のあり方をめぐって、厚生省が設置した
水俣病補償処理委員会に確約書を提出して調停を依頼することを拒否した 29 世帯 112 名が、
69 年 3 月、チッソを相手取り、企業責任と損害賠償を求めて提訴し、水俣病第一次訴訟が
始まる。69 年 9 月には水俣病研究会が発足され、原告の訴えの論拠や裏付けを提示してい
くなど、支援の動きも活発化し始める。	 
	 69 年 12 月には，「公害被害に係る健康被害の救済に関する特別措置法」（以下、救済法と
表記）が制定され、医療費（自己負担分）、医療手当、介護手当を支給する公害医療救済制
度を開始した。この制度は、財源を事業者からの寄付による納付金と公費とし、加害者チ
ッソによる損害賠償が行なわれるまでの応急的な、いわばつなぎの措置として緊急的に講
じられる民事責任とは切り離された行政上の救済として始められたが、救済法の対象者で
あることを認定するにあたり、熊本県と鹿児島県に公害被害者認定審査会が設置された19。
これにより、法律にもとづく認定制度が開始される。だが、救済法施行後の審査会におい
て「民事とかかわりなく適用するとあるが、水俣病関係では本審査会判定は公害補償との
関連があるので、その点も考慮して慎重を要する」20との発言があるように、見舞金契約の
時と基本的な性格は変わらず、認定の仕組みは医学上の概念には基づいていない。	 
	 1971 年 7 月になると環境庁が発足し、水俣病関連業務が厚生省から移管される。翌 8 月、
棄却されたことに異議を唱えた患者の行政不服審査請求において、患者が逆転認定された
ことをきっかけに、環境庁は、事務次官通知「公害にかかる健康被害の救済に関する特別
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
19水俣病患者審査協議会と公害被害者認定審査会の間には、水俣病患者診査会と水俣病患者審査
会が存在している。水俣病患者審査協議会は厚生省公衆衛生局に臨時に置かれていた機関だっ
たが、1961 年、熊本県衛生部に水俣病患者診査会として臨時におかれる。その後 1964 年に水俣
病患者審査会と改称し、熊本県知事（衛生部）が主管する条例に基づく組織として制度化され
る。つまり、知事の諮問機関である水俣病患者審査会が設置されるまで審査会は、法律や条令
にもとづかず、認定権者も明示されず、とりあえず便宜的に見舞金という補償の受給資格者を
決定するための組織であった。	 
20	 1970 年 2 月 20 日、第二回水俣病患者審査会議事要点録。これの引用は、富樫(1975:39)によ
る。	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措置法の認定について」（「46 年判断条件」）を発表する。この通知では、水俣病を、「魚介
類に蓄積された有機水銀を経口摂取することにより起る神経系疾患であって次のような症
状を呈するものである」と、症状として、四肢末端、口囲のしびれ感にはじまり言語障害、
振戦、痙攣その他の不随意運動、筋硬直を挙げた。その上で、これらの症状のうちいずれ
かの症状がある場合において「当該症状の発現または経過に関し魚介類に蓄積された有機
水銀の経口摂取の影響が認められる場合には、他の原因がある場合であっても、これを水
俣病の範囲に含むものであること」とする判断基準を示した。加えて、認定は「その症状
の軽重を考慮する必要なく、もっぱら当該疾病が当該指定地域に係る大気の汚染または水
質の汚濁の影響によるものであるか否かの事実を判断すれば足りること」とし、幅広い認
定と認定審査業務の円滑化を図る。	 
	 73 年 3 月には水俣病第一次訴訟判決において原告側が勝訴、双方が控訴しなかったため
に判決が確定する。水俣病患者に対するチッソの損害賠償が確定したことを受けて、原告
団はすでにチッソ東京本社で座り込みを続けながら交渉を進めていた自主交渉派と合流し、
東京交渉団を結成、7 月には認定患者に対して慰謝料（一時金）、医療費、年金等を支払う
ことを定めた補償協定が締結される。なお、判決直前の 1 月に、水俣病であることの確認
と損害賠償を求めて認定患者と申請中の患者 60 名がチッソを相手取り、水俣病第二次訴訟
を開始する。	 
	 第一次訴訟での被害者側の勝訴と後補償協定の締結を受けて、認定申請者は急激に増大
してく。だが、その一方で、棄却者や未処分者も急増する。こうした状況を受けて、74 年
3 月、熊本県と環境庁は認定業務を促進するためとして水俣病認定業務促進検討委員会を発
足させる。また、同年 10 月には救済法に代わり、「事業活動その他の活動に伴って生ずる
相当範囲にわたる著しい大気の汚染又は水質の汚濁の影響による健康被害に係る損害を填
補するための補償を行うことにより、健康被害に係る被害者の迅速かつ公正な保護を図る
こと」を目的として、「公害健康被害の補償等に関する法律」（以下、公健法と表記）が成
立する（施行は翌年 4 月１日）。汚染原因者がその寄与度に応じて負担することを原則とす
るこの制度では、療養費や障害補償費に加えて公害保健福祉事業21が実施されるなど、救済
法に比べて給付内容が拡大する。国は、公健法の成立により、患者認定という行政上の行
為と企業の民事補償が結びついたとして補償システムは完成したという立場をとっている
（小島，1996:5）。なお、水俣病患者においては、補償協定締結以降に認定された患者に対
しても同等の補償をすることが定められたため、これ以降認定された患者は、全員が補償
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
21	 公害保健福祉事業については、その 1/2 を原因者負担とし、残り 1/2 を公費負担として
いる。公費負担分については、半分を国が、残り半分を都道県又は政令市が負担する（杉
田 1975:31）。	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協定にもとづく補償を選択している。	 
	 さて、75 年 6 月、環境庁は、水俣病認定業務促進検討委員会の役目は終わったとしてこ
れを発展的に解消、水俣病認定検討会を開催し、多数の申請者の認定促進のための認定基
準の再検討を開始、2 年後の 77 年 7 月に「水俣病対策の推進について」を発表、その中で、
環境保健部長名で「後天性水俣病の判断条件について」（「52 年判断条件」）を通知する。新
たに示された判断条件の最大の狙いは、有機水銀の影響が否定し得ない場合は水俣病とす
るという 46 年判断条件の考え方とは逆に、症状の組み合わせを診断基準の中心としている
点にある。すなわち、水俣病に見られる症候は「それぞれ単独では非特異的であると考え
られるので、水俣病であることを判断するにあたっては、高度の学識と豊富な経験に基づ
き総合的に検討する必要がある」とし、「症候の組合せのあるものについては、通常、その
者の症候は、水俣病の範囲に含めて考えられるものであるとする」と定めた22。46 年判断条
件が症状の「いずれか」(「or」)という基準によって水俣病であるかないかを判断したの
に対して、52 年判断条件以降は、症状の「組合せ」(「and」)という基準によって水俣病で
あるかないかを判断するようになる（津田，2004:80-81）。これ以降国は、裁判などで繰り
返し 52 年判断条件を批判されながらもこれを堅持していく。	 
	 
3.拡大する未認定患者問題と政治解決	 
	 大量棄却という事態に直面した未認定患者のうち、1980 年 6 月、不知火海沿岸の 5 市 5
町 85 人が、国・熊本県・チッソを相手取り、総額 13 億 8,000 万円の損害賠償を求める初
の国会賠償請求訴訟を熊本地裁に提訴し、水俣病第三次訴訟が始まる。国と県については、
不作為による水俣病拡大責任などを理由として国家賠償法にもとづいた損害賠償請求を行
う。84 年 8 月には、全国の水俣病被害者の会・弁護団が、被害者の早期完全救済を目的と
して「水俣病被害者・弁護団全国連絡会議」（全国連）が結成され、以降、第三次訴訟は熊
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
22症状は以下の 4 つ。	 
①	 感覚障害があり、かつ運動失調が認められること。	 
②	 感覚障害があり、かつ、運動失調が疑われ、かつ平衡機能障害あるいは両側性の求心性
視野狭窄が認められること。	 
③	 感覚障害があり、両側性の求心性視野狭窄が認められ、かつ、中枢性障害を示すほかの
眼科又は耳鼻科の症候が認められること。	 
④	 感覚障害があり、運動失調が疑われ、かつ、その他の症候の組合せがあることから、有
機水銀の影響によるものと判断される場合であること。	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本、関西、東京、京都、福岡の各地裁で全国的に展開され争われていくことになる。	 
	 85 年 8 月には、第 2 次訴訟福岡高裁判決が出され、原告が勝訴、チッソは上告を断念し
たために判決が確定する。この判決では、52 年判断条件が「広範囲の水俣病像の水俣病患
者を網羅的に認定するための要件としては、いささか厳格に失しているというべきである」
と批判され 46 年判断条件の考え方を支持した。この福岡高裁判決を受けて結成された環境
庁の「水俣病の判断条件に関する医学専門家会議」は、感覚障害だけでは水俣病である蓋
然性は低いと判断して、52 年条件を変える必要はないと反論するものの、医学的に判断困
難な事例があることに留意する必要があるとした。環境庁もまた、「判決を下した裁判官は
医者ではないが、専門家会議は神経内科の世界的権威を集めたもの、方法に見解のズレが
あるなら、医者の考えをとる」（水俣病被害者・弁護団全国連絡会議編，2001:242）との見
解を示しながらも、認定申請を棄却されたいわゆるボーダーライン層の患者に対して「特
別医療事業」を 1986 年 5 月から実施することを決定、1968 年 8 月以前に指定された地域に
住み、両手足の感覚障害がある者に対して医療費の自己負担分を国と自治体で補助するこ
とを決定した。しかし、手帳有効期限は 3 年であり、水俣病の認定を求め再申請しないこ
とが条件とされた。以降、国は認定患者に対する補償協定と、未認定患者に対する医療費
補助等の事業という枠組で水俣病問題に対応していく。	 
87 年 3 月には、第三次訴訟熊本地裁が出され原告が勝訴する。被告・原告ともに控訴す
るが、このとき水俣病裁判において初めて国と熊本県の国家賠償法上の責任が認められる。
90 年 9 月には、早期解決のためには訴訟関係者が何らかの決断をするほかないとして東京
地裁が水俣病訴訟としては初の和解勧告を出すが、国は病像論や責任論に大きな隔たりが
あるとしてこれを拒否、全国連は、司法救済システムの確立を目指して裁判による解決を
目指すのか、それとも和解による政治的な解決をするかの選択を迫られるが、高齢化が進
んでいることから、「生きている中に救済を」（橋口，1996:6）を合い言葉にしていたこと
もあり、原告団は最終決着まで多くの時間を要する裁判ではなく、政治的な解決を選択す
る。こうして国と全国連は政治解決へと向かっていくことになる。なお、80 年代の終わり
に水俣病患者連合によるチッソとの直接交渉も開始される。だが、座り込みによる交渉は
その後膠着状態に陥り、未認定患者運動としては裁判によって司法救済システムによる解
決の道を確立させる運動が大きな流れとなっていく。	 
	 環境庁は、進行する和解協議を意識しながら、未認定患者に対する認定制度によらない
補償救済策のあり方の検討を開始する。そして 92 年 5 月、「公健法の認定を求める者の申
請や再申請が相当数継続していたことや、損害賠償を求める訴訟が多数提起されていたこ
となど，水俣病が相当大きな社会問題になっていたことに伴い」（環境省，2006:47）、特別
医療事業を廃止し、総合対策医療事業の受け付けを 6 月から開始する。総合対策医療事業
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は、対象者、給付内容ともにほぼ特別対策医療事業を踏襲しているが、対象者のうち「水
俣病にも見られる一定の四肢末梢優位の感覚障害を有する」者には医療手帳を、「水俣病に
も見られる一定の神経症状を有する」者には保健手帳を交付することとした。	 
	 95 年 9 月には自民民主党・社会党・新党さきがけからなる連立与党が、水俣病最終解決
案を正式に決定、12 月に閣議決定される23。村山富市首相は「水俣病問題の解決に当たって
の談話」を発表し、その中で「新潟での第二の水俣病の発生を含め、水俣病の原因の確定
や企業に対する的確な対応をするまでに結果として長時間を要したことについて率直に反
省しなければならないと思う」と遺憾の意を表明し、総合対策医療事業やチッソ対策地域
の再生・振興などを地元自治体と協力ながら進めていくとした。このとき政治解決では次
の３点が骨子となる（宮澤，前掲:473）。	 
① 従来の総合対策医療事業などの対象者に加え、新たに申請を行い四肢末梢優位の感覚
障害があると認められる人に対しては、医療手帳を交付し、医療費や手当など給付す
るとともに、チッソが一時金 260 万円を支払う。	 
② 新たに申請し、水俣病にも見られる神経症状があると認められる人に対して保健手帳
を交付し、はり・きゅう治療費や温泉療養費を支給する。ただし一時金は支払われな
い。	 
③ この事業の対象者は、訴訟や自主交渉、認定申請、行政不服審査請求などの紛争を取
り下げることを条件とする。	 
	 
	 98 年 2 月には、95 年政治解決策の中の地域振興策として国から支給された補助金を利用
して建設が進められていた「水俣市総合もやい直しセンター」（通称もやい館が完成）が完
成している24。この政治解決策では、最終的に、熊本・鹿児島・新潟を含め、9,438 人が総
合対策医療事業の医療手帳の対象者と也、1,187 人が保健手帳の対象者となった（水俣市，
2007:	 34）25。	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
23この最終解決策は 1994 年 6 月、自由民主党・社会党・新党さきがけの 3 党からなる連立
内閣である村山内閣が発足してから現実化の動きが強まる。自民党は、従来より国の国家
賠償責任の問題については裁判で決着をつけるしかないという考え方であり、和解にも消
極的な姿勢をとっていたのに対し、社会党は水俣病問題の早期解決を重要な政策課題とし
てあげていた。富樫(1999)は、連立内閣を維持するためには、水俣病問題の解決方法につ
いて党の間で政策を調整し、与党 3 党の合意をつくり出す必要があったと説明している。	 
24	 「もやい館」以外に、「おれんじ館」（水俣市）、「きずなの里」（芦北町）が建設された。	 
25認定患者同様、生涯にわたり療養を必要とする未認定患者にとって、総合対策事業による
各種の給付の持つ意味は非常に大きい。宮本憲一は、未認定患者対策がその数においても
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 また、全国規模で展開される裁判闘争に一つの決着の形が見え始めた頃、94 年 5 月 1 日、
水俣市は公式確認に合わせて開催していた水俣病犠牲者慰霊式を水俣湾埋立地で開催、当
時の吉井正澄市長が市町式辞において「水俣病で犠牲になられた方々に対し、十分な対策
を取り得なかったことを、誠に申し訳なく思います」と述べ市長として初めて謝罪する。
合わせて、「亡くなった方たちが浮かばれるように、己を識りお互いを認め合うという羅漢
の和で、諸々の困難な事柄を克服し、今日の日を市民皆んなが心を寄せ合う『もやい直し』
の始まりの日といたします」と述べる。これ以降、「もやい直し」が水俣病問題解決の一つ
の合い言葉となる。	 
	 「もやい直し」とは、「①水俣病問題を契機にバラバラになった市民の心を一つにつなぎ
とめて、②市民が協同で助け合いながら地域社会を支え、みんなで『まちづくり』をすす
めよう」（山田，1999：32）という意味合いが込められている。水俣病公式確認から 40 年
を前にして、被害者を苦しめていた差別や誹謗中傷といった精神的圧迫を取り除くことで
一般市民と水俣病被害者との間の溝を埋め、闘争や抗争によって混乱した水俣の社会を平
穏なものとしていくことが目指されるようになる。	 
	 
4.終われない水俣病	 
	 1995 年の政治解決により、水俣病問題は終結したかに見えたが、しかし、和解を拒否し
た訴訟継続を選択したチッソ水俣病関西訴訟原告団により事態は更に拡大の一途をたどる
ことになる。水俣病における国と熊本県の責任、そして原告患者が水俣病であることを問
い、なにより大阪地裁判決が不当であることを理由とした関西訴訟原告団は、2001 年 4 月、
水俣病事件で国と熊本件の責任を認める初の高裁判決を勝ち取る。チッソは上告すること
なくその賠償責任が確定したが、国と熊本県は、被害拡大を放置した行政責任が認定され
たことを不服として最高裁に上告した。最高裁判決は 2004 年 10 月に出され、国と熊本県
が被害の発生時に対策を講じていれば被害の拡大を防止することができたという意味で行
政の加害責任が確定する。加えて、国の定めた認定基準、すなわち症状が複数あることを
認定の要件とするいわゆる昭和 52 年判断条件によって水俣病とは認められなかった原告を
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
それぞれが抱える症状においても切り捨てるだけでは維持することができなくなってきて
いることを認めたことでもあり、また、世界の水銀中毒事件において被害者に対する十分
な救済が行なわれていない状況を鑑みれば、今回の解決策によって多くの未認定患者に何
らかの給付がされることをこされる被害者が救済されることになったのは大きな成果とい
えると評価する（宮本，1996:6-7）。だが、富樫貞夫は、「水俣病未認定患者の『救済』と
は、こうした金をはらうこと以上の意味はない」（富樫，1999：13）と述べ、水俣病の責任
を曖昧にしたままで、何らかの給付ででも終わったということにするという点において、
最終解決策は 1959 年の見舞金契約と質的になんら変わるところはないと批判している。	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水俣病と認めた 2001 年の高裁判決は妥当とされた。また判決では直接この判断条件に触れ
てはいないが、より広い認定のための基準を打ち出した。	 
	 この最高裁判決を契機として、1995 年の政治解決で「終結」した水俣病問題は再び「始
まる」。判決後、環境省は、新たな対策を示し、関西訴訟勝訴確定原告への医療費全額支給
や、総合対策医療事業における保健手帳の医療費補助の上限撤廃、自己負担分の全額支給、
そして 2006 年の公式確認 50 年に合わせた、高齢患者の健康福祉施設の拡充等を示すが、
認定基準については触れなかったために、認定審査会が機能不全に陥り、申請者が急増し
ていく。現行の認定基準については、水俣病第二次訴訟高裁判決や関西訴訟高裁判決でも
批判されていたが、最高裁判決で事実上否定された。これは、認定審査会が棄却をした患
者が訴訟を起こした場合、司法基準にもとづいて認定される可能性があり、仮にこれが現
実化した場合、委員が批判を受けることになることを意味する。そのため 2004 年 10 月 31
日で任期切れした認定審査会委員は再任を拒否し、認定申請者のうち未処分者が急増して
いく。	 
	 この急増の背景には被害者側の水俣病に対する認識の変化も一因として考えられる。た
とえば、ノーモア・ミナマタ国賠等訴訟原告団長を務める大石利生は 1997 年に医師から水
俣病と診断されたとき、そのとき医師に対してくってかかったという。このことについて
「無意識のうちに、あの劇症型の人達が水俣病だと思っていたからです。また、いまさら
水俣病だと言われても、平成 7 年の政治解決で水俣病問題は、終わったものと思っていた
からです」（大石，2006:69）と振り返る。初期の水俣病や胎児性水俣病といった劇症型や
重症の水俣病が「水俣病」であり自分には関係がないと思っていた人びと、特に 40 代～50
代といった比較的若い世代の人びとが齢を重ねるにつれて手足のしびれや頭痛といった自
覚症状が現れ始めた。そしてちょうどその現れ始めた時期に関西訴訟最高裁判決が出され
たため、自らの体調不良の原因を水俣病と結びつける解釈が広がった(成他	 2006)。	 
	 こうした認定制度の機能不全の影響もあり、2005 年、水俣病不知火患者会がノーモア・
水俣国賠等訴訟を提起する。これは和解手続きを利用した司法救済の確立を目指すもので
あり、その後、原告数は 2,000 人を超えるまでにまで拡大していく。また、認定を受ける
ことなく死亡した母親の棄却取消を求める訴訟（2001 年提起）に 2005 年に認定義務付けを
加えた溝口行政訴訟訴訟や、胎児期・小児期世代 9 名が 2007 年に、国・県・チッソの加害
責任を問うとともに、比較的若い世代における未解明の病像を明らかにしようとする国家
賠償請求訴訟「水俣病被害者互助会第二世代訴訟」を提起するなど、複数かつ多様な意味
をもつ訴訟が新たに提起される26。	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
262014 年 11 月時点で、水俣病被害の賠償を求める訴訟として「第二世代訴訟」（2007 年 10
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 認定制度における未処分者数の増大と複数の裁判の提起という時代を受けて、国は、2009
年 7 月、「水俣病被害者の救済及び水俣病問題の解決に関する特別措置法」（以下、特措法
と表記）を制定し、対象者に一時金 210 万円や医療費の自己負担分などの療養費、療養手
当を支払うことを決定する。前文では、未認定患者が水俣病被害者と規定され、その救済
をはかることで地域における紛争を終結させ、水俣病問題の最終的解決を目指すことが記
された27。申請は 2010 年 5 月 1 日から開始され、熊本、鹿児島、新潟の 3 県をあわせ 7,562
人を記録した認定申請者は201年 2月 28日の時点で286人まで減少し、和解に至る訴訟や、
紛争状態を終結させる協定をチッソと結ぶ被害者団体も現れた。特措法は救済対象を確定
させるために 2012 年 7 月末で申請が締め切られた。7,000 人を超える和解と、65,151 人の
特措法申請者28。水俣病問題は何度目かの「終わり」を迎えようとした。	 
	 だが、それから１年も経たない 2013 年 4 月 16 日、溝口認定義務づけ訴訟および F さん
行政訴訟について最高裁判決が出され、前者では、水俣病と認定するよう命じた 2 審福岡
高裁判決を支持し原告側の勝訴が確定、後者では、水俣病と認めなかった 2 審大阪高裁判
決を破棄して審理を差し戻した。また、同年 10 月には、国の公害健康被害補償不服審査会
が最高裁判決を踏まえ、県から水俣病認定申請を棄却された水俣市の男性の不服審査請求
を認め、認定が相当と裁決し、県の処分が取り消される。特措法申請窓口はすでに閉め切
られているため、裁判を除いては補償救済に関しては公健法にもとづく認定申請しか残さ
れていない。昭和 52 年判断条件に前後する未認定患者運動、2004 年最高裁判決以降の認定
申請者の増大、そして 2013 年最高裁判決以降の状況。水俣病はその被害規模を徐々に明ら
かにしながら、未審査・未処分者の増大という 3 度目の水俣病問題の「始まり」を迎えよ
うとしている。	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
月 11 日提訴，原告数 9 人，被告はチッソ・国・熊本県）と「新潟三次訴訟」（2008 年 3 月
27 日提訴，原告数 18 人，被告は昭和電工・国・新潟県）が，特措法で「非該当」や地域・
年齢で「対象外」とされた補償請求を求めるとして「特措法訴訟」熊本（2013 年 6 月 30 日
提訴，原告 325 人，被告はチッソ・国・熊本県）と同新潟（2013 年 12 月 11 日提訴，原告
22 人，被告は昭和電工・国）が，公害健康被害補償法による棄却処分取消や認定を求める
訴訟として「新潟行政訴訟」（2013 年 12 月 3 日提訴，原告数 6 人，被告は新潟市）が係争
中。	 	 
27除本（2010）は特措法が金銭的補償に限定されており、補償協定にも定められている福祉
的対策といった非金銭的措置が盛り込まれていないことを問題視している。	 
28	 「救済に 6 万 5 千人	 県内 4 万 3 千人」『熊本日日新聞』(2012 年 8 月 31 日)。特措法二基
づく救済の対象者は、３県合わせて 32,244 人となった（「特措法救済	 一時金支給対象は 3
万 2244 人」『熊本日日新聞』2014 年 8 月 29 日）。	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第２部	 	 水俣病問題における被害補償と障害福祉のダイナミクス	 
	 
第３章	 	 初期の水俣病被害者救済運動と貧困問題（1956〜1968）	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 本章から第５章にかけては、前章で提示した被害と障害という 2 つの焦点から、水俣病
被害者に対する補償と障害者福祉の間を揺れ動いてきた様子を３期に分けて歴史的に捉え
ていく。これにより 2000 年代以降徐々に浮かび上がってきた障害という焦点が、認定制度
のかげで見えにくくなっていった時代にどのような状態にあったのかを明らかにする。	 
	 第３章では、水俣病が公式に確認された 1956 年から政府が水俣病を公害として公式に確
認した 1968 年までを取り上げる。この時期、チッソは原因物質が特定されていないことを
理由に患者補償は行っておらず、国の食品衛生法適用不可の判断を受けた熊本県や水俣市
は具体的な対策を講じることができていない。まずは熊本県と水俣市の対策を見ていく（第
１節）。次に、数少ない対策として実施されたリハビリテーションセンターの設立と、それ
をめぐって結成された「水俣病の子供をはげます会」の活動を確認する（第２節）。だが、
この時期、患者補償が成立していないとすれば、そこには障害者福祉的な対策もなく、障
害という焦点も存在していないことになる。当時、水俣病は主として貧困問題として対策
が実施されていたことを指摘する。そして、68 年の政府公式確認以降、水俣病が公害問題
として位置づけられるに至り縮小していく水俣市の役割を描く（第３節）。	 
	 
1.熊本県と水俣市の対応	 
	 水俣病を引き起こす原因物質が何であるのかが解明されていなかった発生当時の段階に
おいては、チッソは原因不明を理由に補償を拒んできた。こうした状況下、主に行政が患
者に対する緊急的な対策を講じてきたが、それは根本的な解決策ではない。この時期、水
俣病の被害拡大を防ぐには、水俣湾産の魚介類に対して食品衛生法第 4 条第 2 項の適用が
不可欠であったが、これは 1957 年 8 月熊本県からの適用可否の問い合わせに対して、厚生
省がすべての魚介類が有毒化しているという明確な根拠はないという理由で不可と回答し
た。これにより明確な対策を失い、県行政の水俣病問題に対する姿勢は後退する。また、
チッソ城下町である水俣市においては、多くの市民が何らかのかたちでチッソとかかわり
のある仕事に携わっているため、「チッソあっての水俣」という世論のもと、市当局が患者
に対して積極的な対策をとるということは全く期待できなかった。市報『みなまた』の内
容から、市当局の水俣病に対して取った態度を分析した石田雄によれば、水俣病に関する
政府公式見解が出る 1968 年までは、市報は「水俣病かくし」の時期であり、完全無視の態
度が貫かれている。政府公式見解（9 月 16 日）により、チッソが原因であることが確定し
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た直後の 1968 年 10 月 1 日号において、見出しにはじめて水俣病の三文字が現れる（石田，
1983：69-70）。そこでこの章では、県の消極的な姿勢や水俣市の「水俣病かくし」の姿勢
を前提にした上で、行政の水俣病対策を概観していく。	 
	 水俣病が公式確認された直後の 1956 年 7 月、市は、医療費に苦しむ患者の生活がさらに
圧迫されるのを防ぐために、当時チッソの付属病院に入院していた患者を、医療費負担の
発生しないよう「日本脳炎疑」として公費で入院費を負担し、市の伝染病舎に収容する。8
月になると熊本大学は、医療費負担のない学用患者として付属病院に入院させる措置を取
るが、その際、市は法外援護として付添人に対して毎月 1 人あたり 4,000 円を支給する。
また、県は、漁民救済のため、漁業不振により収入が減少した世帯に、世帯更生資金制度
による融資を行い、転職を希望する人に対しては就職の斡旋の相談に応じるなどした（水
俣市史編さん委員会，1991:	 824）。	 
	 しかし、こうした対応は地域社会内での差別を引き起こしていく。例えば水俣病患者の
杉本栄子氏は、隔離病棟から母親が家に戻ってきた際、隣人に崖から突き落とされ、「わっ
どま（お前たち）歩
あゆ
ぶな。部落の道ば歩べば困っどが」とののしられた経験を語る（栗原
編，2000：133-136）。入院という措置もまた必ずしも患者から歓迎されていたものではな
かった。石田雄は患者の次のような話を引用している。「重症患者の中で『運良く』学用患
者として無料で熊大病院に入院できた場合どうであったか。『ガクヨーカンジャちことばは
よかばってん、ほんの実験動物……たァだ珍しかばっかのモルモットじゃたっじゃっで。
ほっでおら熊大からも二度逃げたでなあ。つかまって後ろ手に縛られて連れ戻される道み
ち、はがゆかったっじゃろ、医者どんの足ば蹴たくっちがな』と田上義春さんは回想する」
（石田，前掲：46）。	 
	 経済的に困窮した生活状況は入院患者家族にとどまらない。この時期、市役所を訪れ、
医療費のために家計が苦しくなったことや，漁に出られなくなったために家計が苦しくな
ったことを理由に医療扶助を願い出たり、担当の民生委員を通じて生活保護受給の相談を
したりする患者が現れる（水俣病研究会編，1996:352-456）。そこで、市はこうした患者家
庭に対して公的扶助を適用するなどの対策を講じる29。そのため、生活保護の支給額は 1956
年を境に急増していく（表 3）30。	 
	 
	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
29	 その他、水俣市は患者家庭に対して盆・暮の見舞金の支給（1957 年６月、患者家族の生
活困窮に対する更生資金貸し出し（1957 年 12 月）を行っている。	 
30小野（2005）は、1960 年代の半ばの水俣市では、100 人あたり生活保護を受給している人
が 4.9 人ほどで、数にして 2400 人くらいであり、一番多いときで全国の 3 倍程度の数値で
あったことを示しているが、これは水俣病の影響であると同時に、62〜63 年の間に起きた
チッソ水俣工場の労働争議、いわゆる「安賃闘争」とのかかわりも指摘している。	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表３	 漁業世帯保護状況（単位：戸・人・円）（水俣市史編さん委員会，前掲:	 702）	 	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 こうした事態を受けて、1957 年 11 月、水俣市議会奇病対策特別委員会は政府に対して、
「原因も未だ判明せず関係漁民は生活の資なく、罹患者並びに其の家族は絶望の断崖に立
ち其の生活は既に転落の生きにあって絶大なる援護の手を渇望しているのであります」と
述べ、生活保護について次の 3 点が実現されるよう陳情する（水俣病研究会編，前掲:	 
414-415）。	 
１.	 全患者に医療扶助を適用していただきたい。	 
２.	 生活扶助の開始にあたり或る程度の資産があっても之が適用されるようにして貰いた
い。	 
３.	 被保護者に対し奇病を原因として支給される金銭物品は、総て最低生活費算定にあたっ
ては収入とは認めない事にして貰いたい。	 
	 だが、生活保護による救済は必ずしも患者の生活状況を良い方向へと向かわせたわけで
はなく、むしろ悪化させてゆく。第一に、「村の感情ちいうのは、生活保護受けとる人間な、
自分達の仲間に入れんとですもンな。もう、考えになかったですたい、乞食ぐらいに思う
とっとですたい。人間性を全然考えん（田上義晴談）」（岡本，1978:30）とあるように、生
活保護を受給する者に対する排除の意識が地域社会から患者を疎外させていく。「生活が困
窮したので生活保護を受けた。しかし、近所の人から『給料取りになれて良かったね』と
皮肉を言われて傷つき、以降お金の受給は断った」（宮本・松本，2000：681）という事例
もある。第二に、水俣病が引き起こす二次的な被害としての生活破壊を生活保護受給者数
に着目して論じた岡本民夫によれば、1956 年度に 18 例あった生活保護 1968 年度には 4 例
にまで減少していく。その要因の１つとして 1959 年末に締結された見舞金契約で得られた
一時金や年金が、生活保護法の補足性の原理31に基づいて被保護世帯の収入として認定され
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
31	 保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるものを、その
最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる（生活保護法第 4 条第
１項）。	 
世帯実数
人員人数
4
27
6
36
6
36
19
87
18
88
17
73
144
366
214
713 8,434,982計
３４年９月末まで
296,997
311,046
419,355
968,592
2,594,107
2,152,412
1,692,468103 23 71 78
昭和２８
29
30
31
32
33
14 3 10 18
13 2 9 16
16 1 5 6
18 4 12 12
4 1 4 3
6 0 5 5
生活
（世帯数）
住宅
（世帯数）
教育
（世帯数）
医療
（世帯数）
　　　　　区分
　年度 保護金額
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たために生活保護受給資格が廃止されたことを挙げられる。こうした事態について岡本は
次のように述べる。	 
	 
……本来、この「見舞金」は本疾患の治療・回復のための費用に充当されるべき性格のもの
でなくてはならない。にもかかわらず、実際にはそれが公的扶助の内容の絶対的低位性と生
活保護制度の原則上のきびしい制約と欠陥のもとに、被害者の生活費にすりかえられている
というははだしい矛盾がそこに露呈されている。その中で彼らは自助原則にもとづいて自由
な生活を犠牲にされ、生活保護水準ギリギリの生活を余儀なくされ、そこに釘づけされ，固
定化されているのである(岡本，1971：7)。	 
	 
	 1968年3月、患者側は見舞金を収入認定から外すよう県議会に対して請願書を提出する。
また、当時の市長である橋本彦七32は、同年 9 月、つまり国が水俣病に関する公式見解を出
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
32	 橋本彦七は 1950 年、前年に市制施行により町から市になった水俣市の初代市長となり、
その後、54 年、62 年、66 年と計 1950 年から計 4 期務めた。橋本は元チッソ水俣工場長で
あった。これは、チッソが会社ぐるみで支援し当選させた企業城下町水俣の典型例のよう
に思われやすいが、そうではない。橋本はチッソからの支援を受けていない。58 年も橋本
は市長選に立候補しているが、このときはチッソが対立候補として立てた中村止が当選し
ている。橋本は主として、水俣工場の労働者から支持されていた。1946 年、アセトアルデ
ヒド酢酸工程の発明者であった橋本は、朝鮮からの引き上げ組に追い出されるかたちで徳
山工場建設所長に転出させられ、退職していた。その後、橋本は新日窒労働組合によって
担ぎだされ、当選、革新系市長となる。この経緯について石田雄は次のように述べる。「こ
れは朝鮮窒素帰りが工場を支配するようになって、橋本工場長が左遷され徳山ソーダに送
られたりして不遇なのをみて、同じく水俣育ちの幹部や労働者達が橋本を革新として支持
したのだといわれる」（石田，1983：89）。なお、当時の水俣市における「革新系」という
表現には注釈を要する。水俣では市長選挙の際、チッソ水俣工場従業員の組織票が革新票
となる。宇井純は、選挙における対立構造は、革新対保守というよりも、実際には会社対
農村と捉える方が正確であるとしている。農漁村を地盤とする保守系（自民党）は一貫し
て地盤拡張のため町村合併に積極的であったが、革新系（社会党）はこれを阻止しようと
する。「昭和 30 年代前半を通じてはっきりいえることは、最も企業帰属意識を強く持って
いたのは社会党であって、市民にとっては『会社党』とひっくり返した方がぴったりする
政党だった」（宇井，1968：24）。	 
	 橋本市長は、1957 年 8 月、食品衛生法適用のニュースが流れた際、厚生省公衆衛生局長
宛てに「食品衛生法適用は結果的に漁獲禁止を意味するものであり、必然的に補償の問題
と関連する重大な問題でありますが、新聞発表前に、何等の打合わせもいただかなかった
ことは真に遺憾に存ずる次第であります」と、食品衛生法適用により補償問題が起きるこ
とに対して抗議している（宮澤，1997：157）。このように、革新系市長である橋本はチッ
ソに対して敵対的であったわけではなく、むしろチッソを守る側に立っていた。その後、
工場原因説の見方が現れると、橋本は有機水銀を含有する農薬説を唱えている。後藤孝典
は、橋本が、メチル水銀が副生されたアセトアルデヒドから酢酸に至る一連の合成方法の
発明者であったことに注目して、「橋本が有機水銀を含有する農薬を疑ったという事実自身
が、彼の心の奥に秘められていた恐怖――本当は自分が原因をつくってしまったのではな
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す直前、その後の補償交渉を意識して「会社から出される見舞い金が、現行の生活保護法
で収入とみなされる点もぜひ早く改めてもらうよう国に強く要望する」33と発言しているよ
うに、依然として見舞金は収入と認定され生活保護が切られたため、患者の生活改善へ直
接的に結びつくことはなかった34。	 
	 
2.リハビリテーションセンター「湯之児病院」の開院とその顛末	 
2.1.水俣市立病院付属湯之児病院の開院	 
水俣市は、生活扶助や医療扶助の適用という既存の社会保障制度を用いて患者の生活が
これ以上困難にならないよう対応すると同時に、施設面での対策を進めていく。まず、1958
年 12 月に水俣病患者のための仮病棟を水俣市立病院内に建設、患者 11 人を収容する。翌 7
月には専用病棟が完成し、患者 29 名を公費で入院させる。1964 年 4 月には、後に完成する
水俣病患者のためのリハビリテーションセンターに備えて、水俣市立病院に医療ソーシャ
ルワーカーを 1 名採用する。1965 年 3 月には、厚生省の厚生年金保険積立還元融資を使い、
当時注目され始めた身体障害に対するリハビリテーションなどの発想を取り入れた、全国
の自治体としては初となるリハビリテーションセンター「水俣市立病院付属湯之児病院」
（以下、リハビリテーションセンターと表記）を開院した。結果的には水俣病患者専用と
はならず、200 床を有する「関西随一と称する温泉利用のリハビリテーションセンター」（内
田，1967：35）として開院した35。完成当時、熊本日日新聞は「”不自由者”	 夢の殿堂」とい
う見出しで次のように紹介している。	 
	 
市内の水俣病患者は 66 人。うち 23 人が市立病院の水俣病棟に入院、残りは自宅療養を続け
ている。200 ベッドのうち、30 ベッドは同患者のために確保されるが、小児マヒ、中風など
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
いか――」（後藤，1995：48）と推測する．工場の操業を続けることと水俣病の拡大を防ぐ
こと。橋本は前者を選択した。水俣病に対する橋本の一連の姿勢からすると、本章で引用
した発言をそのまま受け取ることはできない。問題チッソ水俣工場の責任をなるべく減ら
し、国にも責任があると言おうとしているようにも読める。もちろん、それはそれで全く
正しいのだが、いずれにせよ、水俣病患者対策に関する橋本の発言とその含意については
さらに精査する必要がある。なお、橋本は政府が水俣病に関する公式見解を発表した直後、
地元選出の園田厚生大臣に陳情するために上京した際、脳血栓で倒れて入院し、回復しな
いまま 4 年後に死亡している。	 
33	 「市が一生面倒みる	 胎児性の患者“コロニー”の計画も	 橋本市長、水俣病で語る」『熊
本日日新聞』(1968 年９月 11 日)。	 
34	 1995 年の政治解決や 2009 年の成立の水俣病特別措置法にもとづく救済においても、一時
金支給を受けた被害者が、受給していた生活保護を打切られた事例が発生している。	 
35	 水俣病患者を別府にある九州大学の温泉研究所で委託治療を受けさせたところ、泥浴に
より水銀の排泄が急激に増すことが証明され、かつ機能訓練の効果も評価されたため、当
時は温泉治療が注目を集めていた。	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神経症状による手足の不自由なものを収容する。敷き地は背後に緑の山を控え、はるかに天
草の島々を望み、不知火海の波が打ち寄せる風光明媚の地。付近には国民宿舎「水天荘」も
近く着工される予定で“健康福祉都市”を目ざす水俣のヘルス地区になる36。	 
	 
	 湯之児病院は、当時水俣病に対して有効と考えられていた温泉治療を行うことを想定し
て、当初 50 床程度のリハビリテーション病院を作る計画であったが、リハビリテーション
医学の進展という背景を受けて、水俣病患者だけでなく、一般患者のリハビリも一緒に行
えるよう、200 床の病院へと拡大し建設された（水俣市史編さん委員会，前掲：	 652）。だ
が、医学的治療に不信感を抱く水俣病患者がこの病院に入院することは容易なことではな
かった。	 
	 
2.2.水俣病の子供をはげます会	 
	 水俣病の実態を明らかにするため、1964 年に 2 回にわたり現地調査を進めていた熊本短
期大学の内田守は、その過程で胎児性患者とその家族の悲惨な生活に遭遇する37。そこで、
65年3月に開設されることになっていたリハビリテーションセンターへの入院を奨めるが、
母親から「こんな寝たきりの子供で、食事は毎度サジで与え、１時間近くもかかり、１日
に何回もオムツを換えねばならず、又言葉がよく出ないので、いろいろの要求も以心伝心
に察知せねばならぬことが多く、到底他人では介護が出来ぬ」（内田，前掲：29）と拒まれ
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
36「完成した水俣市立病院付属湯之児病院リハビリテーション・センター」『熊本日日新聞』
(1965 年３月３日)。なお、「健康福祉都市」という文言についてであるが、これは 1962 年、
水俣市が市政の最高目標として掲げた「健康福祉都市水俣の建設」を意味している。当時，
水俣市は、「市の行政運営においては、市民の健康保持はすなわち産業振興につながるとい
う考えを基調に、全市民が健康で明るく、公園化された環境の中に生活の向上を図り、商
工水産、農林畜産の振興に全力を傾注できる諸条件を確立しようという努力を続けた」（水
俣市史編さん委員会 1991:	 28）。だが、これらの施策において水俣病患者が前面に出ること
はなかった。石田雄はこの時期の市報から次のように述べている。「1963 年（昭和 38 年）
11 月 1 日号には『健康福祉まつり』の記事があるが、『更に全市民の福祉と健康を記念して
盛会に終った』とあり、水俣病には全く言及がない。1964 年（昭和 39 年）8 月 15 日号の
『リハビリセンターの設立にあたって』と題する記事でも水俣病については、わずかに『湯
之児病院の設立動機は水俣病患者のリハビリテイションにあったのですが、たまたま日本
におけるリハビリテイション医学振興の時機と一致し』とあるにすぎない」（石田，1983：
70）。	 	 
37	 このときの調査については内田(1965)で論じられている。論文のタイトルは「水俣病の
社会福祉的観点と公害法問題」であり、水俣病問題を福祉的側面から論じた最初期の研究
であると思われる。内容としては、水俣病の実態を明らかにするために、患者 68 名に対し
て、家族構成や経済状況、職業、年齢分布、症状などについての聞き取りを 1964 年 8 月と
12 月の 2 回行う。結論としては、タイトルにある通り、水俣病患者の苦しみは、日本の公
害対策における立法の不備が原因であると指摘している。なおこの論文は、国立国会図書
館には収蔵されていない。	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る。水俣病の子どもを入院させた場合、完全介護のため付添いは不要となるが、不安な母
親は病院に残る。だが、その際の食費は自弁となる。一方、自宅で介護している場合でも、
病院に連れてくる際には家事の人手が減る。いずれにしても家計を圧迫する状況を目にし、
調査に参加していた学生と熊本短大社会科の社会事業学研究会、そして水俣市立病院が中
心となり、「水俣病にかかった子どもたちを物心両面から励まし、前途に明るい光を与えよ
う」38という目的で「水俣病の子供をはげます会」を組織し、映画会や手芸品の即売会など
を開催し、付添婦の費用をカンパする活動を始める。そしてこの時調査に参加した卒業生
の 2 名が、内田の働きかけによりリハビリテーションセンターの開院と同時に医療ケース
ワーカーとして病院に採用される39。当時、認定患者の窓口が行政上まだ明確にされていな
かったこともあり、家族あるいは自分自身が水俣病ではないかと疑い不安になる人々が、
医療ソーシャルワーカーを頼って病院を訪ねるようになる40。	 
	 だが、こうした活動を宇井純は「無力な一時的善意」であるとして次のように批判する。	 
	 
……昭和 43 年 3 月に活動の中心になっていた学生が卒業するとともに、カンパもとだえ、そ
の始末に市も病院も途方にくれているのが現状である。	 
	 当事者とまわりの人々の善意は疑うべくもないが、もともと大きな矛盾をかかえていた体
制の中で、その矛盾が最もきびしく現れた問題の解決を個人にゆだねるのが無理なことは明
白である。原因と経過そのものにかかわり合おうとしなければ、同情は安心と紙一重のもの
になってしまうことを前に述べた(宇井，1968：167)。	 
	 
	 善意それ自体を否定しているわけではないが、困窮した患者の生活を救済しようと支援
することは一時的なものでしかなく、水俣病問題の根本的な解決ではない。あくまで水俣
病発生の原因責任を明らかにし、補償を実現させ、「水俣病の患者が、ひとりで生きてゆけ
る経済的な基盤をもつに至るまでは、この問題はけっして解決しない」(同上：167)と述べ
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
38	 「水俣病の子らに愛を	 熊短大、水俣市立病院“励ます会”の会員募集」『熊本日日新聞』
(1964 年 8 月 14 日)．	 
39	 水俣市湯之児リハビリテーションセンターには、胎児性水俣病患者のうちすでに市民病
院の本院に入院していた 8 名に加え、新たに在宅患者 10 名が入院する．内田の調査による
と当時の胎児性患者の総数は 20 名であるため、90％が入院したことになる。そのため、こ
の時採用した医療ケースワーカーだけでは足りず、水俣市立病院は、重度の心身障害を有
する患者 1 名に対して看護婦 1 人が必要であるので、実情に沿った付添看護婦が配置でき
るよう特別な財源措置の要望を行っている。	 
40	 医療ソーシャルワーカーは、これに対し必要な資料を整え審査会に提供する役割を担っ
たが、これは、認定業務が県職員に移行する 1975 年頃まで続くことになる（岡本・光永，
1980：306-307）。	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る。	 
	 リハビリテーションセンターは、結果的に、患者利用率の低さという問題を抱えること
になる。開院当初、「全国初」、「超デラックス」、「ホテルのような」と形容され、水俣病患
者の治療のためだけでなく、当時の水俣市の目標であった「健康福祉都市」の目玉として
も期待され、「斯く水俣病を救うため湯之児病院が出来て、他の原因による多くの病院に福
祉をもたらしたことは、後に述べるように熊本地区の公害法制定促進と共に、水俣病の 2
つの大きな功績と云えよう」（内田，1965：25）と期待されていた。だが、岡本は、リハビ
リテーションセンターが開設したことにより名目上は無料の医療サービスを受けることが
できるようになったと一応の評価をしながらも、水俣病という疾患の特異性のため医療機
関の体制や機能に限界があり、患者の院内適応を困難にしていることを問題点として挙げ
ている。これを解決するために要請された付添婦については、患者と医療機関の関係を稀
薄にする要因となったため、結果として多くの患者は入院による医療の機会を完全には保
障されず、実質的には回復のチャンスが剥奪され、自宅療養を余儀なくされたと指摘する。
企業城下町という地域的に特殊な要因なども挙げながら、「重篤な後遺症を残す被害者が、
自らの回復のために最も基本的で重要な医療の機会やリハビリテーションの機会が十全な
型態で保障されていない事態からも、彼らは不当な取扱いを受けていると云わざるを得な
いし、それはまさに人権の侵害と人権意識の喪失態を同時にもたらしている事実であると
云わざるを得ない」（岡本，前掲:	 10）と結論づける。宇井もまた、リハビリテーションセ
ンターの結果的な利用率の低さに関して、「市のただ一つの悩みは、在宅患者がいろいろな
家庭の事情で、入院したがらず、水俣病の入院患者がわずか十数名で、水俣病のための病
院が名目だけという点にある」（宇井，前掲：164）と記している。	 
	 「入院したがらず」と言うものの、しかし、宇井（1968）は、在宅患者がそれでは自宅
でどのような状況にあり、なぜ希望しなかったのかまでは明らかにしていない。この点に
関して、認定患者の家庭訪問が県の単独事業に位置づけられる 1972 年より前に、自由裁量
で活動していた保健師に対する聞き取り調査を行った川田由美は、当時も、そして現在も
未解明な部分が多い水俣病発生当時の自宅療養患者の状況の一端を明らかにしている。保
健師の発言を逐語録にしている中で「言えなかった」という表現が多かったことに着目し
た川田は、なぜ在宅患者の状況が明るみに出なかったかを 2 つの理由から説明している。
第一に、既に指摘しているように、見舞金あるいは補償金を受けとることで地域社会から
受ける差別や偏見の問題がある。ゆえに患者は水俣病を隠す。そのため保健師は「『水俣病
とは一切言わんで、乳幼児訪問のような態度で行っていた』というように訪問の目的を直
接言えず，相手の反応を見極めながら関わりを開始していた」（川田，2014：327）。第二に、
一住民としての立場、そして行政保健師という立場を挙げる。行政保健師に対する患者側
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の「なんしに来たか、あんたたちが来てもなんもしてくれんじゃなかか」という態度の前
で難しい立ち位置に置かれる。そして、保健師自身が企業城下町水俣で暮らす市民であっ
たため、チッソの恩恵を受けて生活しながら水俣病患者に関わる活動することの難しさを
抱えていた。また、行政に属する者としての縛りを受け、実際に活動の制限も受けていた
（大澤ほか，2008）。	 
	 「保健師自身が専門家と生活者の立ち位置を往来しながら『言いづらさ』を抱えていた
といえる」（川田，前掲：327-328）という、語ることのできない状況に置かれていた当時
の保健師の状況は、なぜ、在宅患者が入院したがらなかったのかについての考察が掘り下
げられることがなかったのかを考える際の示唆に富む指摘となっている。水俣現地を詳し
く調査した宇井の眼からも、在宅患者は不可視の存在であった。	 
	 
3.貧困問題から公害問題へ	 
	 この時期の水俣病患者対策を概観すると見えてくるように、食品衛生法第４条第 2 項の
適用ができない以上、県や市が対策として取ることができたのは、一家の働き手の発病に
よる収入低下に苦しむ患者家族がさらなる貧困に陥るのをいかにして防ぎ、そして医療の
機会を得られないあるいは拒む患者に対していかにしてその機会を提供していくのかとい
う点にあった。だが、公費による入院や生活保護は、その対象となることで地域社会での
疎外や差別に繋がり、見舞金契約締結以降は、見舞金が収入認定されるため同時に生活保
護を受けることはできなくなる。また、治療の面では、リハビリテーションセンターが開
院当時は大きな期待を集めた。「水俣病の子供をはげます会」は胎児性患者が、この病院で
リハビリテーションを受けられるようカンパをするが、宇井純が批判したように、そうし
た支援活動は本質的な問題解決には繋がらなかった。また、結果的にもリハビリテーショ
ンセンターは、一般患者の利用の方が多くなっていく。市の対策やそれを支援する運動が
限界を抱えていたのは、いずれも水俣病が公害として公式に認められなかったことに由来
する。飯島伸子は、「わが国においては、公害は貧困に重なりがちである」（飯島，1970：
44）と指摘しているように、当時、水俣病問題は、その対策においても貧困問題と重なっ
ていた。より正確に言うなら、行政には経済的に困窮する水俣病患者とその家族を貧困対
策として支援するということまでしかできなかった。	 
	 さて、1968 年 9 月、政府が水俣病を公害とする公式見解を出す直前、当時の市長橋本彦
七は、次のように語っている。	 
	 
胎児性の患者は、市が一生めんどうをみたい。そのために「コロニー」か「ナース・ホーム」
のような特別の施設をつくり、付き添い婦を増やして、十分世話が行き届くようにしたいと
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思う。維持費、施設費を国でやってほしい。それにリハビリ内に特別学級をつくる計画を進
めているが、さらにりっぱなものにするため、国の援助を求める。（中略）従来の患者対策は
医療面が主で、福祉対策が進んでいないことを反省、特別の職業訓練所などをつくって社会
復帰の一助にしたい。	 
	 
	 政府による公式見解以降、補償に関するチッソと患者側の交渉や新たな救済策が進めら
れていくであろうことを念頭に置きながら、橋本市長は、今後は、コロニーなどの障害者
向けの福祉施設の整備を進めていくこと、医療中心の現行の患者対策は医療に加えて職業
訓練所を設けて社会復帰を促していくこと必要であると述べる。こうした市長の発言から
推測すると、水俣病が公式に公害として扱われるようになる頃の福祉的な対策とは、重度
の胎児患者らに対してはコロニーを建設してそこで生涯にわたり暮らしていけるようにす
ることを意味し、その他の患者については職業訓練所を開設し社会復帰を促していくこと
意味していた41。それは、宇井純が問題の解決のために必要なこととして指摘したように、
生涯にわたり生活できる施設、あるいは仕事に就くことで経済的に自活することを補償体
系に組み込むことであった。だが、1973 年 3 月、水俣病第一次訴訟は原告側の勝訴に終わ
り、チッソは 9 億 3730 万円の損害賠償を支払うと同時に、水俣市は水俣病問題の対策から
徐々に見えなくなっていく。水俣市は次のように述べている。	 
	 
	 この賠償金受領によって生活保護廃止措置がなされたこともあって、48 年度保護受給世帯
は月平均 767、人員 1,524 人、保護率 40.0 となった。なお、48 年度中損害賠償金受領によっ
て保護廃止となった世帯は 64 世帯であった。	 
	 49 年度は前年度に引続き水俣病損害賠償金受領によって保護廃止措置がなされたことな
どから、保護世帯数月平均 692、前年度に比べて 75 世帯の減、人員にして 1,286 人、前年比
238 人の減となり、保護率も 35.4 と前年比 4.6 の大幅な減少となった（水俣市史編さん委員
会，前掲：707-708）。	 
	 	 
	 見舞金が補償金に変わってもそれは収入認定され、補償金支払い対象者が増えるにつれ、
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
41	 1965 年、社会開発懇談会は、①心身障害者は近時其の数を増加しており、障害者の多く
は貧困そうに属しているのでリハビリテーションを早期に行って社会復帰を促進せよ、②
社会で暮らす事の難しい精薄などについてはコロニーに隔離せよ、という趣旨の答申を行
った。これを受けて 1971 年に、国立高崎コローが作られ、これをモデルにして全国に大規
模な障害者の収容施設が建設されていく。1972 年には経済審議会が新経済５ヶ年計画の中
で「重度心身障害者全員の施設収容」を謳う。橋本市長のコロニー発言は、こうした障害
者福祉政策の文脈上にもある。	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生活保護受給世帯は減少を続けた。これと歩調を合わせるように水俣市は対策の主体から
退いていく。だが、それは同時に、水俣病問題が公害問題とへ移り変わっていくことでも
あった。このように水俣病対策に占める水俣市の位置は縮小していく中、以下、市の 2 つ
の対策を確認しておく。	 
	 1969 年 12 月、「公害に係る健康被害の救済に関する特別措置法」（以降、救済法と表記す
る）が成立する。この法律の制定に際して、重症で自宅療養している患者に対しては介護
料がつかないことから、水俣市は厚生省と折衝し、法の運用によって在宅患者に対しても
介護料を給付するとの確約を得る42。	 
	 また、1969 年 4 月、湯之児病院に入院していた重度の胎児性水俣病患者らがリハビリを
受けながら学習する場として、病院の一室に水俣市立第一小学校の分校が開設される43。
1972 年 12 月には水俣病患者対策のための施設「明水園」を建設する。40 床の重度心身障
害児者収容施設と 50 床の重度心身障害児者授産施設を併せ持つ複合施設であり、認定患者
を対象としていた。建設にあたってはまず水俣市は、前述の橋本市長の発言にもある通り、
国に対して水俣病患者救済のための対策として国立コロニーの建設を陳情した。しかしそ
れが聞き入れられなかったため、市がコロニーに準ずる施設として重度心身障害児者収容
施設・授産施設を開設、運営は社会福祉法人水俣市社会福祉事業団で，独立採算制をたて
まえとした44。水俣病が公害病となりその補償のあり方が議論されるようになるにつれ、障
害者福祉の文脈で行う患者対策も現れてくる。	 
	 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
42	 救済法では、医療手当月額 4,000 円、介護手当て（ただし看護人を雇った場合）9,000
人をそれぞれ給付するとしたが、重症患者で家族が面倒を見る場合、介護料がつかないこ
とになっており、これに対して患者側は方の不備を指摘していた（『熊本日日新聞』「在宅
患者にも介護料	 水俣病	 厚生省、給付を確約」1969 年 12 月 6 日）。	 
43	 熊本日日新聞「入院児に学校の贈りもの」（1969 年 4 月 3 日）。合わせて、このころから、
未就学児童である水俣病患者のための訪問教育が実施され、専任教員 2 名が定期的に家庭
を巡回するようになる。	 
44開園当初実際に活用されたのは収容施設だけで授産施設を利用する人は皆無であったた
め、授産施設の一部は収容施設に転用された。	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第４章	 	 未認定問題のかげで（1968〜2004）	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 第４章では、政府により水俣病が公害として公式に確認された 1968 年から、チッソ水俣
病関西訴訟最高裁判決が出されるまでを取り上げる。1973 年の第一次訴訟勝訴判決、そし
てその後の交渉により補償協定が締結され問題解決の道筋が作られるが、同時に認定基準
の厳格化と未認定患者の増大が大きな問題となっていく。まずは、水俣病問題では直接的
に関係することはなくなったが、その後の議論との関連から公健法の問題について指摘す
る（第１節）。次に、認定補償の問題のかげで見えなくなった在宅介護の問題（第２節）、
働くことをめぐる問題（第３・４節）を支援者の活動から描き出す。そして最後に、この
時期、行政の側が患者の福祉対策をどのように位置づけていたのかを明らかにする。	 
	 
1.水俣病問題と福祉的対策	 
1.1.	 公健法の成立と保健福祉事業	 
	 補償協定成立以降、水俣病被害補償とは直接には関係なくなったが、まず、後の議論と
の関連から「公害健康被害補償法」の問題について言及する。	 
	 公害を起こした原因企業と争う間、原因者から損害賠償を得る間の応急措置を目的とし
て医療費や医療・介護手当ての支給を行うことを目的とした「民事責任とは切り離された
社会保障的な性格を有する医療救済制度」（小島，1996：5）である「公害に係る健康被害
の救済に関する特別措置法」（以下、救済法と表記）に代わり、1974 年、「公害健康被害補
償法」（以下、公健法と表記する）45が成立する。公健法では、公害による健康被害にかか
わる損害を補填するための補償を行うとともに、被害者の福祉に必要な事業を行うことに
よって、健康被害にかかわる被害者の迅速かつ公正な保護を図ることが目的とされ、救済
法に比べて損害賠償の性格が強くなった。中でも保健福祉事業は公健法の目玉の１つとさ
れ、疾病の診断や検査に関する施設、リハビリテーション施設の設置運営、健康被害の予
防、患者の福祉増進などを推進していくことが挙げられていた。しかし、環境庁(当時)が
保健福祉事業の内容を限定していたことや、十分なリハビリテーションを提供できる病院
が少なかったことなどから実際に事業は行われず、結果として、制度の重点は損害賠償に
置かれた（淡路，1975:177-192）。また原田正純は、補償法において等級外という医療費と
医療手当てのみ支給される枠が設けられたことについて次のように述べる。	 
	 
	 救済法から補償法への転換は応急的、社会保障的なものから賠償的性格をもたせることで
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
45	 1987 年に「公害健康被害の補償等に関する法律」と名称が変更された。	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あったにもかかわらず、等級外認定をつくり、社会保障的なものにすり換えた。“せめて医療
費だけでも”という患者の切実な願いを逆手にとって社会保障や法の名において（法の主旨
さえ変えて）、被害者を切り捨てていることになる（原田，1986：225）。	 
	 
	 福祉対策を目玉としておきながらもその実際はあまりに貧弱であり、かつその福祉の名
の下に被害者切り捨てを行っているとして公健法を批判する。すでに述べたように、水俣
病患者は公健法にもとづく認定を受けても補償協定を選択するため実質的には関係のない
制度となっていた46。だが、ある一定の基準の外に置かれた被害者に対して医療費や医療手
当などを支払うという「社会保障や福祉の名において被害者を切り捨てる仕組み」は、水
俣病問題において、1990 年以降現れてくることになる。以降、こうした被害者切り捨てを
目的として行われる対策を、他の福祉的対策と分ける意味で「福祉」と表記する。	 
	 
1.2.水俣病被害補償と福祉	 
	 水俣病被害者に対する補償の文脈では、1970 年代前半という初期の段階で福祉という表
現が登場している。	 
	 1973 年、原告の勝訴で終わった水俣病第一次訴訟判決直後の 5 月に現地を訪れた三木武
夫環境庁長官（当時）は、水俣に国際的な治療研究センターを建設することを約束、この
発言を受けて、環境庁の委嘱を受けた「水俣病治療研究センター（仮称）設立準備懇談会」
は、「水俣病治療研究センター（仮称）の設置にあたっての基本的な考え方」と題する審議
結果を庁官に報告する。その中で、水俣病のような事件が繰り返されないための予防の問
題、患者に対する医療の問題、そして福祉の問題など多くの解決すべき課題が残されてい
ると指摘する。そして、「当面の課題についての対処」という項目では、「患者の医療福祉
面での相談などにあたれるような窓口、リハビリテーションにおける在宅患者のためのい
わゆるデイケアー（昼間通所訓練）の機能、必要に応じて患者のための専用病床の確保な
どを含めて、水俣病患者に対する医療および福祉サービスの向上方策について検討するこ
とが必要である」と提言する（西村，1975：26-27）。また、第一次訴訟判決後の東京交渉
団とチッソとの交渉の末、7 月に締結された補償協定では、前文の７において「チッソ株式
会社は、水俣病患者の治療及び訓練、社会復帰、職業あっせん、その他の患者、家族の福
祉の増進について実情に即した具体的方策を誠意をもって早急に講ずる」と記された。こ
のように、1970 年代に入ると、水俣病問題における加害責任と補償のあり方をめぐる文脈
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
46公健法に関連する動きとしては、熊本県が、1975 年より水俣病被害認定者保健福祉事業と
して、認定患者への特殊寝台の貸与、家庭における療育の指導、保健師の巡回訪問を開始
したことが挙げられる。	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において、福祉という表現が登場してくる。	 
	 この時期、福祉的対策においては主として想定されていたのは高齢化する患者であった。
岡本民夫と光永輝雄は、1968 年 9 月の段階では、認定患者の中で 30 歳未満が 68.1%（患者
数 69）と最も多かったのが、1977 年 10 月には 60 歳以上 53.7%(患者数 832)を占め、30 歳
未満は 6.3%に激減していることから、「水俣病患者は老人福祉の分野に移行していることが
伺える」（岡本・光永，前掲：368）と指摘している。認定患者の増大に比例してそこに占
める高齢患者の割合は増していった。だが、認定申請者が急増したことによって補償問題
や認定基準の見直しが主要課題となる中で、効果的な福祉対策がとられることはなかった。
後述するように、実質的にその役割を担ったのは支援者や被害者自身の活動であった。	 
	 
2.水俣診療所の活動と在宅看護	 
水俣病第一次訴訟後、全日本民主医療機関連合会（以下、民医連と表記する）の医師や
弁護士が中心となり、水俣病の治療と働く人々の生命を守ることを目的とした診療所を目
指してカンパ活動を行う。これに対して、第一次訴訟原告が補償金の一部を持ち寄り、74
年 1 月、常勤医師 1 名、看護婦 4 名、事務員 3 名による無床診療所「水俣診療所」が開設
された（藤野・板井，1982:10）。診療所開設時に婦長として勤めた上野恵子は、水俣病患
者が医療に対する不信感や諦めといった理由から障害を持ちながらもリハビリを受けるこ
となく、寝たきりに近い状況で生活している現実に直面し、診療所の空き時間を利用して
訪問看護を開始、自宅でのリハビリテーションと家族に対する支援を行う。当時、訪問看
護は保健診療上制度化されておらず、無報酬の取り組みとして始められた。1976 年になる
と訪問看護の専任が決定し、診療所の取り組みとして定着していく。ケースワーカーも配
置し、福祉・生活指導相談にもあたるようになる（上野，1998；上野・宮崎，2003）。一方、
水俣診療所は、開設後は 30 人ほどであった外来患者が 77 年には 150 人に達するようにな
り、重症患者やその家族から入院設備の要望が高まったことを受けて 78 年 3 月に水俣協立
病院が設立される。訪問看護は病院になった後も継続されるが無報酬の試みであったこと
も影響し、その後弱体化していく。そこで 79 年に外来看護婦、病棟看護婦、ケースワーカ
ー、事務員からなる訪問委員会を結成することでシステム化し、病院内で連携する体制の
構築を進めていく。これは 1986 年、医師、メディカルソーシャルワーカー、作業療法士な
どを加えた「在宅医療委員会」へと発展させ、病院全体としての在宅ケアの質の向上を目
指していく（上野・井本，	 1988）。	 
「水俣病の患者さんの家族、地域の実態を知れば知るほど、訪問看護や在宅ケアには地
域全体のケアレベルの向上が不可欠なことを痛感させられ、それにはまず地域の保健・医
療・福祉関係者が交流し合うことが必要」（上野，前掲：23）と考えた上野は、水俣市およ
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び近隣の 2 市 4 町の保健・医療・福祉関係者からなる「在宅ケア研究会」（後に、「水俣在
宅ケア研究会」に改称）を 1987 年に発足させる。尾崎寛直は「水俣在宅ケア研究会」が地
域社会にもたらした効果として、水俣市を中心とした地域に広範囲で医療・保健・福祉に
携わる専門職のネットワークが構築されたことを挙げる。「水俣病患者に対しては現存制度
においても医療以外の福祉的なサポートが充実しているわけではない。むしろ、既存の地
域福祉のネットワークの中にうまく入りきれず、潜在している水俣病患者は多数いると思
われる」（尾崎，2006：108）と指摘している。	 
1999 年 5 月と 7 月に生存認定患者 917 名に対する「健康状態に関する調査」、「生活実態
に関する調査」を行った牛島他（2003）によると、「現在あるいは将来介護が必要になった
ときに介護してくれる者がいるか」との質問に 66.6％が「いる」、18.4%が「いない」と答
えた。介護の方法については 48.4%が在宅を希望し、次に「明水園入居」(17.3%)、「病院に
入院」(13.6%)と続いた。保健・福祉サービスの利用状況に関しては、12 の項目に対して平
均回答率は 52.1±7.4%であった。回答があった者のうち「利用したことがある」、または「利
用中」との回答は 7.6±5.1%と低率であったが、利用意向については 50.5±10.5%が「今後
利用したい」と回答した。その内訳は「在宅介護支援センター」(68.2%)、「訪問看護サー
ビス」(61.0%)、、「明水園」(52.8%)が高く、「もやい直しセンター」(36.5%)「国立水俣病
総合研究センター」(32.2%)が低い。在宅介護を希望する人が多いという結果を示すように、
水俣協立病院の訪問介護実績は、2003 年の時点で訪問件数約 100 件、延べ 500 人に達し、
水俣市内の訪問看護対象疾患者の約 7 割を占めるに至った（尾崎，前掲：129）。	 
	 
3.仕事ば、よこせ！	 
話は再び 1970 年代に戻るが、1973 年 3 月に第一次訴訟の判決が出された後、胎児性・小
児性水俣病患者らによって結成された若い患者の集まりが「“万歳”いうな!!	 闘いは今か
ら始まる」という文書を発表している。	 
	 
	 なんで、なんでこげんからだになってしもうたか、じぶんでじぶんがこわくなってきて、
なにがなんだか、わからなくなってしもうた。さいばんおわってこれでなんもかんもおわ
っとじゃろか？みなまたでは、なんていうか。いつもダメじゃったよ。ともだち、しごと
も、とうとうできんかった。よめさんだったっちゃ、ほんと、みつかるか、わからん。	 
	 だれかばまっとっても、だれひとりきてくれんじゃった。	 
	 おやは、かんじんどんと、いっちょん、かわらんくろうばして、おれたちば、そだてて
きた。いまどげんおやこうこうば、けしなっとやろ、おやがしんでしもうたら、こじきも
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やれんこんからだで……（田尻，2009：32）47。	 
	 
	 第一次訴訟判決に勝訴し補償協定も結ばれたことにより、チッソの加害責任の確定と補
償救済への道が開かれる。国はこれにより認定患者への補償問題は解決したという立場を
取る（小島，前掲）。しかし、加害者が明確になり補償金を得たからといって問題が解決す
るわけではない。日常生活、人間関係、結婚、将来のことなど、すでに認定されていた患
者たちは裁判闘争の後に訪れるさまざまな不安にあった。だが、上述したように、当時、
水俣病患者の増大とともにその高齢化が進み、水俣病問題における福祉対策とは「老人福
祉」を主として指すようになる。当時、医師の白木博次は相対的に少なくなった比較的若
い胎児性水俣病患者の対応が、マンモス化する治療医学によって貧困化していくこと危惧
しているが（白木，1975）、これと同じように日常生活の課題においても若い世代の患者が
直面する問題が水俣病問題の補償の中で論じられることはなく、障害を持ちながら地域で
生きていくことをどのように支援するのかという課題はかげに隠れてしまっていた。	 
	 
3.1.働くことを求めて―「若い患者の会」の活動をめぐって―	 
そうした中、「患者・家族の拠り所」を作りたいという機運が生まれてくる。これは、1972
年 6 月にストックホルムで開催された第１回国連人間環境会議の際、参加した患者が読み
上げた「水俣アピール」の中で、「水俣病センター」として設立を呼びかけたことから始ま
る、これを受けて、同年 10 月には「水俣病センター（仮称）を作るために」が発表され、
以下４つの機能、役割を持つ施設として構想される48。	 
①	 患者の拠り所となり、闘いの根拠地ともなる。そして「もうひとつのこの世」を作る場
として	 
②	 潜在患者を発掘し、患者の側に立った医療機関の設立を目指す	 
③	 水俣病資料センターの機能を持つ	 
④	 若い患者のための共同作業所を作る。	 
	 
1973 年 9 月には、財団法人水俣病センターの設立委員会が開催され、正式名称が「相思
社」と決定、全国から集められたカンパによって翌 4 月に水俣病センターが完成する。と
りわけ④にも挙げられている胎児性患者の働くことをめぐる問題は、職業訓練所として 60
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
47田尻（2009）ではこの文書の出典が記載されていなかったので、ここでは田尻の記述をそ
のまま引用している。	 
48	 相思社ホームページ「沿革	 相思社の設立」を参照した（http://www.soshisha.org/jp/	 
about_soshisha/history、最終確認日 2014 年 10 月 11 日）。	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年代の終わりに水俣市がその構想を語っていながら手つかずの状態であった。対策が取ら
れていなかったということではなく、重度心身障害児（者）収容施設である明水園のもう
１つの機能である重度身体障害者授産施設は、「毛布編み、テフト
マ マ
印刷、のりミス編みなど
を試みたのであるが、それらはすべて水俣病患者の症状や生活要求に合致せず、ことごと
く失敗に帰し」、その定員 50 名が埋まることはなかった49。また一時、水俣市とチッソが合
弁で「福祉工場を作り、サフラン栽培とマウス飼育を始めたが、患者のものとはならず、
５人しか集まらなくて、社会福祉法人にもならなかった」（西村，前掲：34）。胎児性患者
が水俣病を抱えながら日常生活をどのように生きていくかという課題は、正面から取り上
げられることはなかった。	 
そこで相思社は、殖産部門としてキノコ工場を 10 月から始め、胎児性患者と共同運営を
行い、一人ひとりが自活して生きていく道を模索していく50。そうした活動の中に若い患者
の会「若衆宿」の活動がある51。	 
その中心人物の一人である岩元清市は「闘いは我らの力で！」と題するビラの中で次の
ように述べている。	 
	 
……補償金をもらった段階でチッソは水俣病は終ったとしていなおりを続けています。しか
し、現在、水俣を中心とする患者多発地区では、数多くの成年患者が各派の組織の下に孤立
しています。水俣病患者がこのように分裂した状態こそチッソが一番都合がよくほくそえん
でいるでしょう。（中略）私たちの手で 34 年の互助会以来の全水俣病患者統一組織を建設し
なければなりません。これは私たち「水俣若者会」の歴史的任務です（吉田，1987：177）。	 
	 
このように、胎児性患者は日々集まり、補償金を支払ったことで水俣病は終わったとす
るチッソに対し行動を起こそうと計画を練る。そうした場で、胎児性患者たちが、日々「自
分たちにできる仕事があればいいなと思う」、「仕事をした方がいいんじゃないかと。ぼく
は一晩中考えてもですね、こんな病気になったからにはチッソに要求するほかないと思う
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
49	 吉田司は『下下戦記』の中で、当時の明水園の様子を次のように記述している。「明水園
は水俣病闘争の盛り上がりに窮地に陥ったチッソと市が地元対策として打ち出した目玉商
品であったが、収容以外にたいした治療も行なえず患者の不評を買い、ベッド数の半分が
がら空きといった有り様で、リハビリ病院で訓練を受けていた十人程度の胎児性を明水園
に移動収容した他は、家族からはじき出された爺ちゃん婆ちゃんが送り込まれ、『姨捨て山』
と陰口をたたかれていた」（吉田，1987：171）。	 
50	 キノコ工場の試みは 1981 年間で続いた。工場の建物は、現在、水俣病考証館として使わ
れている。	 
51	 「若衆宿」の結成の経緯については、吉田司『下下戦記』（1987、白水社）第 1 部 4「若
衆宿」を参照されたい。	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んですよ」と語りあっていたことから伺えるように52、とりわけ仕事をするということが大
きな課題であった。	 
	 77 年 1 月、「若い患者の集まり」の約 10 人が、チッソ水俣工場本部に対して仕事を求め
て行動を起こす。「仕事ば、よこせ！人間として生きる道ば、つくれ！」と題されたビラに
は次のように書かれている。	 
	 
	 働けないのに生きてゆかなくちゃなんないつらさは、働いて仕事してゆくときのくるしみ
より、ずっとくるしいんだよ。はたらけないことがよけい病気をわるくしてしまうんだ。そ
れはじぶんでもようわかっとるばってん、今、おれどこで働けばいいの？金もらって幸せだ
といってもらいたくないよ。遊そどって暮しとって良かねえち、言ってもらいたくないよ。
水俣病ば治せて会社に要求してもかいがないから、しかたなしに金もらったんじゃないか、
しかたなしに……。世の中すべて金じゃないよ。金で人間の命、買えるわけないじゃないか。
間違ってるよ、会社は。金よか、身体が欲しい。元気な身体が、ピンピンした身体がね。人
の一生ば金ですまそうおもとっとかあ、会社は？狂ってるよ、会社は。気違いだよ。	 
	 	 人から冷たい目でみられるのは、もうイヤだよ。耐えられないよ。好きで水俣病になった
わけじゃないんだ、おれたちは。隠れようておもても、かくれようがないんだ、おれたちは。
仕事さえしていたら、なんて言われたって仕事してるんだ、一人前なんだって言える。仕事
ばみつけろ！このまんま、なあんもせんで死んで終わるのはイヤだあ。仕事ばよこせえ、会
社は！おもいっきり仕事ばして嫁さんもろて子供ばそだててゆくことが人間。人間としての
道が踏めんじゃないかあ、おれたちは。	 
（中略）	 
	 夜の来っとがイヤ、昼の来っとがイヤ、明日の来っとがまたイヤち泣いとる若い衆のどし
こおるか会社は知っとるかあ。全部悪かこつは会社から出とるじゃないか。おまえらの水銀
たれながしで、日本中の、世界中のち、大騒動じゃが。責任ばとれえ！仕事ばよこせ！仕事
ばよこせええ！！おれたちの人間として生きてゆく道ば創れえ！いいか、チッソ、人殺しの
責任とおれたちの生きとっても殺されとる「人間」ちゅうもんば、改めてのし
・ ・
ばつけて返し
てもらおうわい！！	 
	 	 
	 若い患者の会は環境庁長官に対しても仕事の斡旋を要求する。こうした患者の訴えが実
際に実現することはなかったが、当時、補償金を得た後の生活の課題は、胎児性患者にと
って解決されていない、深刻な問題として受け止められていた。水俣病発生直後、乳幼児
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
52『埋もれた報告』（NHK、1976 年 12 月 18 日放送）に登場した胎児性患者の言葉より引用。	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であった胎児性患者らは 70 年代中頃には 20 歳代になる。そこでは 10 代の頃のような医療
や教育の機会よりも、働く機会が求められていた。とはいえ、この時、胎児性患者がどの
ような仕事をしたいと望んでいたのかは患者自身明確であったわけではない。上記ビラに
名を連ねている坂口寛太郎は「会社に仕事よこせ仕事よこせて言うとるばってん、本当に
どうゆう仕事が自分たちに向いてんのか、わからんわけよ、自分でも」と言い、続けて次
のように語る。	 
	 
	 	 ただね、このまんまブラァブラァしおったら、人間がダメになってゆくって事だけははっ
きりしとるわけよ。変な事しか考えん。自分が全く役に立たん人間にしか思えなくなって、
自殺でもしようかなて、そげん事
こつ
しか考えん。好きな人が居っても、自分から口に出して『好
きッ』ち言えん、患者だから。患者は何もできんち頭あるからさ。そこ、働けば、そこ突き
抜けらるっとじゃなかっかて。（中略）だからもう働ければ、仕事は何でン良かわけよ。それ
なければ、女の子ば『好きだよ』て言いならんと（笑）……（吉田，前掲：333-334）。	 
	 
	 胎児性患者にとって、働くこと、そしてそれによって賃金を得ることとは、障害ゆえに
就業することが困難な者に対して就労や技能習得のための機会を提供することでは満たさ
れない、すなわち授産という言葉には収まらない、一人前の人間として，世間に通用する
人間になりたいという強い想いがあった。すでに補償金を得ていたことも影響して、その
想いはとても強かった。	 
	 その後、若い患者の会は、土本典昭によるドキュメンタリー映画『わが街わが青春――
石川さゆり水俣熱唱』で描き出されているように、「石川さゆりオンステージ」を水俣市文
化会館で開催すべく、イベントの告知やチケットの販売等を行ったり53、相思社を拠点にし
て患者の聞き取りや農業の手伝いなどを行う水俣実践学校を発展させた水俣生活学校（82
〜92 年）や紙漉きを行う「浮浪雲工房」（84 年〜）などに参加したりしながら、働いて生
きていくことのあり方を模索していく。	 
	 
3.2.「奇病御殿」と親亡き後の不安	 
このように 70 年代には、とりわけ胎児性患者の働く場が大きな課題として残されていた
が、同時に、「おやがしんでしもうたら、こじきもやれんこんからだで」という将来の生活
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
53	 このドキュメンタリーが、当時の胎児性患者が直面する働くことの問題を正面から取り
上げている唯一の作品であると思われるが、しかし、タイトルにもある通り、これが「青
春」という表現で切り取られているところに、働くことの問題が、支援者においても補償
とは切り離されて捉えられていたことを端的に表しているようにも思える。	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に対する不安についても具体的な対策がとられることはなく、患者自らが対処していくこ
とになる。	 
関西水俣病問題研究会（代表：宮本憲一大阪市立大学教授）の一員として水俣を訪問し、
その後住宅の問題に絞って調査を行った西村一朗は、このとき、患者家族の生活空間に見
られる困難の特徴として次の 3 点を挙げている。	 
① 普通の身体障害者の場合は、一家族に単数の障害者の場合が多いが、水俣においては
一家族に複数の患者を抱えている。	 
② 患者による患者の看護をせざるを得ない家族が多い。このような家族では、年老いた
患者が胎児性水俣病の孫や子どもを看護したり、軽症の患者が重症の患者を看護した
りせざるを得ない。	 
③ 患者の成長、世代交代など進行性の影響がある。	 
	 とりわけ第 3 点目について、「一方での胎児性・小児性患者の成長、高齢化に伴う体力増
強、他方での祖父母、父母の老齢化、世代交代による看護人の能力低下、不在化は、単に
個人的な生活困難の問題ではなく、社会的な家族問題としても将来重大な問題となること
が予想される」（西村，1977：51）と指摘している。	 
建築計画を専門とする西村は、医療的な補償に関してはある程度進んできているが、生
活空間上の対策がなされず、そのために補償金を用いて患者が自主的に住宅改善を行った
り、新築を立てたりするいわゆる「奇病御殿」の建築ラッシュを問題視する。	 
	 
	 「あんた、行って見てきたかった？まだならば、後々までの語り草、一遍どま行って
見て来
こ
んば。太かも太か。あれが、本当の『奇病御殿』ばい。熊本からこっち、あげん
太か家ちゃなかっばい。太かも太か。二千五百万円かかったっち。二階建ての、三階建
てのち。夕方なれば、屋上さ登って、親子総出で望遠鏡で湯堂の部落ば見下ろして暮ら
さっとばい。百万円もする電燈ばつけなはって、ガラスだか宝石だかキラキラいっぺえ
付いとっとの。どげんもこげんも綺麗
き れ
かっばつけとらすばい。シャ、シャンデリアちゅ
うとか（笑）、そげんとば」（吉田，前掲：80-81）。	 
	 
	 このように市民からは差別的な眼で見られていた補償金を用いた「奇病御殿」であるが、
しかし、西村は次の胎児性患者の父親の言葉に注目している。	 
	 
	 この子供のゆく末長い生活を考えると、社会的看護に期待が持てない限り、自分達両
親のなきあとは親せきか誰かにこの子を託さざるをえず、そのため、せめて住宅でも良
くしておこうと思った（西村，前掲：51）。	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長年の住宅困難を少しでもやわらげるため、そして将来のことを考えてやむにやまれず
行ったことであると理解を示すものの、やはりそれは無理で不十分な住宅新築・改築であ
り、そして補償金の無駄遣いであると指摘し、これにより発生する問題として、	 
① 補償金頼みの個人的な解決となることで、個人間の住宅づくり競争になる恐れがある。	 
② 患者と市民との間の対立感情を助長する。	 
③ 患者と市民が一致して行うべき、チッソや行政に対する生活の補償や、汚染された環
境の回復など責任追及がにぶる。	 
	 以上の 3 点を挙げる。そして考えられる対策として、患者の公営住宅への一部受け入れ
とその場合の部屋の改良、モデル住宅の建設計画、技術者や生産者に対する指導と規制誘
導、そしてそれら建築計画の前提として患者の生活困難の実態把握の必要性を指摘する。
また、水俣病問題の解決としては、水俣診療所や明水園や上述の水俣センターなどによる
行政の努力が患者や住民のために総合的に働くような「水俣地域健康環境システム」を構
想する。これと類似して、岡本・光永は、親亡き後の患者の問題に対処するため、リハビ
リテーションセンター、明水園、訪問教育、訪問看護、ホームヘルパーなど患者が使える
多数の施設やサービスを有機的に結びつけ、「地域におけるケア・ネットワーク
(care-network)」（岡本・光永，前掲：380）づくりを当面の課題としている。	 
後に述べるように、親の高齢化に伴う問題は 2000 年代に入って以降、喫緊の問題として
認識されるようになり顕在化してくる。だが、患者においては第一次訴訟後のころから、
将来的な問題として大きな不安となっていた。	 
	 
4.働く場を求めて―「ほっとはうす」の活動―	 
	 1990年代に入ると胎児性水俣病患者のほとんどは30代を越え、「親の老齢化が進む中で、
介護を含めたケアの問題だけではなく、さらにこれからの人生をいかに価値あるものにし
ていくかという実存的問題が、救済や補償の制度的問題の枠を超えて切実に問われ始めた」
（小林，1992:131）。だが、胎児性患者たちが 70 年代に直面していた働くことをめぐる問
題は支援者との協働により一時的に達成されることはあっても、依然未解決のままであっ
た。たとえば、当時 36 歳のある胎児性患者は、毎朝開店と同時にパチンコ屋へ行き、日が
落ちると行きつけの居酒屋へ通う生活を送っている。周囲の人からは遊んでばかりいない
で何かしなさいと言われるが、自分でも思うようにならない。こうした状況に対して「仕
事をしたいけど、できんと。それは自分でも考える」と語っている54。仕事への意欲がある
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
54	 NHK 九州スペシャル「写真の中の水俣〜胎児性患者・6000 枚の軌跡〜」(1991 年 12 月 12
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がそれを実現する場がない。こうした想いは 90 年代以降、「ほっとはうす」の活動を通し
て徐々に実現されていくことになる。	 
	 
4.1.カシオペアの会	 
	 「ほっとはうす」の前身である「カシオペア会」は、1991 年 11 月に水俣で開催された国
際会議「産業環境及び健康に関する水俣国際会議」において同時企画された胎児性患者に
よる写真展開催に向けた活動がきっかけとなり、これを一緒に準備し応援した胎児性水俣病
患者や支援者らにより 92 年 2 月に結成された。最初のころは、月に一度、一泊二日の例会
を行い、生活の中で感じる不安などを語り合った。当時、家族と暮らす胎児性患者は、兄
弟が結婚し子どもを生み、そして親は段々と年老いていく家族生活の中で孤独感や将来に
対する不安を感じていた。また明水園で暮らす胎児性水俣病患者にとっては、一時施設を
離れ「ゆっくり温泉に入り、焼酎を飲む機会」（加藤・小峯編，2002:17）であった。こう
した活動を行いながら、胎児性患者たちは、「街の中にいつでも仲間達に出会える場、働く
場がほしい」（加藤，2006：84）という希望を持つようになり、これを具体的なものにして
いくため、障害をもつ人が暮らしやすいまちづくりを提案するための学習会や、そのモデ
ルとなるための社会福祉の先進地域の見学などを行っていく。	 
	 こうした活動も 7 年目に突入し、胎児性患者が 40 代を迎えたころ、1995 年政治解決策に
より進められることになった地域の再生・振興策の一つとして「もやい直しセンター」建
設に向けてのワークショップが開催されることになり、カシオペア会は、街の中で仲間や
市民に出会える場、働く場としての喫茶コーナーを提案する。喫茶コーナーは「もやい直
しセンター」に設置することが決定されたものの、市は機会の平等と公平の原則を理由に
公募とし、選考の結果カシオペア会は落選してしまう。だがこの落選が契機となり同年 11
月市街地の民家の一階を借り、喫茶コーナーを設け、「水俣病患者関係者、障がいをもつ人、
そしてさまざまな市民の方々が、最も自然に交流できる場、働く場」（加藤・小峯編，前掲：
19）として共同作業所「ほっとはうす」が設立される。	 
	 
4.2.ほっとはうす	 
	 「ほっとはうす」の設立趣意書には次のように書かれている。	 
	 
	 今日、することがあり、今、行ける場がある。	 
	 しかも、私を必要としてくれる人がいて、場があることは、	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
日放映)。	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 人にとって大切な生きがいです。	 
	 「ほっとはうす」は、地域の様々な人々にとって、そんな場になれることを願っています。	 
	 福祉の基本が、だれもが幸せに暮らせる社会の実現であるなら、	 
	 現状はまだまだです。	 
	 どんな重い障がいをもっていても、地域で普通に暮らしていきたいという思いを	 
	 一日も早く実現することをみなさんと共にめざしていきます。	 
	 1998 年 11 月 29 日	 
「ほっとはうす」スタッフ一同（同上：4）。	 
	 
	 胎児性患者が毎日「ほっとはうす」に通う姿は家族の理解を徐々に得て、母親を中心と
した家族の会が作られる。また、積極的に街に出て行く活動は地域の共感を生んでいく。
2000 年 4 月には、「ほっとはうす」は水俣市の小規模作業所として認可され、2003 年には
社会福祉法人化する。事業も下記に見るように多様化していく。	 
①喫茶コーナー55	 
	 喫茶コーナーは、1998 年、「ほっとはうす」がスタートしたときからの事業として行われ
ている。胎児性患者に就労の機会を提供することで同じく障害をもつ人同士が出会うだけ
でなく、地域の人々と出会うこと、そしてそこから地域の人びとが水俣病について、そし
て障害について学ぶという仕掛けとしても機能している。	 
	 
②自主作業品制作	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
55ここでいう喫茶コーナーとは｢障害をもつ人が働く内容や形態の別にかかわらず、そこ
で補助的ではない中心となる役割を担うという意味で主役として位置づけられ、常に地域
に開かれた場として一般の人だけではなく、障害をもつ人がそこに客として来て、気軽に
お茶を飲み、交流ができ、そして就労や収益だけではない、福祉や教育・文化を含めた多
様な理念や目的そして機能を持っている場所｣（障害をもつ市民の生涯学習研究会編， 
2001：6）を意味しており、それまでサービスを受ける側であった障害をもつ人たちが、障
害をもたない人にサービスを提供するという、障害をもつ人の新たな福祉的就労や社会参
加の場や福祉のまちづくりの象徴的な取り組みとして福祉や労働施策の分野から注目を集
めていた。小林（2006）によると、全国 420 あまりの喫茶コーナーに対しアンケート調査
をした結果、回答のあった 108 のうち 88％が 90 年代にオープンしている。「ほっとはうす」
も喫茶コーナーが全国的に盛り上がりを見せた時期に「全国喫茶コーナー交流会」の応援
を得て、「もやい直しセンター」の喫茶コーナー立ち上げを積極的に提案した。 
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押し花による栞、名刺製作、ラベンダーのポプリ作り、岩塩の袋詰め、石鹸・無農薬茶・
いりこ・ちりめん・パン等の販売活動等などがある。パンは水俣市役所や国立水俣病総合
研究センター、水俣協立病院などに出前で販売しに行く。日常的に行なう作業であり、「ほ
っとはうす」の基本的な活動として位置づけられる。	 
	 
③水俣病を伝えるプログラム	 
	 水俣病を伝えることは、カシオペア会設立当時からの重要な活動であったが、それは、
市内の小学校、中学校、高校が総合学習や人権環境教育で水俣病の授業を行なう際に、社
会人講師として地域の学校に出向くまでに拡大していく。また、修学旅行の高校生、大学
のゼミや教師の研修、行政関係者など水俣を訪れる人たちに対しては「ほっとはうす」で
実施するようになる。この活動は、過酷な水俣病の被害と差別・偏見に苦しむ胎児性水俣
病患者が、まず自分をさらし、二度と同じ悲劇を繰り返してほしくないという想いが強く
込められている。それと同時に、悲劇と苦しみの水俣病事件を伝えるだけでなく、負の遺
産を宝物として、障害をもちながらも働くことを誇りとし、笑顔で人に出会っていく胎児
性水俣病患者らの暮らしを伝えるプログラムとして構想されている。	 
	 こうした水俣病を伝えるプログラムを加藤氏は「胎児性患者と寄り添う者が協同で紡ぎ
だす言葉は縦糸と横糸、息づかいの聞こえる関係の中で出来上がる一枚の織物として水俣
病を伝える。水俣病は、世界に類を見ない悲惨な被害をこの街にもたらした。しかしそこ
から貴重な教訓として、人権・環境・福祉の大切さを学んだ。それを宝物として子供たち
に伝えることは、差別や偏見のない世界を実現する可能性を秘め、障がいを持ち困難な状
態にありながら、前向きに生きる人生を歩んできた胎児性患者の肉声は、『希望や未来の見
える』現実を伝える。現状のプログラムは『水俣病を伝える』から『水俣病から伝える』『生
命の輝きを子供たちに伝えていく』取り組みでもある」(加藤，前掲：87)と紹介している。	 
	 前述したパチンコと居酒屋の日々を送っていた患者は、このとき車椅子生活となり、介
助がなければ外に出られず自分の部屋に閉じこもる日々を送っていたが、「ほっとはうす」
の設立とその運営に携わることにより徐々に変わっていく。そのとき、「自分で自立したい
なと思った」と語っている56。	 
以上が、「ほっとはうす」が社会福祉法人化して以降の主な仕事内容であるが、社会福祉
法人化に踏み切った理由はもう一つある。	 
「ほっとはうす」設立の意図を加藤氏は次のように説明している。	 
	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
56	 「ひのくに TODAY」（2001 年５月 1 日放送）より引用。	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「『ほっとはうす』を作るということ。それはまず確かに働く場を作っていこうということな
んです。みんながいつでも気楽に寄り合える場を作ろうということ。	 
	 ただ、そのことと同時に、家族が高齢化し、自分がひょっとしたら一人っきりになっとき
に、施設じゃなくて地域で生きたいんだと。そのことをどうしたら実現することが出来るのか
ということが、『ほっとはうす』の設立と同時に出ているテーマなんです」（東島，2006：33）。	 
	 
「ほっとはうす」は、重い障害をもっていても安心して地域で働き暮らし続けることが
できる事業の実現と合わせて、患者家族の高齢化という事態にも対応できるよう「『喫茶コ
ーナーのある働き交流する場』から『障がいを持つ人のコミュニティライフを支える機能
も兼ね備えた場』」（加藤・小峯編，前掲:108）としてあらゆる生活支援をソフトの面でも
ハードの面でも充実させた新たな拠点作りを目指し始める。	 
カシオペア会設立当初は、胎児性患者は 30 代であり、今後の人生をいかに豊かなものに
していくのかについて考え，そして悩み、働くことを通して自立していく道を模索してい
た。喫茶コーナーや水俣病を伝えるプログラムといった仕事はその具体的なかたちと言え
る。だが、40 代に入ると、徐々に主な介護者である母親の高齢化に伴う自立の問題がより
大きな課題となってくる。これは、西村（1977）が 70 年代の段階ですでに指摘していたこ
とであるが、しかし、当時は患者が自助努力で住宅の新築や改築等を行っていたのに対し、
90 年代に入ると、家族の力のみの対応では限界があることが明らかになり、いかに社会的
に支援していくのかが問われ始めるようになる。	 
	 
5.行政による福祉的対策が意味することがら	 
5.1.国・熊本県のスタンス	 
	 水俣診療所や、相思社、「若衆宿」、そして「ほっとはうす」といった支援者や患者自身
の活動は、補償協定の前文 7「チッソ株式会社は、水俣病患者の治療及び訓練、社会復帰、
職業あっせん、その他の患者、家族の福祉の増進について実情に即した具体的方策を誠意
をもって早急に講ずる」に記された内容を実現していくものだった。水俣診療所（水俣協
立病院）は地域での在宅介護ニーズの高さに応え、着実に利用者数を拡大していった。ま
た、相思社はキノコ工場や生活学校などを通して胎児性患者と共に働き、「ほっとはうす」
は街中で喫茶コーナーを開き、水俣病を伝えるプログラムを行うことで地域社会の中で働
く場を作り出し、市民との接点を作り出していった。それでは、行政の側は、この時期、
福祉的対策をどのような文脈で解釈し、誰に対して、いかなる対策を実施してきたのか。	 
	 まず確認しておかなければならないのは、繰り返しになるが、国と熊本県は、公健法の
患者認定という行政行為とチッソと患者団体の間に結ばれた補償協定により、認定患者に
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ついての補償問題は解決したという立場を取っているということであり（小島，前掲）、70
年代は何らかの施策を行ったということはない。具体的な対応を迫られるようになるのは、
水俣病被害者・弁護団全国連絡会議（以下、全国連と表記）によって全国展開された水俣
病第三次訴訟、そして特に 52 年判断条件の基準について言及した 1985 年 8 月の水俣病第
二次訴訟福岡高裁判決が出されて以降となる。	 
	 福岡高裁判決を受けて、環境庁は 52 年判断条件を変更する必要はないとの認識を示した
ものの、認定申請を棄却されたいわゆる「ボーダーライン層」の患者に対する何らかの補
償が必要であるとして、86 年 6 月、「特別医療事業」を開始、認定申請を取り下げることを
条件に対象者に医療手帳を交付し、医療費自己負担分の全額補助を開始する。そして第三
次訴訟において和解勧告が各裁判所で出されるにつれ、和解に応じることは困難だが、そ
の一方で、「地域住民の間に水俣病に関連した広範な健康不安が存在していること、更に、
法に基づく認定処分について種々の事情により処分が困難な方を含めてなお相当数の未処
分者が出ていることなど、現在の枠組みでは解消することができない問題が残されており
ますので、行政施策として総合的に対応するための対策については、平成 4 年度からの実
施をめどに検討を行う」57ことを目的に、1991 年１月、中央公害対策審議会環境保健部会に
水俣病問題専門委員会を設置する。同委員会は同年 11 月、環境庁長官に対して「今後の水
俣病対策のあり方」について答申をし、これを受けて特別医療事業は 1992 年 5 月末をもっ
て廃止され、同年 6 月に総合対策医療事業の申請受付が開始される。総合対策医療事業は、
対象者、給付内容ともにほぼ特別医療事業を踏襲したものであり、対象者のうち「水俣病
にも見られる一定の四肢末梢優位の感覚障害を有する」者には医療手帳が、「水俣病にも見
られる一定の神経症状を有する」者には保健手帳が交付されることになる。	 
	 環境省は総合対策医療事業を開始した理由として、「公健法の認定を求める者の申請や再
申請が相当数継続していたことや、損害賠償を求める訴訟が多数提起されていたことなど、
水俣病が大きな社会問題になっていたことに伴い」（環境省，2006：47）、「損害賠償責任を
争っている当事者としての国の立場とは別に、国民の福祉のための施策を推進するという
国の立場から」（小島，前掲：6）、行政上の措置として行ったものと説明している。この事
業を受けるための申請は 95 年 3 月 31 日で閉め切られたが、1995 年 12 月の政治解決に基づ
く水俣病総合対策医療事業として翌１月 22 日から 7 月 1 日まで再開される。	 
	 さて、この最終解決策をめぐって、自社さ連立与党は 1995 年 5 月、「水俣病問題解決に
ついての 3 党合意（中間報告）を承認し、翌 6 月に解決策を正式に決定する。その際に出
された「水俣病問題の解決について」（三党まとめ）という文書には「5.地域保健福祉対策
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
57	 「第 1 回中央公害対策審議会環境保健部会水俣病問題専門委員会議事速記録」（平成 3 年
2 月 26 日開催）より引用。発言者は渡辺企画調整局長。	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および地域振興」と題する項があり、そこでは次のようなことが記されている（水俣病被
害者・弁護団全国連絡会議編，2000：667）。	 
	 
	 水俣病問題の解決に当たっては、県民や地域住民の十分な理解が不可欠であり、その当該
地域全体の問題として健康不安の解消とそれを前提にした包括的な地域の発展という視点を
持って取り組んでいかなければならないと考えている。具体的内容は今後検討課題であるが、
総論的には以下のことが考えられる。	 
	 
（１）	 総合対策医療事業の判定検討会で公的資料により四肢末梢優位の感覚障害以外の神
経症状を有すると認められたもののために、市民の合意が得られることを前提とし
て地域の保健福祉対策の一環として
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
配慮する（傍点引用者）。	 
	 
	 水俣病問題の解決に向けての国のこうした「福祉」という表現の使い方について、原田
正純は次のように述べ批判する。	 
	 
	 福祉の概念についての厳密な定義はさておいても救済と福祉が同義語でないことはもちろ
んそうである。しかし、水俣病の場合を考えてみると（他の場合でもそうであるが）、その真
の救済は“一人当たり補償金いくら”というのではなく、身体の障害に加えて傷ついた心、
崩壊した家庭やムラ（地域共同体）を修復するものでなくてはならない。それは、総合的、
多面的施策が必要であることを示している。そのことが水俣病の救済問題を限りなく福祉の
あり方に近づけていくことになる。ところが、最近、経済界や官僚が公害の救済に対して“補
償ではなく福祉を”といっているのを耳にする。（中略）。たとえば水俣では最近、医学的に
水俣病であるにもかかわらず急性、重症、典型例でないことを理由に“疑わしい水俣病”“ボ
ーダーライン層”“水俣病ではないが水俣病の症状を持つ原因不明な病気”“健康不安者”な
どと勝手に差別し「多数の健康に不安を抱くものに対して、福祉的
・ ・ ・
な意味での救済を考える」
と発言していること（熊本県）にみられる（原田，1994：55-56）。	 
	 	 
	 三浦洋は、特別医療事業の「真の狙いはこれまで司法が認定してきた『知覚障害のみの
水俣病』患者を行政から排除し、医療費補助のみの損害補償に押し込んでしまおうとする」
（三浦，1987：66）ことにあると批判しているが、85 年の福岡高裁判決から 95 年の政治解
決に至る流れの中で、認定を棄却された知覚障害のみの患者を医療費補助のみの補償に押
し込めようとする「福祉的」な補償救済の傾向は強まり、最終的には、水俣病問題の文脈
を外れ、「国民の福祉を増進するという立場から」行われた「地域の保健福祉対策の一環」
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として実施される。	 
	 政治解決が行われた当時、環境庁企画調整局環境保健部保健企画課長を務めていた小島
敏郎は、「国民の福祉のための施策」を実施した理由を次のように説明する。	 
	 
	 国家賠償責任がないこと（国費・県費をもって賠償を行う義務がないこと）が確定すれば、
損害賠償を巡る紛争は民間当事者間のものであり、国・熊本県の対応は、国民・県民の福祉
の向上を努めるという行政上の責務をいかにどの程度果たすべきかという課題に絞られるこ
とになる（小島，1997：45）。	 
	 
	 水俣病補償問題における国の立場は、公健法による患者認定と補償協定により、認定患
者についての補償問題は解決したという立場をとっており、この政治解決は、公健法で水
俣病患者と認定されなかった者の救済をめぐる紛争の「早期に最終的かつ全面的な解決」
が目指されていた。端的に言えば全国連の訴訟の終結が目的であった。そして、それは国
の法的責任は問わず、話し合いによる和解が議論の出発点にあった。ゆえに、国・県の対
応としては損害賠償を支払う義務はなく、行政上の責務として国民のための福祉の施策を
実施する。このように、加害責任にもとづく損害賠償と、行政上の責務にもとづく福祉的
な対応は別個の施策として実施されている。つまり、この時期，国や熊本県は福祉的な施
策を水俣病対策として位置づけていない。	 
	 
5.2.水俣市の変化	 
	 一方、水俣市は 1990 年代から、水俣病患者に対する福祉の充実について言及するように
なる。これは、水俣市は、1993 年に「環境・健康・福祉を大切にするまちづくり宣言」を
し、水俣病被害者の救済と同時に市民の融和を図っていくことを定め、吉井正澄市長が 1994
年 5 月１日の水俣病犠牲者慰霊式において市長として初めて謝罪し、「もやい直し」の宣言
をしたことがひとつのきっかけとなっている。1962 年に水俣市が市政の最高目標として「健
康福祉都市」を宣言したときは水俣病患者に対する言及はなかったが、それから 30 年以上
を経て、市としても被害者の健康管理や福祉の充実を努力していくことが明言されるよう
になる。実際、90 年代は、水俣市、熊本県、国、チッソの各代表者のうち、水俣市の関係
者だけが、誕生慰霊式において福祉という言葉を用いている（表４、次頁）。	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表４	 水俣病犠牲者慰霊式における水俣市の福祉的対策に関する発言内容（1990 年代）	 
	 
	 	 
年 発言者 発言内容
水俣市議会副議長（江口和幸）
市議会では昨年六月議会にいおいて「環境・健康・福祉を大切にするまちづくり宣言」を全会一致で決議し、水
俣病被害者を救済し、市民相互のふれあいと融和を図り、生命の尊厳と自然の生態系を守っていく決意をいたし
ました。
水俣病犠牲者慰霊式実行委員会
委員長（水俣市議会議長 山口
栄）
昨年六月、水俣市議会において「環境・健康・福祉を大切にするまちづくり宣言」が、さらに十一月に開催され
た「環境・創造・みなまた９２」において「環境モデル都市づくり宣言」が行われ、環境や自然、生態系に配慮
したまちづくりの実現に向け、積極的に取り組む決意を新たにしたところであります。
1994(H6) 水俣市市長（吉井正澄）
水俣病で犠牲になられた方々に対し、十分な対策を取り得なかったことを、誠に申し訳なく思います。あなた方
の犠牲が無駄にならないよう、水俣病の悲劇の反省と教訓を基に環境、健康、福祉を大切にするまちづくりをさ
らに進めていくことでお赦しをお願いいたしたいと存じます。
1995(H7) 水俣市市長（吉井正澄）
被害者の早急な救済とともに人間の尊厳の回復と犠牲者の慰霊の継続が必要であります。加えて、公害の悲惨
さ、その復元の困難さなど水俣病事件を人類の教訓として歴史に止める努力や、被害者の健康管理や福祉の充実
などの努力が強く求められているのであります。
1997(H9) 水俣市市長（吉井正澄）
水俣病問題は複雑多岐にわたっており、未認定患者の救済がなされたとは申しましてもまだ幾多の幾多の重い後
遺症を残しております。胎児性や高齢化していく患者の健康管理や福祉的支援をどう進めるか。（中略）。幸
い、健康管理や福祉の充実、市民の心の絆の再生のためのもやい直しセンターや、経済的浮揚を図る産業団地の
建設など水俣再生への力強い取り組みも始まりました。水俣ならではの医療、福祉、保健の連携したシステムづ
くりにも挑戦いたします。
1998(H10) 水俣市市長（吉井正澄） 健康や福祉の増進を図る総合もやい直しセンター「もやい館」も完成しました。
1999(H11) 特になし
1993(H5)
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第５章	 胎児性・小児性患者の高齢化と福祉的対策	 (2004〜2014)	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 被害補償と障害福祉をめぐる状況は、1995 年政治解決の受諾を拒み裁判継続の道を選択
したチッソ水俣病関西訴訟原告が最高裁で勝訴判決を勝ち取って以降大きく変化していく。
この章では、最高裁判決確定後から本論文執筆時点である 2014 年 11 月までを取り扱う。
なお、胎児性・小児性患者に対する福祉的対策の課題が顕在化するのは 2000 年代に入って
以降であるが、その対策は、実質的には 2004 年の最高裁判決以降具体化していくため、本
章の始まりを 2004 年に設定した。まず、最高裁判決を受けて作られた水俣病問題に係る懇
談会の提言書などを参考にし、判決後、胎児性・小児性患者に対する福祉的対策に国・熊
本県という行政レベルで注目が集まっていく様子を描く（第１・２節）。そして、前章でも
取り上げた「ほっとはうす」の 2000 年代の活動を概観することで、具体的にどのような対
策が行われ、現在、どのくらい福祉的対策が進んでいるのかを確認する（第２節）。	 
	 
1.「水俣病問題に係る懇談会」提言書	 
	 最高裁判決が、直接には 77 年判断条件には触れなかったものの、幅広い認定に役立つよ
うな基準を明確に打ち出したこと、そして国と熊本県の責任が確定した事によって、より
抜本的な被害者救済へ向けて、公式確認から 50 年を迎えようとする水俣病問題の解決が期
待された。だが、国は早々に認定基準を見直すことはしないと明言し、認定制度をめぐる
問題がさっそく顕在化する。	 
	 熊本県は、最高裁判決を受けて、療養費の支給や胎児性水俣病患者の社会参加支援など、
今後の水俣病対策をまとめて小池百合子環境大臣（当時）に提出する。国はこれに応じて
熊本県と協議を重ね、2005 年 4 月に「今後の水俣病対策」58を発表し、「規制権限の不行使
により水俣病の拡大を防止できなかったことを真摯に反省して、国として、ここにすべて
の水俣病被害者に対し謝罪の意を表する」と陳謝した。その上で「平成 18 年に水俣病公式
確認から 50 年という節目の年を迎えるに当たり、平成 7 年の政治解決や今般の最高裁判決
も踏まえ、すべての水俣病被害者の方々が地域社会の中で安心して暮らしていけるように
するため、関係地方公共団体と協力して以下の対策を講ずるものとする」と述べ、以下の
対策を進めていくことが明記された	 
１．判決確定原告に対する医療費の支給	 
２．総合対策医療事業の拡充	 
①	 保健手帳	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
58 環境省ホームページ「今後の水俣病対策」，http://www.env.go.jp/chemi/minamata/taisaku 
050407.html（最終確認日 2014 年 11 月 3 日） 
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②	 医療手帳	 
３．水俣病問題に関する今後の取組	 
①	 高齢化対応のための保健福祉策の充実	 
②	 水俣病被害者に対する社会活動支援等	 
③	 水俣病被害者の慰謝対策	 
④	 環境保全の観点等からの地域の再生・振興	 
⑤	 関係団体との連携および国内外への情報発信の強化	 
	 
	 本稿の議論に関連しているのは、「３．水俣病問題に関する今後の対策」の①と②で、そ
れぞれ次のような対策が具体的に記されている。	 
① 高齢化対応のための保健福祉施策の充実	 
	 水俣病被害者やその家族の高齢化に対応するため、介護予防の観点も含めた健康管理事
業の充実といった施策の実施等。	 
②水俣病被害者に対する社会活動支援等	 
	 胎児性患者や水俣病被害者の生活改善・社会活動の促進を図るため、それらに関連する
活動や事業に対する支援、それらを行なうボランティア団体等への支援、国立水俣病研
究センターによる胎児性水俣病患者に関する社会的研究といった施策の充実等。	 
	 
	 「今後の水俣病対策」の発表と合わせて、環境省は、環境大臣の私的懇談会として「水
俣病問題に係る懇談会」（以下、懇談会と表記）を組織し、水俣病公式発見から 50 年を迎
えるにあたって水俣病問題の歴史的意義を包括的に検証し、その教訓をもとに今後取り組
むべき行政や関係方面の課題を提言することを明言する。懇談会では認定基準見直しの議
論を求める意見が相次いだが、環境省は「最高裁判決でもその見直しは要請されておりま
せんので、これらの問題はご提言いただいても行政として対応できないこともあることを
ご理解いただきたいと思います」59と発言し、改めて認定基準は見直さないという姿勢を示
し、あくまでも論点を水俣病問題の検証と再発防止策に絞ろうとした。果たして、翌年 9
月に出された懇談会提言書では、「全ての水俣病被害者に対して公正・公平な対応を目指し、
いまだ救済・補償の対象になっていなかった新たな認定申請者や潜在する被害者に対する
新たな救済・補償の恒久的な枠組みを早急に打ち出すこと」（提言５）といった提言や、分
かりにくく格差の大きい補償救済を一次元化すべきといった指摘がなされたものの、認定
基準の見直しや、そのための専門委員会の設置提言は記述後後退を余儀なくされ、環境省
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
59第 10 回水俣病問題に係る懇談会での小池百合子環境大臣の発言，http://www.env.go.jp/ 
council/26minamata/y260-10a.html（最終確認日 2014 年 11 月 3 日） 
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の思惑通りとなった60。	 
	 さて、提言書では、福祉的対策をめぐって次のように提言されている。	 
	 
提言７	 
	 国は関係地方自治体等と連携して、水俣地域を「福祉先進モデル地域」（仮称）に指定し、
水俣病被害者が高齢化しても安心して暮らすことのできるような総合的な福祉対策を積極
的に推進すること。その中でも胎児性水俣病患者には格別の配慮が必要である。	 
	 新潟水俣病の被害者に対しても、同質の福祉対策を取ること。	 
	 
	 より具体的には、「どんなに重い障害があっても、住み慣れた地域で人びとのつながりの
中で暮らしていくことが出来る社会的条件=地域福祉システム」を作ることが目指され、以
下の 4 点が挙げられている（水俣病問題に係る懇談会，2006：49-51）。	 
① 水俣病被害者の生活支援を主眼としつつも、他の障害者も共に同じサービスを受けられ
ること。	 
② 一人一人のニーズの多様性やライフステージによるニーズの変化に柔軟に対応するこ
と。	 
③ 家族のニーズに対しても対応すること。	 
④ 重篤な障害を背負って生き抜いてきた胎児性患者の経験が、今後、この地域で生活して
いく重篤なほかの障害者に対する地域生活支援を充実する施策に活かされること。	 
	 
2.国・熊本県の変化	 
こうした提言を引き受けるように、平成 18 年度（2006）の環境白書では、「このような
現状〔最高裁判決以降の認定申請者の増大や新たな国家賠償訴訟請求訴訟の提起—引用者〕
は、水俣病被害者の高齢化に伴う医療等の必要性の高まりを反映しているのみならず、水
俣病問題の深さと広がりを示していると考えられます。すべて水俣病被害者が地域社会の
中で安心して暮らしていけるようにするためには、医療対策等の充実とともに地域福祉と
連携した取組が必要です」（環境省，前掲：48）と述べ、「今後の水俣病対策」で示された
「高齢化対応のための保健福祉施策の充実」、「水俣病被害者に対する社会活動支援等」を
図２のように位置づけている。そして、この図に端的に示されているように、懇談会の提
言が一つの契機となり、福祉的な取り組みは、以降、主として提言書において「格別の配
慮が必要である」とされた胎児性患者を対象に行われていくことになる。2006 年度から、
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
60 環境省ホームページ，『「水俣病問題に係る懇談会」提言書』http://www.env.go.jp/council/ 
toshin/t26-h1813/honbun.pdf（最終確認日 2014 年 11 月 3 日） 
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環境省は「地域の医療・福祉の(連携)推進」と「地域の再生・融和(もやい直し)の推進」
からなる「水俣病発生地域の環境福祉対策の推進に係る事業」を開始し、この事業の中で
「胎児性・小児性水俣病患者等に係る地域生活支援事業」を開始する（後述）。	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
	 
図２	 水俣病患者救済における福祉的対策の位置づけ（環境省，2006：48）	 
	 
3.胎児性・小児性水俣病患者の高齢化と「ほっとはうす」の活動	 
	 2000 年 4 月、「ほっとはうす」は水俣市の小規模作業所として認可され、行政から補助を
得るようになった。さらに 2003 年には社会福祉法人化し、それまでの喫茶コーナーに加え、
イベント開催時の出前喫茶、水俣病を伝える活動、自主作業品制作としての栞、名刺製作、
ラベンダーのポプリ作り、岩塩の袋詰め、石鹸・無農薬茶・いりこ・ちりめん・パン等の
販売活動を行っていく。法人化により社会的に認知された組織となった「ほっとはうす」
は、重い障害をもっていても安心して地域で働き暮らし続けることができる事業の実現を
目指し、かつまた患者家族の高齢化という事態にも対応できるよう「『喫茶コーナーのある
働き交流する場』から『障がいを持つ人のコミュニティライフを支える機能も兼ね備えた
場』」としてあらゆる生活支援をソフトの面でもハードの面でも充実させた新たな拠点作り
を目指すようになる。この時期胎児性患者はその多くが 40 代にあり、身体機能の低下とい
う問題が顕在化し始めてきたが地域生活を目指して、働くことに加えて、介助や介護を受
けながら地域で暮らすということが新たな課題となっていった。	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 2002年に水俣市とその近郊在住の胎児性水俣病患者31名に対して聞き取り調査を行なっ
た劉他(2007)は、胎児性水俣病患者が最も介護を必要とする日常生活動作（ADL	 :Activities	 
of	 Daily	 Living、以下 ADL と表記）は入浴（全面介助と部分介助合わせて 17 名）、ついで
用便（13 名）、整容（洗顔）（12 名）、食事（10 名）であることを示した。また移動につい
ては、補助機不要歩行（15 名）、座位（9 名）、臥位（5 名）、要補助機歩行（2 名）の順で
あることを示した。これを 1988 年時における胎児性水俣病患者の ADL と比較検討したとこ
ろ、ADL が改善した一例を除くと、胎児性水俣病患者の移動に関しての ADL は有意に低下し
ていた。全例での有意な低下は認められなかったものの、しかし胎児性水俣病患者の要介
護度や健康状態は、胎児性水俣病という言葉では一括りにできない多様性をもっているこ
とから、個々の患者の ADL や健康状態に合わせた介護や福祉の重要性を指摘した。加えて、
急激な症状や健康の悪化が生じている例が一般に考えられるより高率に起っているであろ
うことに対する注意を促した。また、1983 年から 1988 年に行なわれた水俣病患者の健康状
態の調査において、認定患者（胎児性・成人性を含む）の介護は配偶者あるいは家族が中
心であったのに対して、2002 年を中心行なわれた調査の時点では胎児性水俣病患者の主な
介護者である親も高齢化し、死亡していることを示した。親亡き後の問題は 70 年代から言
われてきたことだが、それがきわめて現実的なものとなり、胎児性水俣病患者の身体機能
の低下という問題をより差し迫ったものとしていた。この時、平均年齢はすでに 70 歳を超
えていた母親たちも、胎児性の子どものことを心配して「年を取れない」「死ねない」と不
安を訴えていた61。「私たちにもしものことがあったら、この子たちの面倒をだれが見るの
か」と語りながらも、「子どものころから散々入院やリハビリで過ごしてきた。これ以上、
施設に預けたくない」という想いを抱える親たちは可能な限り自宅介護を望んでいたゆえ、
親亡き後の問題は早急な対策が求められた62。一方で、胎児性患者らは、環境省の担当官と
直接交渉を行い、「家を、グループホームが欲しい。お母さんが生きているうちに」と訴え
る63。進行する症状への不安を抱えながらも、ますます高齢化する親への負担を減らすため、
このころから「グループホーム」、「ケアホーム」という表現が現れ始める。	 
	 「ほっとはうす」が新たに掲げた「地域で働き暮らし続けることができる事業」とはこ
うした文脈にある。その拠点のコンセプトとして施設長の加藤たけ子氏は「どんなに重い
障がいがあっても地域で暮らす	 いつでも誰でも通えて	 何かあれば泊まれる	 自宅へも
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
61	 「胎児性水俣病患者	 生活支援へ基金	 共同作業所代表・加藤さん創設」『熊本日日新聞』
(2002 年 3 月 21 日)。	 
62	 「胎児性水俣病	 公式確認から 40 年	 健康、将来…募る不安」『西日本新聞』(2002 年 12
月 15 日)。	 
63	 「ひのくに you」（2006 年４月 6 日放送）より引用。	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顔なじみのヘルパーが出向き	 いざとなったら地域に住むことができる	 小規模だけど多
機能	 小さいけれどサービスのコンビニ	 それがほっとはうすのコンセプト」（加藤，前
掲：89）と表現している。また、懇談会委員でもあった加藤氏は、会議の場において、胎
児性患者が働く場や地域と交流する場に加えて、グループホームや居宅介護サービスの整
備の必要性を訴えた64。「この先、どんな状況であっても『私らしく地域で暮らし続ける』
ための、あらゆる生活支援をハード・ソフト両面で充実させる新たな拠点作り=新規施設建
設への格段の飛躍であり挑戦」（加藤，2007：24）が 2000 年代以降の「ほっとはうす」の
課題となる。	 
	 2007 年度より「胎児性・小児性患者等の地域生活支援事業」に「施設の新築」が新規メ
ニューとして追加されると、「ほっとはうす」は宿泊機能を備えた小規模多機能型事業所の
案で公募し、同年 8 月採用が決定された。これは、2008 年 4 月に宿泊機能を備えた小規模
多機能型施設「胎児性・小児性水俣病患者等地域生活支援事業所ほっとはうす『みんなの
家』」として開所され、短期入所、生活介護、在宅支援などの事業が開始される。この時期、
行政も水俣病問題における福祉的対策について積極的に発言している。2009 年 7 月から
2011 年 1 月まで環境省事務次官を務めた小林光は今後の課題の１つに福祉の充実を挙げ、
「胎児性患者やその親の高齢化で、日々介護に困るなどの問題も出てきている。福祉を充
実させる仕組みづくりが必要」65と述べている66。2000 年以降の慰霊式に参加した各代表の
言葉から福祉という言葉を抜き出してみると、福祉対策に対する言及が水俣市から熊本県
へ、そして環境省（国）へと拡大していく様子がうかがえる。また、とりわけ 2010 年以降
は、福祉対策のまえに「胎児性患者の方を始めとする」と付けられる傾向にあることが伺
える（表５）。だが、福祉的対策をめぐる国・県の姿勢に対しては、	 
	 熊本県もまた介護を受けられる共同住宅・ケアホームの建設の検討を開始する67。蒲島郁
夫熊本県知事は胎児性・小児性水俣病患者らを介護する家族の高齢化が大きな問題になっ
ていると述べ、県として支援していく考えを示した68。加藤たけ子氏はこのケアホーム建設
に関して「終の棲家にもなりえるもう一つの家でもある共同住宅のようなケアホームの建
設も少なくとも，水俣病公式確認 60 年に欠かせない課題」(加藤，2011:	 17)と述べている。
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
64	 環境省ホームページ，「第 7 回水俣病問題に係る懇談会会議録」http://www.env.go.jp/	 
council/26minamata/y260-07a.html（最終確認日 2014 年１１月 3 日）。	 
65 「小林環境事務次官が退任	 水俣病福祉など課題」『熊本日日新聞』（2011 年 1 月 8 日）。	 
66	 福祉重視の姿勢はその後の環境省事務次官にも引き継がれている。（「患者の福祉万全に	 
谷津環境省次官が就任会見」『熊本日日新聞』2013 年 7 月 5 日）。	 
67	 「胎児性患者らのケアホーム建設	 知事『積極的に検討』」『熊本日日新聞』（2012 年 9
月 12 日）。	 
68	 「知事『高齢化大きな問題』	 患者介護の家族支援へ」『熊本日日新聞』(2014 年 6 月 26
日)。	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このケアホームは、2014 年 4 月、土地取得費を除いた事業費約 8,400 万円の 4 分の 3 を国
と県から助成を受け完成し、「おるげ・のあ」と命名される。随時入居が開始され現在 4 名
の胎児性患者が暮らしている（全 5 部屋）。公式確認から 60 年を前にして、どんなに重度
の障害をもちながらも地域で暮らし続けていくことの一つのモデルケースが実現されたこ
とになる。「自分で暮らしたい」（加賀田他，2006：126）という想いで明水園から出てきた
胎児性患者の１人は、「20 歳ぐらいから、いつか一人暮らしをしてみたいと思っていた。夢
がかない、とてもうれしい」と語る69。だが、すでに指摘したように、胎児性患者の高齢化
という状況下にあっては、自立とは長年の夢の実現であると同時に、親亡き後の現実とい
う側面をもつ。ある胎児性患者は、「家に帰りたい」という気持ちを吐露している70。60 歳
を前にした自立には課題も多い。	 
	 また、胎児性水俣病患者の介護に対応した「おるげ・のあ」のようなケアホームはまだ
ひとつしかなく施設面でも問題が解消されたわけではない。加藤氏は、「多くの胎児性・小
児生患者が自立した生活を望んでいるが、果たせないまま高齢化している。こうした施設
がもっと建てられることが望まれる」と語る71。依然として家族や支援者によって支えられ
ている患者もいる。ケアホームではなくあくまで自宅での介護を希望する患者もいる。2 歳
で発症し公式確認のきっかけとなった田中実子さんやその家族を 40 年にわたって支援する
水俣病互助会の伊東紀美代氏は、「家族の支えがなくなっても患者の暮しを保障できるよう、
福祉の充実が必要」と指摘している72。いまだ適切な介護や介助を得ることができていない
患者も多く存在することが考えられる。	 
	 
表５	 水俣病犠牲者慰霊式における福祉的対策に関する発言内容（2000 年代以降）	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69	 「胎児性・小児生患者らの居住施設完成」『読売新聞』（2014 年 4 月５日）。	 
70	 「胎児性水俣病患者は今」『くまパワ NEWS』(2014 年 10 月 3 日放送)より引用。	 
71	 「胎児性・小児生患者らの居住施設完成」『読売新聞』（2014 年 4 月５日）。	 
72「ほっとはうす」は第一次訴訟の一任派が、水俣病互助会は訴訟派が中心となっている。
そのため、現在「おるげ・のあ」は１部屋の空きがあるが、空いているから入居するとい
うわけではない。	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水俣市市長（吉井正澄）
新しい人間関係を求めた「もやい直し運動」も進み、対立のエネルギーは、共同と創造のエネルギーに変わって
まいりました。このように水俣が、市民ぐるみ、地域ぐるみで、環境、健康、福祉を大切にするまちづくりに勤
しんでいることを、ご霊前に報告できることは、誠にうれしい限りであります。
熊本県知事（塩谷義子）
水俣及び周辺地域には水俣病の発生によって損なわれた地域社会の再生・振興、被害をうけられた方々の医療福
祉の向上などの課題が残されており、県としても更なる努力を続けてまいります。この姿勢こそ水俣病で亡くな
られた御霊に報い、私たちが目指すべき祈りの道ではないかと考えます。
熊本県知事（塩谷義子） 水俣及び周辺地域には、水俣病の発生によって損なわれた地域社会の再生・振興や、被害を受けられた方々の医療福祉の向上などが課題として残されており、県としても更なる努力を続けてまいります。
水俣市議会議長（高山茂行）
四十五年という長い年月が経過し、新しい世紀を迎えた今、水俣市では、水俣病の経験を貴重な教訓とする地域
づくりが進められ、全国から多くの視察者・修学旅行生等を受け入れております。市議会においても、平成四年
に「環境・健康・福祉を大切にするまちづくり宣言」を行い、これまでの水俣市の取り組みを支援して参りまし
た。
2002(H14) 熊本県知事（塩谷義子） 水俣及び周辺地域には、水俣病の発生によって損なわれた地域社会の再生・振興や、被害を受けられた方々の医療福祉の向上などが課題として残されており、県としても引き続き努力を続けて参ります。
2003(H15) 熊本県知事（塩谷義子）
水俣及び周辺地域には、更に、被害を受けられた方々の医療・福祉の向上、地域社会の再生・振興、水俣湾の環
境保全、埋立地の維持管理など、取り組むべき多くの課題がございます。これらの現実をしっかりと見据えなが
ら、その解決に向けて引き続き一生懸命努力を続けて参ります。
2005(H17) 水俣市市長（江口隆一）
　しかし、最高裁判決後、地元でも多くの認定申請が行われていることから、地域全体が完全に水俣病を克服し
ていないことを再認識させられました。また、患者の高齢化、胎児性患者の将来への不安等、解決しなければな
らない課題も山積しており、被害者の立場に立った救済や福祉施策が強く求められます。今こそ、その場しのぎ
の救済ではなく、被害者の将来の生活を見据えた抜本的な対策が必要であると思っております。
2006(H18) 水俣市市長（宮本勝彬）
　しかし、現在、残された課題が浮き彫りになり、新たな認定申請や裁判がはじまっております。加えて、被害
者の高齢化に伴う福祉や生きがいなど、補償金だけでは解決できない多面的な救済も大きな課題となっておりま
す。
水俣市市長（宮本勝彬）
　お陰で、水俣病被害者への理解が進み、多くの成果を得ることができましたが、一方では、水俣病被害者の高
齢化が進み、病状の重篤化が進行する中で、水俣病問題を我が国の近代史における公害事件として一面的にとら
えるのではなく、私たち水俣病発生地域に住む住民にとっては言葉に尽くせない社会事件であり、既に、支え合
いを大切にしながら、医療や福祉の面で充実を図ることが差し迫った大きな課題となっています。そのため、水
俣病公式確認50年事業の趣旨を踏まえ、このあとも、もやいづくりの事業を途切れることなく続けてまいりた
いと思います。
環境大臣（若林正俊） 　これらの50年事業実行委員会の取組、成果も活かし、水俣病被害者の方々の高齢化やそれに伴う不安に応えるための医療・福祉対策や地域の再生・融和などを一層推進していくことが私たちの責務であると考えます。
2008(H20) 	

　これまで国や熊本県のご支援により、胎児性水俣病患者及びご家族の方々の願いでありました地域に開かれた
生活支援施設の建設や、環境福祉モデル事業により福祉の増進が図られてまいりましたことは、大変ありがたい
ことであります。
　しかしながら、一方ではなお、未認定患者の救済問題や患者の高齢化による症状の重篤化なども懸念され、一
日も早い水俣病問題の全面解決と地域再生への更なる支援を切に願うものであります。
2010(H22) 内閣総理大臣（鳩山由紀夫）
水俣病問題の解決のためには、すべての被害者の方々はもとより、地域の皆様が安心して暮らしていけることが
何よりも大切であり、将来に向かって、地方公共団体と連携しながら、胎児性患者の方を始めとする方々の医
療・福祉や健康不安のモニタリング、地域の絆の修復・もやい直しを進めるとともに、環境対策に熱心に取り組
むことで地域が発展し、成長するモデルを作り出せるよう、全力で取り組んでまいる決意であります。そして、
水俣病の教訓を世界に発信していきます。
環境大臣（松本龍）
しかしながら、水俣病問題への取組はこれからが大切と考えております。すべての被害者の方々はもとより、地
域の皆様が将来にわたって、安心して暮らしていけることが必要です。そのため、関係地方公共団体と連携しな
がら、胎児性患者の方を始めとする方々への医療・福祉の向上に努めてまいります。同時に、失われた地域の絆
の修復、いわゆるもやい直しも引き続き進めてまいります。
熊本県知事（蒲島郁夫）
もとより、被害者救済だけが水俣病問題ではありません。補償や救済を受けられても、皆様方は癒せぬ心や体の
痛みとともに暮らし、また、様々な不自由も抱えておられます。そうした日々の苦しみなどが少しでも軽くな
り、安心した生活につながるよう、地域の保健、医療、福祉の充実にも、引き続き、力を尽くして参ります。
水俣市長（宮本勝彬）
水俣病被害者並びにご遺族の皆様が心安らかな日々が送っていただけるよう保健・福祉の充実に努めて参りま
す。さらに、地域経済の活性化ともやい直しによる絆を深め、元気で明るい水俣づくりの実現に向け精一杯努力
して参りますことをお誓いいたします。
環境大臣（細野豪志）
水俣病問題への取組はこれからが正念場です。すべての被害者の方々はもとより、地域の皆様が将来にわたっ
て、安心して暮らしていけることが必要です。そのため、関係地方公共団体と連携しながら、認定患者の方々へ
の補償に万全を期しつつ、胎児性患者の方を始めとする方々への医療・福祉の向上に努めてまいります。同時
に、失われた地域の絆の修復、いわゆるもやい直しも引き続き進めてまいります。
熊本県知事（蒲島郁夫）
被害者をはじめ地域の方々が社会の中で安心して暮らしていただけるよう、福祉や環境の取り組みにも力を入れ
て参ります。特に、高齢化が進む胎児性・小児性患者の皆様方や御家族の方々は、日々、御心配の思いが募る状
況におられます。その方々の生活をしっかりと支える福祉サービスや、生きる喜びを感じられる交流活動等の充
実に引き続き取り組んで参ります。
2013(H25) 環境大臣（石原伸晃）
国としては、これを以て水俣病問題の解決とは思っていません。全ての被害者の方々はもとより、地域の皆様が
将来にわたって、安心して暮らしていけることが必要です。そのため、関係地方公共団体と連携しながら、認定
患者の方々への補償に万全を期しつつ、胎児性・小児性患者の方を始めとする方々への医療・福祉の向上に努め
てまいります。 同時に、失われた地域の絆の修復、いわゆるもやい直しも引き続き進めてまいります。
2014(H26) 環境大臣（石原伸晃）
ここに、国として、責任を持って水俣病問題の解決に全力を挙げて取り組み、地域の皆様が将来にわたって、安
心して暮らしていける社会を実現していかなければならないという思いであることを、改めて申し上げます。そ
のために、国として、引き続き、関係地方公共団体と連携しながら、認定患者の方々への補償に万全を期しつ
つ、胎児性・小児性患者の方を始めとする方々への医療・福祉の向上に努めてまいります。また同時に、失われ
た地域の絆の修復、いわゆる「もやい直し」も引き続き進めてまいります。
2011(H23)
2012(H24)
2000(H12)
2001(H13)
2007(H19)
82	 
	 
第３部	 	 重なり合う被害と障害	 
	 
第６章	 	 胎児性・小児性水俣病患者の自立の条件とその支援の課題	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 第３部では、本研究の目的である胎児性・小児性患者の自立の条件とその支援の課題、
および福島第一原子力発電所事故の影響に直面する障害者という 2 つの事例から、被害と
障害の重なり合っていく様を捉えていく。そのうえで、被害というこれまでの公害研究の
焦点に加えて、障害という焦点を設定することの環境社会学的含意に触れる。	 
	 本章では、これまでみてきた水俣病問題における被害補償と障害福祉のダイナミクスの
現在的課題として、本研究の目的である症状の悪化と介護者である親の高齢化に直面する
胎児性・小児性水俣病患者の自立の条件とその支援のあり方を考察する。まず、前章のま
とめとして水俣病問題において被害補償と障害福祉の間を揺れ動く様子を確認する（第１
節）。その上で、現在、胎児性・小児性患者がどのような制度を利用して生活を送ることが
できるのかを確認する（第２節）。次に、筆者が 2011 年末から 2012 年初めにかけて、胎児
性・小児性患者に対して行った調査結果を記述する（第３節）、そこから、胎児性・小児性
患者の自立を妨げているものを考察する（第４節）。	 
	 
1.被害補償と障害福祉の間を揺れ動く水俣病問題の解決	 
	 水俣病発生初期、行政による水俣病患者に対する救済策は、1957 年に食品衛生法の適用
が早々に不可とされたことを受けて後退を余儀なくされた。この時期、熊本県は世帯更生
資金制度による融資や転職の斡旋の相談を、水俣市は生活保護による対応、そして公費で
の入院やリハビリテーションセンターの建設など限られた対応しか取ることができていな
い。法的に確定した加害者は存在せず、加害者による患者補償と言いうるようなものはな
い。59 年末、チッソが患者団体と締結したのは見舞金契約であった。被害補償という発想
も障害福祉という発想もなく、飯島も指摘したように、水俣病問題は総じて貧困問題であ
ったと。しかし、こうした一連の対策は、生活保護受給者に対する差別意識や原因不明と
「チッソあっての水俣」という当時の世論の中での地域社会からの疎外などの問題を引き
起こしてきた。また、見舞金契約の締結以降、工場排水の問題や魚の有毒化の過程の解明
と合わせて、患者に対する補償への関心も社会的に薄れていく。	 
	 68 年 9 月に、国が水俣病を公害とする公式見解を出すころから状況が変化し始める。こ
の直前に、その後本格的に始まるであろう補償交渉を念頭において、当時の市長である橋
本彦七は、コロニー建設の費用負担を国に求めている。また、従来の患者対策が医療中心
であったことを反省し、患者の社会復帰のための職業訓練所の建設など進めていくと述べ
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る。70 年代に入り本格的に患者に対する補償が開始されると同時に水俣市の生活保護受給
者数は下がり、これと歩調を合わせるように、水俣市の存在は水俣病問題から徐々に消え
ていく。以降水俣病問題は、問題においてもその対策においても貧困問題ではなく公害問
題となり、水俣病患者に対する被害補償が行われていく。	 
	 1973 年代、第一次訴訟での原告勝訴と補償協定の成立によって解決の枠組が制度的には
確立する。国はこの時点で認定患者に対する補償は解決したという立場を取る。これ以降
は認定制度をめぐって引き起こされた未認定問題を軸にして構造的緊張と呼べるような事
態が生じ、新たな紛争が引き起こされる（舩橋，2001）。未認定患者対策に追われることに
よって、認定患者が直面していた問題にまでに手が回らなくなった。そもそも増大する認
定患者の増大に伴い高齢患者の比率が高まり、福祉的対策と言うとき、そこで主として想
定されていたのは高齢患者であった。相対的に少数になった若い胎児性患者には、政策的
にも学問的にも注目されることなく、補償を受けた後直面した働くことをめぐる問題は見
えなくなってしまった。	 
	 しかし、関西訴訟原告団が 2004 年に勝ち取った最高裁での勝訴判決以降、事態は再び動
き出す。国は早々に現行の認定基準は変えないとの方針を打ち出す。こうした国の判断も
影響し認定審査会は機能不全に陥り認定申請者は急増、新たな裁判も提起されていく。こ
うした強硬な態度とは反対に、判決以降、国や熊本県は、福祉対策の重要性についての発
言が目立つようになり、とりわけ、胎児性水俣病患者対策の文脈で進められていく。この
傾向はさらに強まり、環境省事務次官や環境大臣をして、胎児性患者の高齢化による介護
の問題に対応する仕組みづくりが必要と言わしめており、公式確認から 60 年を迎えようと
する水俣病問題の喫緊の重要課題として、障害福祉的な対策が注目を集めている。ただ、
それは基本的には現行の認定基準である 52 年判断条件の見直しを行わない国の姿勢が前提
としてあり、損点では、胎児性・小児性患者らに対する福祉対策が進む反面、適切な被害
補償のための認定基準の変更は遅々として進展が見られない。	 
	 
2.胎児性・小児性の日常生活を支える仕組み	 
	 現在、胎児性・小児性患者の症状の悪化と親の高齢化に伴う介護への対策は、2004 年最
高裁判決以降の水俣病患者補償の中で唯一も言える成果となっている。だがそれは、単に
障害福祉制度を活用したり援用したりするだけでは解決しない。被害と障害の重なり合っ
た独自の問題として自立の条件を整備していく必要がある。それでは、胎児性・小児性患
者の日常生活はどのような制度を利用して営まれているのか。まずは利用することのでき
る制度とその生活の場を確認する。	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2.1.使える制度	 
①水俣病補償協定	 
	 水俣病に認定された場合、公健法にもとづく補償もしくは 1973 年 7 月にチッソと患者団
体の間に結ばれた水俣病補償協定(以下，補償協定と表記)の選択が可能であるが、これま
ですべての認定患者が、補償がより手厚い補償協定を選択しており、公健法による補償は
適用されたことがない。よってここでは補償協定のみ言及する。補償協定のうち、医療補
償以外の補償としては、慰謝料 A ランク 1800 万円、B ランク 1700 万円、C ランク 1600 万
円、月々の終身特別調整手当(年金)として月額 A ランク 17 万円、B ランク 9 万円、C ラン
ク 6.7 万円が支払われる。なおランクについては、症状の悪化に応じて変更申請が可能と
なっている。これらに加えて介護費 48,100 円(月額)、介添手当 24,050 円(月額)、おむつ
手当、鍼灸・温泉・マッサージ治療費、治療や通院のための交通費が支払われる73。	 
	 
②胎児性・小児性水俣病患者等に係る地域生活支援事業	 
	 環境省は 2006 年度から「水俣病発生地域の環境福祉対策の推進に係る事業」を開始して
いる。これは「地域の医療・福祉の(連携)推進」と「地域の再生・融和(もやい直し)の推
進」に大別されていて、前者に「胎児性・小児性水俣病患者等に係る地域生活支援事業」(以
下、地域生活支援事業と表記)がある。この事業の大部分は熊本県を通じた事業実施団体に
対する間接補助となっている(除本・尾崎 2011:	 172-173)。対象は胎児性・小児性患者のう
ち、障害者自立支援法もしくは介護保険法によるサービスを受けることができない者、あ
るいはサービスを受けていてもそれ以外のサービスを受ける必要があると認められる者と
される(補助金交付要項第 2 条)。事業目的は胎児性・小児性水俣病患者等の地域における
安心した日常生活の確保，地域における社会参加の促進を図ること(同 3条)となっており、
上記の目的に即した支援活動(生きがいづくりや外出支援、在宅支援訪問、配食、一時宿泊
など)を実施する際の経費や施設整備費用の一部を補助する。補助金額については、自立支
援法または介護保険法の単価を参照の上設定されており、これらの法にもとづく同趣旨の
施策にかかわる自己負担に準じて、利用者(1 割)又は事業者(4 分の 1)が自己負担をするこ
とが原則とされている74。このように、既存の仕組みでは対応することのできないニーズに
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
73補償金額に関しては物価スライドによる変動があるため、記した数値は最新のものではな
い。本稿では調査期間の金額により近いと思われる公害薬害職業病研究会(2009)を参照し
ている。慰謝料と年金以外の数値については川本（2006）の巻末資(2001 年１月以降の額)
を参考にした．	 
74自立支援法で規定された利用者の一割負担（応益負担）は、2010 年 4 月から生活保護受給
世帯と市町村市民税非課税世帯を対象に無料化されたが、地域生活支援事業の 1 割負担は
継続されている。	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対応するための事業として活用されている。	 
	 熊本県生活環境部水俣病保健課は、地域生活支援事業の特徴を自立支援法等の枠組みで
は対応できない場合の「上乗せ・横出し」として位置づけているが、地域生活支援事業に
は自立支援法と異なり障害程度区分に基づいた必要量の判定がなく、事業所の要望を受け
てニーズに沿った形での制度運用ができる利点があるとしている75。この事業に法的な裏付
けはなく継続を不安視する声もあるが76、法として整備された場合、障害程度区分にもとづ
く判定の仕組みが地域生活支援事業にも組み込まれることで柔軟な運用が妨げられること
も予想される。	 
	 
③障害者自立支援法77	 
	 障害者手帳をもつ胎児性・小児性患者については、自立支援法に基づく介護サービスを
受けることができる。自立支援法に基づくサービスの提供主体である水俣市は、地域生活
支援事業を利用する被害者の大半は非課税世帯であるため(補償は収入認定されないため)、
自立生活支援法を利用する際には１割負担が発生しないことから、地域生活支援事業より
も制度的に優れていると述べている78。	 
	 
2.2.生活の場	 
①在宅	 
	 水俣病被害者の支援者などが中心となり、2010 年に訪問介護事業を行う NPO 法人「はま
ちどり」を市内に設立し、地域生活支援事業及び自立支援法に基づいた胎児性・小児性患
者とその家族の在宅での介護を担っている。なお、この事業所は介護保険法にもとづく訪
問看護も行っているため、胎児性・小児性患者以外の高齢水俣病患者や地域の障害者や高
齢者も利用可能となっている。	 
	 
②施設入所	 
	 1972 年に開設された水俣市立「明水園」が挙げられる。重度心身障害児(者)施設で厚生
省の所管だが、実質上認定水俣病患者のみを対象としている。2011 年より自立支援法にも
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
75熊本県環境生活部水俣病保健課職員への聞き取りによる（実施日 2012 年 9 月 5 日）。	 
76	 「不知火海を歩く	 水俣編――胎児性患者の問いかけ③」『熊本日日新聞』(2007 年 4 月 4
日)。	 
77平成 25 年 4 月１日より障害者総合福祉法が施行されている。	 
78水俣市福祉課職員への聞き取りによる（実施日 2012 年 9 月 5 日）。	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とづく療養介護サービスへ移行されている79。熊本県は、2011 年、明水園内に胎児性患者が
親と一緒に短期入所することのできる家族棟「ぬくもりの家潮風」を建設した。ここでは、
食事以外は無料で、常駐する支援人による介護や明水園内の治療、リハビリを利用するこ
とができ、自宅での家族の介護負担が軽減されることで患者と家族が安心して生活を送る
ことができ、家族は同時に 3 家族までが利用し，滞在は 1 日から１年程度までが想定され
ている80。県は実情に合わせた施設の改装と説明するが、患者側からは、明水園が市の中心
街から離れたところには住みたくないという要望があがる。また、「3 世帯分では数が足り
ない」「重度の胎児性患者をしっかり世話できるヘルパーでさえ不足している。人材育成を
含めて行政は身のある施策で責任を果たすべきだ」と訴えている81。	 
	 
③ショートステイ・ケアホーム	 
	 胎児性・小児性患者の日常生活を支援する社会福祉法人さかえの杜「ほっとはうす」が
2008 年 4 月に宿泊機能を備えた小規模多機能型施設「胎児性・小児性水俣病患者等地域生
活支援事業所ほっとはうす『みんなの家』」を開所し、短期入所サービスを提供している。
また、胎児性・小児性患者が介護を受けながら暮らすことのできるケアホームの建設が国
と県の助成を受けて進められており。2014 年 3 月に完成、「おるげ・のあ」と命名された。
「ほっとはうす」施設長の加藤たけ子氏はこのケアホームに関して「終の棲家にもなりえ
るもう一つの家でもある共同住宅のようなケアホームの建設も少なくとも、水俣病公式確
認 60 年に欠かせない課題」(加藤 2011:	 17)と、その意義と必要性を指摘している。	 
	 
3.	 望む生活のかたちとその支援のあり方	 
3.1.聞き取り調査の概要と手法	 
	 胎児性と確認される患者は 70 名を超えるがその正確な数は把握されておらず、今なおそ
の全容解明には至っていない(原田，2012:	 70)。そこで、本節では社会福祉法人さかえの
杜「ほっとはうす」を利用する胎児性・小児性患者 9 名を対象とした82、聞き取りは 2011
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
79	 この点に関して除本・尾崎(2011)は、これまでは認定患者であれば入所できていた明水
園が、療養介護の対象である病院等への長期の入院による医療的ケアや常時の介護を必要
とする障害者（障害程度区分 5 以上）以外は入所できなくなる制度上の問題を指摘してい
る。	 
80	 「水俣病患者と家族の滞在型施設完成」『熊本日日新聞』(2011 年 8 月 29 日)。	 
81	 「水俣病は終わっていない	 第１部	 乙女塚から（4）胎児性の娘介護	 『あと何年でき
るか…』」『熊本日日新聞』（2010 年 5 月 5 日）。	 
82	 「ほっとはうす」では、調査を実施した 2011 年 12 月時点で 20 名の職員と、水俣病被害
者そして地域に暮らす障害のある人たち 28 名が働いている。	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年 12 月から 2012 年 1 月にかけて複数回行なった。そのため、「おるげ・のあ」は完成して
おらず、ケアホームは将来の選択肢の一つとして語られている点に注意されたい。	 
	 内訳は胎児性患者 8 名、小児性患者 1 名。認定患者 8 名、未認定患者 1 名。男性 6 名、
女性 3 名。年齢は 48～60 歳(調査時)。3 名は「明水園」で暮らしている。水俣病被害にお
ける障害の位相から見た場合の制度的問題を浮かび上がらせるために、質問を①現在の健
康状態、②健康状態の変化、③現在の不安、④望む生活のかたち、⑤安心して暮らすため
に求める補償や要望という質問項目を設定して自由に語っていただく中で随時問いを差し
挟み、語りの中から質問への答えを分類した。場(個室)や聞き取り時間(30～60 分)という
点以外に細かい設定はしていない。時に職員にも加わっていただき、語りの解釈をしてい
ただいた83。	 
	 
3.2.	 聞き取り結果	 
	 A 氏(認定胎児性患者、56 歳、男性)は補償協定による年金と障害者年金を受給している。
母親と兄夫婦と暮らしているが、地域生活支援事業の短期入所のサービスを利用して週 4
日「みんなの家」に宿泊する。自宅では自立支援法にもとづく居宅介護サービスを週 4 日、
主に 2 時間夕方に利用し、入浴と食事の介護を受けている。利用時間については足りてい
るという。現時点で急激な体調の変化はないと感じているが、「晩と朝」に不安を感じるこ
とがある。また、母親が 80 歳を過ぎているという事情もあり、将来の生活に対する不安を
感じており、それを解消するには自宅ではなくケアホームで介護を受けて暮らすのがよい
だろうと考えている。A 氏にとってケアホームとは自分専用の部屋を持つ事を前提とした、
誰かとつながっていられるような暮らしを意味しており、1 人でいることの不安を解消する
手段として思い描いている。ケアホームは 60 歳までには完成してほしいという。今後の補
償については「お金はいらない」と言っており、支援の充実を求めている。	 
	 ケアホームに暮らしたいという希望は明水園入所者からも聞かれた。筆者が「ケアホー
ムが完成したら、明水園よりもそこで暮らしたいですか？」と聞いたところ、B 氏、C 氏、
D 氏とも頷いた。施設外での生活に対する積極的な気持ちがうかがえる。明水園から出ない
までも、「みんなの家」にショートステイする日数や、明水園以外の場所で日中活動する日
数を増やしたいと考えているなど外に出る暮らしを求めている。たとえば B 氏(認定胎児性
患者、55 歳、男性)は月に 3 回「みんなの家」にショートステイしている。全体的に体の調
子は悪くなってきており、特に食事の際の飲み下しに困難を感じるという。「誰か人がおれ
ばよかばってん」と話す B 氏は、「みんなの家」に泊まるとき、常に職員や昔からのなじみ
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
83	 うち 2 名（E 氏，F 氏）については本人の意向により、分析対象から除外している。	 	 
	 
88	 
	 
ある胎児性・小児性患者がいるので居心地の良さを感じている。ケアホームには「誰か人
がおる」環境を望んでいる。今後どのような補償を望むかについては「元気で、もっと生
きたい」と答えた。	 
	 一方、G 氏(未認定小児性患者、60 歳、女性)は、将来は兄弟と暮らしたいという気持ち
もあり、これからも自宅での生活を続けていくことを希望している。数年前に母親を亡く
して以降団地で一人暮らしをしている。就寝の際に不安を感じたり薬の飲み忘れがあった
りするため、週 3回 17:30〜19:30に利用するヘルパー以外に、週 5回就寝前の 21:30〜22:30
にヘルパーを利用する(うち 2 回はボランティア)。日曜日に「みんなの家」に泊まること
がある。できれば宿泊する日数を増やしたいと考えているが、金銭的な余裕がなくそれも
かなわないという。「私の場合はもう増やせられんとたいね。他の人(「ほっとはうす」を
利用する認定胎児性患者―筆者)は増やせても、私の場合増やせんけん」と、未認定である
ということが介護サービスの利用時間を増やす際に問題になると感じている。G 氏は現在自
立支援法にもとづくサービスを利用しており実質的に１割負担は発生しない。だが、居宅
介護サービスで上限まで利用しており、かつ未認定であるために地域生活支援事業の対象
とならず、「みんなの家」にショートステイする際には一定程度の負担をしなければならな
い。介護サービスにあてられる額が認定患者に比べて相対的に少なく宿泊も控えがちにな
る。認定患者との差を感じ「補償がないとやっていけないもんね」と語り、宿泊日数を増
やすためにもまずは認定されることを望んでいる。	 
	 H 氏(認定胎児性患者、48 歳、男性)は「ほっとはうす」からほど近い場所で 1 人暮らし
をしている。2 年ほど前から足が悪くなり現在は車いす利用している。家の中では杖を利用
し歩いており、週 3 回自立支援法にもとづく居宅介護サービスを受け、掃除や入浴の際の
見守りにあてている。利用時間は１時間ほどだが現時点では足りている。調子が悪くなっ
ているのは感じるが 13 年間施設で集団生活を経験したこともあり、現時点ではケアホーム
が完成しても既存の社会保障制度や補償制度を利用して一人暮らしをできる限り続けてい
きたいという。ケアホームを否定しているわけではなく、「障害に応じて自分なりに判断し
て」選べばよいという。ただ本人としては「悪くはないんだけれども、ケアホームも。お
風呂に入るときとか誰かいるし、安心していられるけれども。今までの自分の生活という
か、一人でやってきたから、なんとか一人でできるなら、できるまで一人でやっていきた
いな」と話す。だが今後の生活に対する不安は強い。右足の股関節が痛く付け根を曲げら
れなくなり、靴下をはくことや爪を切ることができなくなった。入浴の際に浴槽をまたぐ
ときにも困難を感じるという。この先症状がさらに悪化し支援が必要になるかもしれない。
そこで、補償協定にもとづいて支払われる年金の増額を求めて現在の B ランクから A ラン
クへの変更を申請しているが 2 年連続で棄却されている。これに関して H 氏は「やり方が
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全然納得いかない。検査の方法も何の意味があるのかなって疑問もあるんですよね、自分
なりに。感覚障害とかそういうのを調べたって」「(悪くなった―筆者)足をみてもらいたい
のに。生活状況とかできないことをみてほしい」と検診方法の問題点を挙げ、「痛みだけで
はない。自転車に乗れなくなったし、移動は電動車椅子、シニアカーを使っているし。自
分たちがそういう身になったらどうなのかっていうのをね、相手の気持ちになって考えて
みてほしいんですね」と訴える。棄却の理由は「1 人暮らしをしているし、自立しているし
大丈夫だろうという捉え方か、それとも単にお金を払いたくないのか」のどちらかだろう
と考えている 20)。	 
	 I 氏(認定胎児性患者、52 歳、男性)は母親と暮らしている。左腕のしびれが強い。また、
特に左足が悪く、冬になると固くなり歩けなくなることもあるという。4 年前に玄関にスロ
ープを設置したが風呂場にも必要になったと考える。歩けなくなった場合 2 階への昇り降
りができなくなるなどの不安を感じている。障害者手帳は所持しているが居宅介護サービ
スは利用しておらず、地域生活支援事業も利用していない。今後の生活については「せっ
かく我が家があるので自分が育った家で住むことを基本にしたい」という。体がどんどん
悪くなる「ほっとはうす」のメンバーをみているとケアホームは必要だと考えている。I 氏
は歩けなくなったにもかかわらずランク変更申請を棄却された H 氏に触れ、「おかしいと思
う。	 
(自分より若いので―筆者)おれよりも元気じゃないとほんとはいけない」、「お金が目的じ
ゃない。自分の体が痛いから訴えているだけ」と述べる。チッソに対しては「福祉を勉強
してほしい。自分たちが事件を起こしてそのままにしておくのではなくて、ぼくたちの立
場になって考えてほしい。今の患者さんの状態をみてほしい」と訴えている。	 
	 
4.考察	 
	 以上の聞き取り調査での胎児性・小児性患者の語りを調査において設定した各問いに分
類すると表８のようになる（次頁）。	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表６	 調査対象者とその結果	 
	 
	 
	 A 氏の場合、主な介護者である母親の高齢化という理由で、B 氏は 30 年以上にわたり生
活している施設から出るという理由でケアホームを希望している。一方、G 氏は未認定のた
め利用できる制度が限られているということもあるが兄弟と暮らすことを希望している。H
氏は長年の施設暮らしの経験から、I 氏は住み慣れた我が家ということで、それぞれ自宅で
の生活を望んでいる。このように胎児性・小児性患者が望む生活のかたちはケアホームと
自宅に大別されるが、生活形態とこれまでの生活史、健康状態の変化、そして利用するこ
とのできる制度によってそれを希望する経緯はさまざまであり、自立の意味内容は一様で
はない。	 
	 ただ、これら選択肢の中で共通して聞かれた言葉として「お金の問題ではない」という
ことが挙げられるように、彼ら・彼女らが求めているのは、生活の質を落とすことなく自
ら望む生活を何らかの介護や支援を受けながら続けていくことの方にある。だが、自らが
望む生活を既存の補償体系の体系の中で実現するためには公健法にもとづく水俣病認定あ
るいはランク変更しかない。たとえば、G 氏が認定されることで一時金や年金の獲得を、そ
して H 氏がランク変更により年金の増額を求めているように。現状では、こうした手続き
を通して補償金や年金を得る以外に福祉的対策を充実していく以外手だてはない。福祉サ
ービスを利用したいのであれば、それに必要なお金は自分で作らなければならない。一方、
県や市が重視するような自立支援法の利用を軸に福祉サービスを利用する場合、胎児性・
小児性患者にとっての自立の課題は「横出し・上乗せ」分として認識されてしまう。田尻
(2013)は、小児性患者の生活実態調査から、自立支援法による居宅介護を求めたが月に 155
時間、つまり 1 日にして 5 時間程度の支給であった事例を紹介している。このときは、支
援者が地域生活支援事業の「緊急時支援」で家政婦派遣を環境省に求めて 24 時間の支援体
制を実現させたが、それも 3 ヶ月限定かつ本人の 1 割負担が求められた。その後延長が認
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められたものの、なお不足する分については親族や支援者が支えながら日々夜間の介護を
行なっている。このように、自立支援法に基づく介護の上限からはみ出ると判定されたも
のについては、基本的には行政と自ら交渉して地域生活支援事業の対象となるよう働きか
けるか、もしくは引き続き親族や支援者の支援に頼るしかない。	 
	 胎児性・小児性患者が自立して生活していくための条件である「将来にわたって、安心
して暮らしていけること」、この実現のためには、自立とは補償金増額の問題となるか、そ
れとも既存の障害者福祉制度の利用枠を超え出たはみ出し部分として認識されてしまう。
金銭的な賠償を中心する既存の補償制度と地域生活支援事業、そして障害者福祉サービス
を組み合わせた仕組みでは、介護をめぐる日常生活の困難や将来の生活に対する不安の解
消は個々の患者とその支援者の自助努力に委ねられることになる。自立とその支援の課題
は、被害の問題か障害の問題かどちらか一方の枠組みに基づいてしか理解されていない。	 
	 だが、症状の悪化と介護者である親の高齢化という水俣病問題の現在的課題において求
められているのは、補償協定にもとづいた経済的賠償だけでもなく、既存の障害者福祉制
度だけでもなく、そしてその双方を組み合わせることでもない。改めて、栗原の発言を引
用するが、「自立支援法は障害者一般への法律です。公害健康被害補償は、公害病一般への
補償法なんですね。こういう法をいくらならべて予算をつけてみても、患者一人ひとりの
自立した生活とか、生きがいのある仕事とかですね、心のケアにはとても届かない」。つま
りそれは、水俣病被害だけの問題でもなく、障害福祉だけの問題でもない。被害と障害が
重なり合わさるところに見えてくる問題である。公式確認から 60 年を前にして、胎児性・
小児性患者の自立の条件を整えるためには、被害と障害が重なり合わさるところに現れる
問題に対応することのできる独自の制度を構築することが求められている。	 
	 それでは、どのような制度であることが望ましいのか。今後も悪化していくであろう症
状と親亡き後ということを考慮すると、それぞれの望む生活の形はますます多様化してい
くことが予想される。また、福祉的なサービスが必要となる時期も異なってくる。そのた
め、単に、そのときある既存の複数の制度を組み合わせれば問題が解決するということは
ない。これまでの水俣病被害者に対する補償がそうであったように、そのとき運用されて
いる制度の中から選択する（たとえば、認定申請するのかそれとも特措法対象者の方に申
請するのか）という本人申請の原則ではそこからはみ出るニーズを生み出し、また、申請
に踏み切れない人びとは潜在化する。よって、制度の原則を変える必要がある。補償協定
なのかそれとも障害福祉制度なのかといった選択の原則ではなく、たとえば、胎児性・小
児性患者１人ひとりが決めたことを支援して実現へと向かわせていくという意味で自己決
定を原則として制度を設計していくことが必要となのではないか。	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 ただそれは、胎児性・小児性患者が望むことありとあらゆることを実現させよと主張し
ているわけではない。自己決定という主張の要点は、望むことをすべて実現せよというこ
とではなく，自己決定にもとづかないことは認めないということの方にある(市野川，2011:	 
150)。	 
各自が必要とするサービスをなんでもかんでも利用できるようにしようとしていくことが
望ましいことでは決してない。重要なのは、ますます困難になる生活と将来に対する不安
の中、今後どのような生活を送りたいのかを、支援者や地域の介護事業所、そして加害者
を交えて胎児性・小児性患者それぞれと話し合い、作り上げていく、支援を通してのかか
わり合いではないだろうか。胎児性・小児性患者が抱える知的障害などの側面を考慮する
と、こうした自己決定の原則を立てることの重要性は増していく。こうした文脈から、チ
ッソだけではなく国や熊本県も加害者として I 氏の「チッソはもっと福祉を勉強してほし
い」という発言を受け止めていく必要がある。	 
	 水俣病患者互助会事務局の谷洋一氏は「人間が人間らしく生きていくことについて、社
会もそうだし、加害者はサポートする義務を負っている。補償というよりも被害者支援を
どうするのかというのが加害者の責任であると思う」84と述べているように、福祉的対策が
であったとしてもそこでの加害者責任として明確にしていくことが求められる。環境汚染
の問題とは文脈が幾分異なるが、たとえば環境保全や自然資源管理において、専門家主導
ではなく、地域固有の文脈に依拠し、多様な価値観を併存させながら対立や紛争を解決し
ようとする合意形成の手法が模索されている(宮内編，2013)。こうした取り組みも参照し
ながら、水俣病問題の解決過程においても、当事者参加を基本とした制度設計ならびにそ
こでの加害者責任の明確化という補償のあり方が構想され、議論されてもよい。今後、患
者に対する福祉的対策を強化していこうとするのであればなおさらその必要性と緊急度は
高い。	 
	 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
84谷洋一氏への聞き取りによる（実施日 2010 年 11 月 22 日。	 
93	 
	 
第７章	 	 環境汚染と障害者—福島原発事故が明らかにしたもの-	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 水俣病問題の現在的課題である胎児性・小児性水俣病患者の自立をめぐって、被害補償
と障害福祉というこれまで別個の領域で議論されていた問題が重なり合わさってきている
ように、環境汚染をめぐる被害の現れは、他の社会問題と結びつきながら、必ずしも重度
の症状や容姿の損傷といった身体障害の発生を起点とするものではなくなってきている。
そのため、解決のための補償のあり方も多様化している。その傾向は水俣病問題に限らず、
とりわけ東日本大震災以降の研究に強く見られる。そこで、この章では、まず東日本大震
災以降の環境社会学における被害論を概観し、その特徴である選択をめぐる被害という論
点について言及する（第１節）。次に、本研究の関心である被害と障害という２つ焦点に即
して、筆者が震災以降取り組んできた福島市で自立生活を送る障害者に対する調査から、
選択をめぐる被害の問題について考察する（第２節）。環境汚染をめぐる議論が産業公害か
ら環境リスクへと力点が移り、現代を生きるあらゆる人びとがさまざまな環境リスクにさ
らされているが、とりわけその影響は弱者に集中する。災害弱者である障害者にとって被
害とはどのような問題として浮かび上がるのかを明らかにすることで、被害と障害が重な
り合う領域を捉える。	 
	 
1.東日本大震災以降の問題意識	 
1.1.更新される被害へのまなざし	 
	 震災の年の『環境社会学研究』第 17 号(2011)の巻頭言で宮内泰介は、宇井純の言葉を引
用しながら、「市民の学、生活者の学」である環境社会学の役割を次のように述べる。	 
	 
	 広範な被災や災害の中で、トップダウンではなくボトムアップで復興を考える時、現場の
多義性の中で声なき声を拾い、一緒に考え、文脈を練り直し、行動するということが求めら
れる。多声性の学である環境社会学が担い得る役割はじつは大きい（宮内，2011：1）。	 
	 
	 それでは、東日本大震災の発生を受けて、環境社会学はどのような問題意識をもち、い
かなる目線で環境問題を捉え、どのような現場からそこにある声を拾い上げようとした（し
ている）のか。2012 年に発行された学会誌『環境社会学研究』第 18 号では、特集「環境社
会学にとって『被害』とは何か」が組まれており、「特集のことば」で次のように述べられ
ている。	 
	 
	 ……環境社会学としてむしろ正面から積極的に取り組んでいくべきであり、独自の貢献を果
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たしていくにあたっては、「被害」を切り口にアプローチしていこうということで（編集委員
の間で—引用者）一致した。環境社会学の財産である被害構造論の応用、さらには概念の再検
討も視野に入れることとし、中堅から若手研究者を中心に 6名の方々に執筆をお願いした（浜
本，2012:	 4）。	 
	 	 
	 巻頭論文で特集全体の論点を整理した堀川三郎は、論文要旨において、「他の学問分野が
語る『被害』が、われわれのフィールドの感覚と大きく異なるかと感じられる今だからな
おのこと、環境社会学にとっての被害を語ることは、学問的にも社会的にも大きな意味を
持つ。いまだ明らかにされていない被害を明らかにし、語られていない被害を語るために、
あらためて被害について再考することが求められている」（堀川 2012:	 5）と指摘する。環
境社会学は、他の学問分野では見ること、聞くことができない、そして時にはその存在を
否定されてきた被害を明らかにすることで、環境被害に伴い発生する被害の総体を描き出
してきた。『環境社会学研究』第 18 号は、そうした独自性と意義を持つ環境社会学からの
東日本大震災への応答となっている。	 
	 だが、同時に環境社会学においてもその理論的な基盤である被害構造論を問い直す、「環
境社会学自体のとらえ直し作業」（同上:	 7）も必要であるとする。その上で、被害構造論
においてこれまで何が語られてこなかったのかを、①被害とは何かを直接に問う理論が少
なかったこと85、②時代に即した被害構造論の理論的再検討が求められていること（つまり
被害構造論は未完成であるということ）、③加害-被害関係をベースとすること自体の問い
直しを挙げる86。被害とは何かを直接に問いながらも、従来の加害-被害関係の構図に収斂
されない（できない）3.11 を経て問題化される問題。こうした問いかけをもとに、どのよ
うなことがらを可視化しようとしているのか。端的に言えば、選択をめぐる問題にまなざ
しを向けている。	 
	 堀川は次のように述べている。「被害者・被害地域救済を考えるうえでもっとも重要と思
われる論点は、『被害者本人に選択させる』と同時に、その選択のために将来されうる不利
な結果を被害者のみに帰責させない仕組みが構想されねばならない、という点である」（同
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
85	 「被害構造論は被害とは何かを、他の学問との強烈な対比のもとで問い続けてきた。医
学的診断や、損害賠償制度が指し示す『被害』よりも、広範で深刻な被害があるのだと訴
えてきたといえるだろう(堀田，2002；関，2003)」（堀川，2012：12）と述べているが、堀
田（2002）も関(2003)も、被害構造論を分析枠組としながらも、「豊かさ」という表現を用
いて、加害-被害関係を越えた生活世界を描こうと試みているように私は思う。	 
86	 環境社会学において語られてこなかったことの 4 番目に、原子力問題や再生可能エネル
ギー問題への取組みは十分であったのかどうかを挙げているが、本稿とは直接には関係の
ない論点なので、本文からは省略した。	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上：17）。そして、「不毛の選択肢から、強制された選択をさせられ、その結果がその個人
にのみ帰責されていくこともまた、被害ではないのか」と指摘し、「善意から行われる社会
的行為のはらむ問題」（同上：18）と問いかける。	 
	 自己決定が加害者の免責を準備してしまう。この結びつきを絶つために、選択をめぐる
問題を被害として規定する必要がある。東日本大震災を経て、更新された被害論の論点は
ここにある。	 
	 
1.2.「選択」をめぐる被害	 
	 そこで、堀川(2012)の提出した選択をめぐる被害と論点を中心に、震災以降の被害論を
概観することにする。	 
	 まず、友澤悠季は、飯島伸子による被害構造論の生成過程において重要な意味をもつ薬
害スモン調査から、改めて被害構造論の適用範囲を検討する。飯島は、調査を担う医学者、
救済策を策定する厚生省、そして訴訟での裁判官に向けて、被害の矮小化に抗して被害論
を展開した。すなわち、加害者と対峙する状況において被害は証し立てられてきた。この
ように被害構造論はその生成過程において加害者あるいは加害構造の存在を前提としてい
たが、しかし、友澤は、家族関係という要素を持ち込むことで、被害構造論は必ずしも加
害構造と対照できる形では存在していないことに注意を促し、次のように述べる。「ひとた
び何らかの形で『生活設計』が脅かされる状況になれば、考え方の違いが互いに加害的要
素としてはたらいてしまう瞬間があり、そのことが新たな苦痛を生み出してしまう」（友澤，
2012：39）。あわせて、被害構造論にもとづく視座が，過去に起きた事件や問題の解明やあ
る特定の地域に限定されるものではないことも強調する。「飯島が数々の調査を通じて触れ
たのは、『公害』『環境』『住民運動』といった文脈からは語られることのなかった、ありふ
れた日常生活への願望であった」（同上）。「生活設計」という表現を用いながら、そして、
福島第一原子力発電所事故の影響により自殺した人びとを念頭に置きながら、友澤は、理
論化以前の個別具体的なことがらに引き戻し、身体被害を起点としない、そして事件事故
の固有性や地域性に規定されないものとしての被害概念の可能性を描き出している。	 
	 福島県内でのヒアリングをもとに原発事故の被害と加害の関係について論じた藤川賢も
同様に、被害構造（論）が健康被害に発するものとは限らないこと、そして過去の事象の
みを取り扱うものではないという視点を共有している。今回の原発事故について、「健康被
害から直接引き起こされたわけではない生活や社会の破壊も甚大で、これは従来の公害事
件と異なる大きな特徴である」と指摘した上で、その中でもとりわけ注目される問題とし
て地域の人づきあいが分断されている状況に注目し、「こうした分断のなかには、被害とい
うより、自分たち自身による選択の結果として受け止められる場合が存在することである」
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（藤川，2012：50）と指摘する。地域や家族内での分断をめぐって、自ら選ばなければな
らなかったこと、そしてその決定について自分自身を納得させなければならないという事
実を聞き取りから明らかにしながら、選択をめぐる苦悩について、藤川は、それを個人の
選択と自己責任に帰すことの問題性を指摘する。特に、こうした事態では、弱い立場の人
ほど無理な選択を強いられる状況にある。こうした「問題の解決のために問われるのは汚
染地域の人たちの選択であるよりも、無理な選択を強要し続けてきた状況を改善すること
である」（同上：55）として、選択の問題の所在を個人の自己決定の水準においてはならな
いことを指摘する。	 
	 大矢根淳は、災害社会学の立場から、津波被害を受けた宮城県の漁港が、「ボランティア
とともに浜の再興に奔走し続ける人々の実相を等閑に付して、霞ヶ関の机の上で 6 次産業
化と称して復興の名を冠した大規模築港公共事業」の対象となっていくことについて、「こ
のまま放っておいて欲しい」という漁師の言葉を手がかりにして、復興とは一義的な公共
事業の展開ではなく、「グラスルーツのマルチステークホルダー参加型で構想される『輝か
しい未来』探し」として今回の震災を経ての被災地復興が模索されることを期待し，その
際には「地元の言葉を盛り込みくみ上げられる復興こそが重要である」（大矢根，2012：
106-107）と指摘する。	 
	 だが、震災後の事態は問題の解決に向かうというよりもむしろ、現場の多義性がますま
す明らかになりになり、多種多様な問題が顕在化していく。2013 年、『環境社会学研究』第
19 号（2013）では、「複合過酷災害への応答――加害・被害の観点から」と題する特集を組
み、被害に加え、加害（原因）に焦点を当て、震災や原発事故などの「複合過酷災害」（堀
川 2012）という問題に応えようとする（帯谷・土屋，2013）。その中で、関礼子は、原発事
故によって避難を強制された福島原発 20 キロ圏内の楢葉町の人びと 70 名に対する聞き取
りから、避難当事者が求める復興のかたちを考察している。「いかに生き延びるかではなく、
自らの生活をどう取り戻し、どう生きるか。すなわち、日々の生活(life)を営み、その生
活や記憶、希望を次世代の命(life)につなぎながら、それぞれの人生(life)をどう歩むか」、
端的に言って「いかに生活者としての
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
人間を復興するか」（関，2013：45）という論点に着
目し、従来の公害や環境汚染との対比から、原発事故避難の特徴は、第一に、直接的な生
命・健康被害が議論の出発点ではなく、避難の結果としての震災関連死や身体的・精神的
被害が生じ、また、将来的な健康リスクも被害を規定すること、第二に、個人と同時に、
家族や地域社会までもが避難せざるを得なかったことの 2 点を挙げ、これらは被害構造論
における被害モデルとは異なると指摘する。そして「あなたまかせ」という住民の言葉を
手がかりにしながら、賠償内容はどうなるか、町に帰るか帰らないか、自分たちの暮らす
町が安全なのかそれとも危険なのかなどあらゆることがらが主体的に決められず、しかし、
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一方でその結果としての差別や偏見、家族や地域社会の崩壊，将来の生活不安などを引き
受けねばならないという原発事故に特徴的な状況、すなわち、「生活(life)」の剥奪という
事態を解決するためには、「町に帰る／帰らない、どちらを選択しても不利益が生じないよ
うな選択の自由」（同上，：55）が必要であると指摘する。しかし、それは単に避難当事者
が決めることであればよいということではない。選ぶことのできる選択肢を増やしながら、
いずれの選択をしても不利益が生じないような選択の自由を保障することが必要であると
いう。	 
	 森久（2013）は、これまでの環境社会学において被害論が、大規模な自然災害を念頭に
議論されるレジエリエンス論と、被害認識を被害救済の制度設計に活かそうとする議論と
いう 2 つの潮流があり、被害構造論が多様な展開を見せているが、被害の理解に注力する
だけでは縮小再生産に陥ってしまい、被害—加害論から踏み出すことができていないと指摘
する。そこで、第三の潮流として、保安や防災、災害予防といった論点が必要であるとし
て、その事例として飯島伸子の三池大災害調査を取り上げながら、公害など社会的災害の
保安や防災のためには、労働の現場における労働者の保安意識や安全管理の社会学的分析
が必要であることを指摘する。	 
	 
2.問題の所在87	 
	 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所事故（以降、福島
原発事故と表記）は、公害と結びつけて論じられることがある。山下祐介は水俣病問題に
引きつけながら次のように述べる。	 
	 
……今回は水俣病などの過去の公害と違い、まだ明確に身体への被害は出ていない。何か良
くないことが起きる可能性はあるが、それが現れるまでにはまだ時間もかかるし、予防もで
きる。逆に言えば、いまは被害が出る前に出た際の準備をしておくべき段階にある。しかし
ながら、妙に強く汚染の安全神話が強調されており、このままでは誰かが実際に犠牲になら
ない限り、被害を未然に食い止めることは許してもらえなさそうだ。いやそれどころか、被
曝との因果関係の設定に時間がかかるだろう。被害が出ても人々はおそらく名乗り出られな
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
87第７章の本節以降は『環境社会学研究』第 20 号（2014）掲載論文「福島第一原子力発電
所事故をめぐるリスクと被害のありか――障害者が直面する介助者不足に焦点を当てて」
に加筆修正を加えたものである。この調査は、明治大学研究・知財戦略機構「震災復興支
援・防災研究プロジェクト」の助成を受けている。	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いだろう。被害者は隠れる。過去の公害ですでに学んだことだが、我々はその教訓をいま活
かせずにいる。我々は新しい「水俣病」を作ろうとしている（山下，2013：76-77）。	 
	 
	 だが、その後の環境社会学の源流となる公害研究、とりわけ水俣病問題をめぐる諸研究
おいて企図されたのは、医学的あるいは自然科学的な方法によってしか捉えることのでき
ない被害の把握をいかに乗り越えるかということであった。宇井純は『公害原論』におい
て「被害者は常に被害を体全体で受けている。総合的に受けているのです。しかし、それ
を表現するためには大気中の亜硫酸ガス濃度が何 ppm とか、水の BOD が何 ppm とか数字で
部分的に表現することしか現在のところ方法がない。その部分的に表現されたものをもっ
て加害者、あるいは第三者が判断するのです。ですから公害の認識というものは加害者と
被害者では次元が違う」(宇井，1971：38)と述べた。公害研究においては、環境汚染との
因果関係で企業や政策決定者が規定する被害と、公害を総体として体全体で受ける中で
日々経験されていく一人ひとりの被害は水準を異にすることが前提となる。環境社会学は
こうした認識を起点として、自然科学的に被害を規定しようとする専門家に対して、ある
いは金銭的補償に換算して被害を捉えようとする加害企業や政策決定者に対して、「居住者、
生活者、被害者の視点から環境問題を考え」（飯島，1994a：7）るという基本的認識枠組み
に依拠し、両者の認識の差異から環境問題の実像を見いだし、被害という言葉で捉えられ
る多様な現実に目を向けてきた（寺田，2011）。そして、東日本大震災を経た現在、あらた
めて、不可視の状態に置かれている被害をいかに見、そして聞くのかという課題を突きつ
けられている（堀川，2012）。	 
	 すなわち、被曝との因果関係が立証されないから被害がないということにはならない。
将来どのようなかたちで顕在化するのか不確定な放射性物質の被曝のリスクの問題を、	 
しかし、現時点でどのように受けとめ被害と結びつけるのか。リスクと被害の接続を明ら
かにしていく必要がある。そのためには、第一に、心身への損傷という捉え方からふるい
落とされてしまうことがらを被害として可視化する必要がある。これに加えて、原発事故
においては甚大な被害を受けた地域だけでなく、社会からより高い関心を受けるのが妥当
と思われる状況にありながら、その被災状況が十分に社会的認知を受けていない「低認知
被災地」（原口，2013）にも目を向ける視座が求められるため、第二に、本来被害者として
位置づけられる人びとが不可視化されている状況に目を向けることが重要となる。そこで
本稿では、帰宅困難地域や居住制限区域に比べて福島原発事故による影響の認知度が低い
自主的避難等対象区域88である福島市に焦点を当てる。そして、災害発生時の救援活動やそ
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
88	 原子力損害賠償紛争審査会は「東京電力株式会社福島第一，第二原子力発電所事故によ
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の後の復旧復興過程で不可視化しやすい災害時要援護者89である障害者90、なかでも介助者
のケアを受けながら自立生活を送る人びとを分析対象に、福島原発事故の影響を受けて浮
かび上がったリスクの意味内容を明らかにし、それを具体的なことがらとしての被害へと
結びつけることを目的とする。	 
	 
3.分析視角	 
3.1.被害への視点とリスク論	 
	 1986 年に起きたチェルノブイリ原発事故や同年ドイツで刊行されたウルリヒ・ベックの
『危険社会』（1986＝1998）、地球温暖化に関する議論の拡大などの影響を受け、環境問題
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
る原子力損害の範囲の判定等に関する中間指針補（自主的避難等に係る損害について）」（平
成 23 年 12 月 6 日）において、自主的避難等対象区域を、福島県内の市町村（福島市、二
本松市、伊達市、本宮市、桑折町、国見町、川俣町、大玉村、郡山市、須賀川市、田村市、
石町、天栄村、石川町、玉川村、平田村、浅川町、古殿町、三春町、小野町、相馬市、新
地町、いわき市）のうち避難等対象区域を除く区域と指定している（http://www.mext.go.	 
jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2013/
02/01/1309711_14.pdf，最終確認日 2014 年 7 月 11 日）。	 これらの地域から避難または移
住する人びとは、「福島第一原発事故によって，政府又は地方公共団体による避難等の指示
等に基づかずに自主的に避難したもの」(中手・河﨑，2013：186)という自主避難者として
位置づけられる。	 
89災害時要援護者は『防災白書（1991 年度版）』において，①自分の身に危険が差し迫った
時，それを察知する能力がない，または困難な者，②自分の身に危険が差し迫った時，そ
れを察知しても適切な行動をとることができない，または困難な者，③危険を知らせる情
報を受け取ることができない，または困難な者，④危険を知らせる情報を受けとることが
できても，それに対して適切な行動をとることができない，または困難な者，と定義され
ている。	 
90福島県では 2004 年 9 月から「障害者」の表記を「障がい者」へと変更している。こうし
た動きは他の自治体でも広がっている。そこには「障害」を否定的な個人の属性を意味す
るものだと捉えて，「害」という漢字の否定的意味を嫌う障害者がいることに対する配慮が
ある（杉野，2007：5）。だが，本稿の議論の背景には，「障害」を個人の否定的な属性とす
ることに異議を申し立て，社会的制度に起因するものとして捉える障害学の議論があり，
分析対象は日本における障害学理論の源流とも言える自立生活運動が築き上げた自立生活
という生き方である。そこで，本稿では障害者運動の歴史を重視し，「障害者」という表記
を選択する。なお，引用個所において「障がい者」と表記されている場合はこの限りでは
ない。	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は、地域的に限定された公害から地球規模にまで拡大するリスクへと力点が移り、これを
受けて環境汚染による被害の捉え方も変化する。	 
	 公害問題では、ある特定の場所から排出される物質が引き起こす心身への深刻な影響を
起点に、家族や地域へと社会的に拡大していく被害構造の解明が目指されてきた（飯島，
1984）。だが、環境リスクをめぐる問題においては、ある特定の場所や物質を排出源とする
ことは困難となり、被害の範囲が空間的にも時間的にも広域に拡散する。それに伴い想定
される被害者や被害の意味内容も明確ではなくなる。健康被害を及ぼす物質が特定できた
としても、症状として顕在化するまでに多くの年月を要することもある。そのため、「環境
への危険性の定量的な表現で、『どうしても避けたい環境影響』の起きる確率」（中西，1995：
4）というように環境リスクは確率論的に定義される。	 
	 これに対して、社会学は、リスクを技術的な計算だけでなく、当該のリスクを脅威とし
て受け止める当事者の認知や活動といった社会的文脈に結びつけて理解する必要性を強調
する（Lidskog	 and	 Sundqvist，2013）。環境社会学においては、環境リスク規制に関する
議論に比重が置かれる。規制をめぐっては、陰に陽に、ある状態が危険であるのか安全で
あるのかに関する境界線が引かれる。何を守るべきであり、それを保護するのは誰であり、
その理由は何で、どのような方法によるのか。ある環境的な状態は客観的な数値として把
握されるとしても、それをどのように規制するかについては、社会的な相互作用や多様な
当事者間の関係性を通して形成されていく（Lidskog	 et	 al，2010：3）。その過程において、
リスク評価や規制の基準をめぐって専門家と市民の間に「まなざしの乖離」（成，2004：23）
が生じるが、「環境社会学者の関心は、実際的、政策的なリスク評価やリスク管理の『鳥瞰
図的』な方法論よりも、むしろ『虫瞰図的』な『まなざしの多様性』を複眼的に分析する
ことにある」（寺田，前掲：53-54）。だが、市民の側のリスク認知の多様性に焦点を当てる
ことは、環境に関する客観的な状況や実態を無視することを意味しない。本質的な問題は、
リスクに関する意思決定過程をどのように民主的なものにしていくかにあり、そのために
は専門家主導か市民主導かという対立図式を乗り越えることが求められる
（Shrader-Frechette，1991=2007）。環境リスクをめぐる問題の解決に向けては、たんに専
門家や政策決定者のみで議論されるのではなく、市民の参加を保障した包摂的かつ透明性
の高いリスクコミュニケーションが求められる。	 
	 
3.2.対象としての障害者	 
	 しかし、現代を生きるあらゆる人びとがさまざまな環境リスクにさらされている状況に
おいて、どのようにしてある特定の人びとが抱える問題へとまなざしを向けるのだろうか。	 
	 この点に関しては、水俣病問題に関わり続けてきた医師原田正純が「公害が起きて、差
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別が起きるのではなく、むしろ、差別があるところに、公害みたいな、社会のマイナスな
ものが押しつけられる、そういった構図が見られたわけです」（原田，2010：20）と述べる
ように、公害や環境問題による被害はそれに先行する差別の存在を起点に議論されてきた。
東日本大震災からの復旧復興過程においては、帰宅困難区域に指定された原発立地地域住
民の移住あるいは帰還、漁業や農業など第一次産業従事者の生業の回復、海岸付近に暮ら
す人びとの高台移転、災害時要援護者とされる高齢者、病者、障害者、妊産婦、子どもそ
して胎児に対するケアの不足あるいは剥奪などに関する研究の蓄積がある（相川，2013；
藤川，2012；原口，2012；本多，2012；中村，2012；植田，2012）。こうした一群の人びと
が直面する事態が問題化される背景には、震災以前からの人口構造や産業、経済状態、地
理的条件、医療福祉的支援の必要など、もともと抱える脆弱な、あるいは差別的な生活・
生存条件がある。	 
	 三井さよは、阪神淡路大震災を事例に、「被災者は一様な人々ではない。それぞれ異なる
『生』を生きる人々である。身体的・経済的状況、その人のそれまでの『生』のあり方、
またそれからの『生』のあり方によって異なる」（三井，2004：26）と指摘し、これを「『生』
の固有性」と表現する。環境的、経済的、地理的、医療福祉的、さまざまに抱える固有な
生のあり方が、特定の人びとに被害（災）者としてのまなざしを向ける際のきっかけとな
る。確かに災害はすべての人に等しく襲いかかり、誰もが支援を必要とする状態に陥る。
だが、「すべての人が何らかのケアを必要とする要介護者であるにもかかわらず、その必要
を当たり前のように満たしてもらえる人と、そうでない人という分断がある」（市野川，
2011：149）。この分断は震災が起きてから生じるのではない。もともとさまざまな支援を
必要としているゆえに、言い換えれば日常生活における「『生』の固有性」が軽視されてい
るゆえに、それは震災発生時に深刻化していく。	 
	 そこで本節では、抱える症状の重さや社会的なつながりの少なさから被災状況の確認や
その後のニーズ把握の段階において不可視化されることで、より脆弱な立場に置かれやす
い障害者に焦点を当て、震災後に浮かび上がった障害者にとってのリスクと被害の関連に
ついて分析する。たとえば、津波被害については、東北 3 県の沿岸部自治体で身体、知的、
精神の各種障害者手帳所持者に占める犠牲者の割合は 2%にのぼり、住民全体の死亡率に比
べ 2 倍以上高いことがわかっている91。また、福島第一原子力発電所原発から 30km 圏内に
ある相双地区の 10 市町村では障害者・障害児に就労や活動の場を提供していた施設の休廃
止が進む92。前者の事例では、移動手段や情報の獲得などの面において日常的に困難を抱え
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
91	 「障害者の死亡率 2 倍――迫る津波、救援後手	 電話通じず、警報聞けず」『毎日新聞』
（2011 年 12 月 24 日朝刊）。	 
92	 「福島第１原発事故	 行き場失う障害者	 13 通所施設休廃止」『毎日新聞』（2014 年 4 月 17
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ていることがリスクとなり、死亡率を高める結果となった。後者の事例では、就労や活動
の場が少なくなることがリスクとなり、家族の負担増や行政によるニーズ把握およびサー
ビスの提供をさらに難しくさせる事態を招いている。こうした状況に対して、福島市に暮
らす障害者という、いわば二重に不可視化された状況においてリスクとはどのようなこと
がらを意味し、そしてそれはいかなる問題として現れたのか。	 
	 
4.	 「選択」とはどのような被害なのか―福島市に暮らす障害者を対象とした調査か
ら―	 
4.1.留まらざるを得ない障害者	 
	 ここでは、まず分析の対象である障害者の自立生活という生き方について紹介する。次
に、震災発生から約 2 年間の自立生活に関わる障害者団体の活動から浮かび上がる、福島
から離れることをめぐって障害者が直面したリスクを明らかにする。	 
	 
4.1.1.自立生活の主張	 
	 本稿が焦点を当てる自立生活とは、親元でもなく施設でもなく地域で暮らすことを選択
した障害者の生き方を指す。以降用いられる障害者という表現は、基本的には、自立生活
を送る重度身体障害者を指している。	 
	 自立生活という生き方は、介護の必要度を判定してきた医療・福祉の専門家や家族など
第三者への対抗として成立してきた経緯がある。そのため、自立とは日常生活動作を 1 人
で行える身辺自立や就労による経済的自活ではなく、自己決定、すなわち、「どんな重度の
障害をもっていても、介助などの支援を得たうえで、自己選択、自己決定にもとづいて地
域で生活すること」（中西・上野，2003：29）と規定される。これを受けて自立生活の文脈
では，「介護」という言葉は援助を受ける側を保護すべき存在と捉えているとして意識的に
避けられ、その代わりに「介助」という表現が用いられる。しかし、できることを何でも
すればよい、ということが自立の目的ではない。渡邉琢が「自立は、『〜出る』ということ
だけが至上の価値ではない。やはり『出てその先〜』を求めて出るのである。その先の関
係こそが自立の内実を決めていく」（渡邉，2011：415）と指摘するように、周囲の人びと
との社会的な関係を通して築かれていくものとしているところに自立という言葉が意味す
ることがらの要点がある。	 
	 自立生活は、自立生活センターからの介助者派遣を受けて営まれる93。制度的には、自立
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
日）。	 
93	 自立生活センターは、障害者自身が支援の担い手になり、障害者に対して福祉サービス
を提供する事業形態であり、1970 年代初頭にアメリカで生まれた自立生活運動に端を発し
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支援法（当時）における居宅介護ではなく、自立生活の理念を実践するのに適していると
される重度訪問介護が用いられる94。支給時間が最大 24 時間に及び、基本的に介助内容に
制約はない。日常生活上で起こりうるさまざまな介助に対応するための見守りなどの支援
を含め、総合的で断続的な介助を提供することができるとされる。	 
	 
4.1.2.障害者にとってのリスクとその「選択」	 
	 東日本震災発生から 2 日後の 2011 年 3 月 13 日、被災した障害者の支援を目的として全
国自立生活センター協議会、障害者インターナショナル、阪神淡路大震災を機に障害者を
支援するために設立された「ゆめ風基金」の呼びかけによって 8 団体からなる「東北関東
大震災障害者救援本部」（以降、救援本部と表記する）が設立された。それから約１週間後
の 3 月 19 日、いわき自立生活センターを利用する障害者と介助者およびその家族計 33 名
が、福島原発事故の影響による物資やガソリンの不足、介助者の自主避難による人手不足
のため、東京都新宿区の戸山サンライズ（全国身体障害者総合福祉センター）への避難を
決定した。救援本部は東京都自立生活センター協議会とともに介助体制などの受け入れ態
勢を整える。いわき自立生活センタースタッフが「医療支援が必要な重度障がい者への通
院（透析の患者も１名いた）、往診のドクター、訪問看護の手配が容易であった。救援本部
では常住の職員を配置してくれ、私たちの法人コーディネーターと連日協議を重ね、これ
らのニーズを解決すべく迅速に動いてくれた」95と振り返るように、東京での支援を受け、
避難生活はその後約１ヵ月に及んだ。しかし、同時に、当時いわき市で自立生活をしてい
た同センターのスタッフ小野和佳（当時）は障害者の避難・移住にあたっては特有の困難
があり、すべての障害者が避難できたわけではないとして、次のように述べている。	 
	 
原発事故を受けて，食べ物がない・ガソリンがない・お医者さんにも行けない・薬もないと
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
ている。日本では 1980 年代半ば以降各地に設立された。2014 年 2 月 4 日時点で全国自立生
活センター協議会には 130 の団体が加盟している（全国自立生活センター協議会 HP「加盟
団体一覧」http://www.j-il.jp/kamei/index.html#content、最終確認日2014年4月16日）。
加盟条件は①意思決定機関の責任および実施機関の責任者が障害者であること、②意思決
定機関の構成員の過半数が障害者であること、③権利擁護と情報提供を基本サービスとし、
かつ、介助サービス、ピア・カウンセリング（同じ障害を持つ人による精神的なサポート）、
自立生活プログラム、住宅サービス（住宅情報の提供）の 4 つのサービスのうち 2 つ以上
を不特定多数に提供していること、④会費の納入が可能なこと、⑤障害種別を問わずサー
ビスを提供していること、となっている。	 
94	 対象は障害程度区分 4 以上。2013 年 4 月 1 日に施行された障害者総合支援法では、重度
訪問介護について 2014 年 4 月 1 日から重度の肢体不自由者に加え，重度の知的・精神障害
者も対象となっている。	 
95	 NPO 法人いわき自立生活センター広報誌『えんじょい』第 63 号(2011)：2-3。	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いう心配よりも，いわき市から東京に行って，知らないヘルパーさんや今まで生活したこと
のないベッドや部屋で生活することの方を心配する人が多かったのです。障害者たちは震災
を受けたリスクよりも違う土地で生活することの方に心配事が大きいと判断したのです96。	 
	 
	 逃げたいけれども障害の程度が重いため避難先の環境によってはさらに過酷な生活を強
いられることを懸念し、避難を断念せざるをえない障害者がいた。だが、留まったからと
いって震災以前と同じ生活を継続することができたわけではなく、留まることを選択した
ことによって深刻化した問題がある。すなわち、いわき市の障害者が避難した原因でもあ
る介助者の人手不足の問題が徐々に深刻化していく。震災発生から約１ヵ月の段階で、す
でに田村市に暮らす障害者が「福島の CIL(Center	 for	 Independent	 Living(自立生活セン
ター)の略―引用者)の皆さんからは、介助者の中でも自主避難を決めた方がいるため介助
者が不足している状況をお聞きしました」と報告している（『福祉労働』編集部，2011：27）。	 
	 「JDF（日本障害者フォーラム）被災地障がい者支援センターふくしま」（以降、支援セ
ンターと表記）97に務める障害者は、福島原発事故発生から１年を前にした 2012 年 2 月、
今後の活動について「(考えるべきテーマが―筆者)多すぎるのと、10 年 20 年かかる話もあ
って、どこで区切りをつけるんだか。要は展望が見えなくて。見えなくて苦しいんです」
と語り、活動が多方面に及ぶことに苦悩しながらも、同時に、「子どもが危ないというのは
言われていますよね、一番。そうすると子どもさんをもっている働きざかりの世代なんで
すよ。そこの人口がぐっと下がってきているので。労働人口が少なくなっていて、介助者
不足が深刻化しています」98と指摘している。救援本部代表を務める中西正司は、「福島県
においては、今なお続く原発事故の影響から介助者の離職が続き、重度障がい者の介助体
制を維持することに困難が生じ始めている。長時間の介助枠を短時間枠でつなぐなど、少
ない介助者でなんとか障がい者の生活を支える状況にある。すでに外出や旅行、社会参加
等には支障が出ている状況にある。制度的には認められていることが、介助者の不足によ
り認められなくなってきており、障害者の生活ニーズに応えることが難しいという事態と
なってきているのである。今後、ますます介助者不足の現状は厳しくなることが予測され
る」（中西，2012：12）と見通している。	 
	 福島市の介護事業所などでつくる障害者自立支援協議会が 2012 年 1 月に実施した「居宅
介護等サービス事業所	 マンパワーに関するアンケート」の集計結果によれば、ヘルパー
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
96	 『東北関東大震災障害者救援本部特集号	 自立情報発信基地』第 4 号(2012)：2-3。	 
97	 支援センターの活動については，白石（2013）に詳しい。	 
98	 支援センター障害当事者スタッフへの聞き取りから（実施日 2012 年 2 月 1 日）。	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の過不足状態に関して、24 の回答事業所のうち「不足が顕著」が 12 団体（50%）、「不足気
味」が 5 団体（21%）、「過不足なし」が 6 団体（25%）、「余裕がある」が１団体（4%）とな
っており、不足と答えた団体が約 7 割を占める。不足の程度では深夜の時間帯がもっとも
手薄くなっている。今後のヘルパーの過不足の見込みに関しては、18 団体（75%）が不足す
ると予想し、厳しい見通しをもっている。不足が予想される理由としては「原発事故の影
響」が最も多く 5 団体、「求人しても応募がない」が 4 団体、「ヘルパーの高齢化」が 3 団
体、「低賃金による離職」が 2 団体であった。ある事業所は「もともとヘルパーは不足して
いたが事故が追い打ちをかけた。障害者が介護を受けながら地域で暮らせるようになって
きたのに、入院を余儀なくされる人が増えないか心配。国や自治体は早急に対応してほし
い」99と訴える。介助者不足は福島原発事故の発生によって引き起こされたものではないが
その減少に拍車がかかり、さらなる深刻化が懸念されている様子がうかがえる。	 
	 福島原発事故の影響を受けて、すべての人びとが福島に留まることによる放射性物質の
被曝のリスクに直面していたが、障害者はこれに加えて、福島から離れることによる生活
環境悪化のリスクにも直面していた。福島から離れるのか、それとも留まるのか。これら
のどちらを優先するのかの選択を迫られていたが、それは自由な選択ではない。「実は、行
政の仕組みそれ自体が障害者のリスクを高めもするし、逆に低くもするんですよ」100とある
障害者が指摘するように、福島から離れることをめぐるリスクは１人ひとりが抱える障害
それ自体に起因する問題ではない。行政による障害者福祉サービスの変化や医療機関の変
更、異なる介助者といった制度的要因に左右されて、現実には福島から離れる方をより深
刻なリスクとして捉え、留まることのほうを選択せざるをえない状況にあった。もちろん、
福島原発事故が心身に及ぼす影響は 10 年 20 年と長期的視野に立ち調査をしないと明らか
にならない点も多い。また、総体として被害を経験している障害者においては、その意味
するところは個々別々、日常生活の中で無数にありえる。だが、障害者とってリスクとは、
むしろ福島から離れることを意味しており、そして、それを回避した結果介助者不足とい
う問題が深刻化したと捉えることができる。	 
	 
4.2.深刻化する介助者不足の背景	 
	 とはいえ介助者不足は従来から障害者が抱えていた問題でもあり目新しいものではない。
それは福島原発事故をきっかけにどのように深刻化していったのか。そこで、福島市内の
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
99	 「原発事故後	 半数以上ヘルパー不足」『福島民友』(2012 年 2 月７日)。	 
100	 いわき自立生活センターを利用する障害者への聞き取りから（実施日 2011 年 11 月 29
日）。	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自立生活センタースタッフを中心とする聞き取りをもとにその背景を探る101。	 
	 
3.4.1.事業所 A の直面する介助者不足102	 
	 福島市103にある自立生活センターA(以降、事業所 A と表記)は県北最大の訪問介護事業所
として、地域に暮らす障害者104に対して介助サービス（居宅介護・重度訪問介護・移動支援
事業）や各種相談、情報提供などを行っている。事業所 A の震災前の 2010 年 12 月 16 日時
点での介助サービス事業における利用登録者は 188 名、うち重度訪問介護利用 15 人（件数
740）であった。東日本震災から１年後の 2012 年 3 月 15 日時点では、利用登録者 171 人、
うち重度訪問介護利用 14 人（件数 836）へと減少、2 年目の 2013 年 3 月 22 日時点では利
用登録者 139 人、うち重度訪問介護利用 13 人（件数 777）となっている。一方、介助者に
ついては、2010 年 12 月 16 日時点の介助サービス事業における介助登録者は 163 名であっ
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
101	 調査期間は 2011 年 10 月から 2013 年１月。聞き取りは福島市内にある自立生活センター
A スタッフ 6 名（元スタッフを含む）、うち 4 名が自立生活を送る障害者である。それ以外
に、「JDF 被災地障がい者支援センターふくしま」スタッフ、「東北関東大震災障害者救援本
部」スタッフに対して聞き取りを実施した。本稿が指摘する、選択を強いられる、あるい
は自己決定できる範囲が狭まるという障害者が経験した（している）問題については、現
在自立生活を送る障害者を対象にさらなる調査を進めている。強いられる自己決定がどの
ようなできごとであるのか、そして避難あるいは移住先でいかなるリスクに直面している
のかについては今後の調査でより詳細に明らかにしていく予定である。	 
102	 事業所 A に関する数値は，以下，断りのない限り事業所の季刊誌（月１回発行）を基に
している。なお、季刊誌を引用する場合は以降『季刊誌』と表記する。	 
103	 福島第一原子力発電所から 60km ほど離れたところにある福島市は、高い放射線量を記録
する地域があるものの、警戒区域や計画的避難区域に指定された地域はない(2013 年 4 月時
点)。2011 年 3 月 15 日時点で県内の総避難者数 102,882 人のうち自主避難者は 40,256 人、
福島市においては 3,234 人と記録されている。また、2011 年 8 月末時点で県内の自主避難
者は 3.6 万人と推計している（『福島県における避難の概況』http://www.mext.go.jp/	 
b_menu/shingi/chousa/kaihatu/016/shiryo/_iscFiles/afieldfile/2011/09/21/1311103_
1_2.pdf,	 最終確認日 2014 年 4 月 16 日)。なお、自主避難者には地震や津波の避難者も含
まれる。	 
104	 福島市健康保健部『平成 24 年度	 福島市の福祉事業』によると、福島市には 2012 年 4
月 1 日時点で、身体障害者手帳所持者数が 12,727 人、療養手帳所持者が 2,056 人、精神障
害者保健福祉手帳所持者数が 1,504 人、障害児（18 歳未満）が 820 人暮らしている。	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た。震災から１年後の 2012 年 3 月 15 日時点では介助登録者は 117 人へと減少し、2 年目の
2013 年 3 月 22 日時点では介助登録者 108 人となっている105。とりわけ「子どものいるヘル
パーは、やっぱり避難を求めている。慣れた人がいなくなっちゃう」106という事業所 A スタ
ッフの言葉からすると、絶対数として足りないということに加えて、ベテラン介助者が抜
けたことによる深刻化であることがうかがえる。これと合わせて、長時間介助を必要とす
る重度障害者の全利用者に占める割合が増したことが不足の要因となっている。	 
	 事業所 A の『季刊誌』2011 年 11 月号には、震災発生から半年が経過した 10 月 24 日に行
われた登録介助者との懇談会に関する記事があり、介助者に対して「今月も介助者が絶対
的に不足していて、登録介助者の募集を行っていること、常勤の新しい介助者の採用を進
めていることをお話しました」とある。不足状態は 2012 年以降も変わらず、4 月には街頭
で介助者募集の呼びかけを行う107。『季刊誌』2012 年 5 月号では「東日本大震災・福島第一
原発事故の影響により、いま福島市内の介助もしくは介護サービス事業所は深刻な人手不
足に陥っています。避難者・離職者の増加や、自宅を空けることの不安からくる介助者の
活動時間の短縮などが主な理由です。一方で、復興特需で他業種の求人増加による介助者
への求職者減少も著しく、ハローワークや求人誌で募集をかけてもほとんど応募者がなく、
欠員補充ができません。その影響は地域の障害者の生活・活動を制限しています」とある。
介助者不足が自立生活を送る障害者に及ぼす具体的な影響について事業所 A のスタッフは
次のように話す。	 
	 
見守りの部分が多いというところで、もし介助者がいなくても生活できるところがあれば、
ちょっと抜けていただいて違うところに行っていただく、介助者を回すということはありま
す。やっぱりずっと取られてしまうと、他のサービスができないということではけっこうそ
ういうところがありますね。定期的にやっているところはないけどね。利用者の体調を見て、
今日は大丈夫だから１時間あけて次の人に入ってもらうよ、とか。身体的なところの利用で
大丈夫であればちょっと早くあがって次のところにとか。（中略）本当にうちの介助がほしい
方に介助を提供する。（介助者が―筆者）行かないとご飯も食べられない方など、そういうと
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
105	 震災から１年を経て登録介助者は 46 人減少するが、これは 2012 年 6 月に開催される総
会に向けた資料作成のため、介助者に対し登録継続の意志を確認したことによる。つまり、
もともと介助をしておらず震災後に辞めた人の数も含まれるため、登録介助者の減少がそ
のまま深刻な意味をもつということではない(事業所 A スタッフ a 氏への聞き取りから、実
施日 2012 年 5 月 30 日)。	 
106	 事業所 A スタッフ b 氏への聞き取りから（実施日 2012 年 2 月 1 日）。	 
107	 「障害者の介助者不足	 深刻	 『緊急募集街頭で訴え』」『朝日新聞』（2012 年 4 月 23 日）。	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ころを優先にというか108。	 
	 
	 毎回このような対応を取っているわけではない。最小限にするようにしているが、障害
の程度や介助内容に優先度がつけられ介助者の派遣が制限される、また、常日頃利用して
いる人を優先し、週末のスポット的な一時利用の依頼を断らざるを得ないケースがあると
いう。	 
	 震災から 2 年目の 2013 年 3 月には、福島県自立生活センター協議会スタッフが中心とな
り衆議院会館と参議院会館をまわり、介助者不足の問題についてロビー活動を行った109。4
月の時点では、介助者は減少しているものの現状維持できており、なんとかまわすことが
できているが、今後も続くようだと事態は深刻だという110。	 
	 
4.2.2.構造的な背景	 
	 介助者不足は福島原発事故によって引き起こされたものではない。阪神淡路大震災など、
過去の災害でも同様の事態が発生している（佐藤，2010）。だが、事業所 A スタッフは「介
助者の不足は過去たびたび経験してきたが、今回はこれまでとは異質な、重層的な問題が
あるようである」と述べる。第一の問題は、従来からある介助労働者の低待遇と負のイメ
ージ。介助の担い手不足はすでに社会問題化しており、厚生労働省は 2007 年に介護労働者
の低賃金や高い離職率、慢性的な人手不足の問題改善の必要性を認め、報酬単価の一部ア
ップ、処遇改善補助（交付）金の特別措置を行った。そして、第二の問題として福島原発
事故の影響を挙げる。事故発生以降すでに県外避難者が 6 万人を超え、新卒者などの県内
就職回避行動を生み出している。加えて子どもを持つ若年層の介助者を中心に避難が進む。
以上を受けて、「結局、介助サービスは、原発事故の影響を最も受け、担い手不足を起こし
やすい職種といえる」と指摘する111。介助者不足はこれまでも社会問題として存在していた
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
108	 事業所 A スタッフ b 氏への聞き取りから（実施日 2012 年 2 月 1 日）。	 
109『季刊誌	 』2013 年 4 月号より。	 
110	 事業所 A 障害当事者スタッフ c 氏への聞き取りから（実施日 2013 年 4 月 24 日）。本稿は
介助者の不足を主題としているため論点として提出しなかったが、聞き取りの際、利用者
不足による事業所経営の悪化、また障害当事者スタッフ減少(7 名から 4 名)も問題化してき
ていることが指摘された。	 
111	 『季刊誌	 』2012 年１月号より。合わせて第 3 の問題として、2009 年に福島市社会福祉
協議会が障害ヘルパー事業から撤退し、それに変わる体制づくりも進められていないこと
を挙げている。	 
109	 
	 
が、原発事故はそれに追い打ちをかけた。当時、事業所 A で働いていた障害者は、こうし
た状況を「今まで棚上げにしていた問題が震災でガラガラと落ちてきた」112と表現する。	 
	 新卒者の県内就職回避傾向やベテラン介助者の離職が介助者不足の深刻化の要因をなし
ていると考えられるが、しかし、それではなぜ県内や市内に暮らす人びとからの新規の応
募がないのであろうか。１つにはすでに引用したように復興特需による他業種での求人の
増加が挙げられるが、加えて介護労働市場における働き手の職場の選好の偏りが挙げられ
る。福島県社会福祉協議会の『福祉職場への就職希望者意向調査報告書』（2012 年 3 月）113
によれば、希望する職場（単数回答）は「分野は問わない」が 30 人（19.4%）。ついで、「高
齢者福祉施設（通所）」が 25 人（16.1%）、「高齢者福祉施設（入居）」が 22 人（14.1%）で
あった。「老人保健施設」の 3 人（1.9%）を合わせると 3 割強が高齢者関係施設で働くこと
を希望している。一方，障害者福祉では、「身体障害者関係福祉施設」が 4 人（2.6%）、「知
的障害者関係福祉施設」が 7 人（4.5%）、「精神障害者関係福祉施設」が 6 人（3.9%）、事業
所 A が分類される「訪問介護事業所」は 6 人（3.9%）であった。また、希望する職種（単
数回答）については、「介護職員・ホームヘルパー」が 75 人（48.4%）ともっとも高く、求
人 507 人に対して求職者が 1,798 人であった。一方「介護職（ヘルパー以外）」や「看護職」
については、求人に対し求職者が不足しており、希望する職種についての求職者と求人側
でのミスマッチが生じていると分析されている。	 
	 以上から、障害者関連施設や介護事業所よりも高齢者介護施設で働くことを希望する人
の割合が高いことが確認できる。この点に関して、福島市社会福祉協議会スタッフは、重
度訪問介護の制度を利用した介助では労働時間が比較的長時間に及ぶため、介助者にとっ
て働く時間の調整が難しく、また急な利用キャンセル等の理由により給料が変動する可能
性があるが、高齢者施設では定められた時間で働くことができ、その分給料計算もしやす
いという利点があり、高齢者施設で働くことを希望する人が多いのではないかと推測する114。
また、事業所 A のスタッフからは「そもそも高齢者が多くなってきて、施設が多いから、
ヘルパーが全体的に散らばって少ないということなのかな」115という言葉が聞かれた。それ
を裏付けるように、2012 年 8 月 4 日に、福島県社会福祉協議会が主催した「福祉の仕事合
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
112	 事業所障害当事者元スタッフ d 氏（当時）への聞き取りから（実施日 2012 年 9 月 19 日）。	 
113	 調査対象は平成 24 年 1 月 10 日現在、福島県福祉人材センターに登録している有効休職
登録者（在学中の者も含む）。調査機関は平成 24 年 1 月 10 日〜20 日。調査方法は調査票に
よる郵送及び窓口配布によるアンケート調査で回収率は 33.6%（配布数 461、回答数 155）。	 
114	 福島市社会福祉協議会スタッフへの聞き取りから（実施日 2012 年 10 月 31 日）。	 
115	 事業所 A 職員 a 氏への聞き取りから（実施日 2012 年 5 月 30 日）。	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同面接会」では、職場のブース約 50 のうち、多くは施設関係のブースで、障害者の居宅介
助は事業所 A だけであった116。2013 年 3 月時点での福島県における介護関係の有効求人倍
率は 1.97 倍とある117。介護労働市場全体の人材不足の中での高齢者施設介護の人気の高さ
が、介助者が集まらない一つ要因をなしていると考えられる。	 
	 これまでたびたび経験してきた介助者不足が「ガラガラと落ちてきた」引き金となった
のは、事業所 A 内の現象として捉えれば、主として子どもを放射性物質の被曝から守ろう
とする働きざかりの介助者のリスク回避行動ということになる。一方、震災後の社会的文
脈の中で捉えれば、復興特需での他業種での求人増加に加えて、介護労働市場全体で人材
が足りない中での高齢者施設介護の人気の高さという構造的な要因がある。これらの背景
が重なり合い自立生活における介助者不足の問題を構成している。自立生活の介助現場で
働く人びとの層と高齢者介護の現場で働く人びとの層は一致しているのかどうかなど、今
後さらなる調査や資料の精査が必要だが、現時点では、訪問系障害者福祉領域における介
助という働き方は福島原発事故を経て、ますます選ばれにくくなっていると仮説的に言え
るのではないか。	 
	 今後、自立生活を送る障害者は「出てその先」の自立の機会が剥奪され、これから自立
生活という生き方を選択しようとする障害者は「出る」機会自体が剥奪される可能性もじ
ゅうぶんに予想される。堀川（2012）や藤川（2012）が指摘しているように、被害(災)者
の自己決定は、現実には自由な選択ではないという論点に注意を払う必要がある。とりわ
け自立生活という文脈においては障害者の自己決定が重視されるため、問題はより不可視
の状態に置かれやすい。障害者が留まらざるを得ないという「選択」の結果として介助者
不足が深刻化し、社会的関係を築いていく機会の喪失を招く、すなわち自立が困難になっ
ていくとすれば、それは被害の具体的な現れとして規定することができるのではないか。	 
	 	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
116	 『季刊誌』2012 年 9 月号より。	 
117	 厚生労働省福島労働局発表「最近の雇用失業情勢について」(平成 25 年 4 月 30 日)	 
http://fukushima-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/var/rev0/0090/6507/2013430101046.p
df,	 2013 年 5 月 26 日現在。	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第８章	 	 障害に焦点を当てることの環境社会学的含意	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 以上、水俣病問題と福島第一原子力発電所事故という 2 つの事例を見てきたが、そこに
は被害の問題だけでもなく、障害の問題だけでもない、両者が重なり合わさったところに
現れる特有の問題領域がある。それでは、それを学問的にどのように位置づけることがで
きるのか。本研究のまとめとして、被害に加えて、障害という焦点を設定したことの環境
社会学的含意について考察する。まず、選択をめぐる被害が、環境社会学（者）が共有す
る前提に投げかける問題として拡散する現場について言及する（第１節）。次に、現場が拡
散しつつある現在の環境問題においては、ある一群の人びとを被害者としてまなざす研究
者の側の立場性が問われていることを指摘する（第２節）。最後に、本研究の立場として設
定した障害という焦点を、障害を扱うどのような学問分野から定義するとき、それは被害
と重なり合う領域として規定することができるのかという点について考察する。	 
	 
1.拡散する現場	 
	 前章で確認したように、東日本大震災以降、環境社会学は被害構造論を積極的に問い直
し、それを震災後の枠組に適用可能なものにしようと試みており、その中でもとりわけ選
択をめぐる被害の問題に関心が集まっている。だがそれは、環境社会学（者）の共有する
前提にある問いを投げかけている。	 
	 まず、選択をめぐる被害の議論を改めてまとめると、次の 3 つの特徴がある。	 
①	 自由意志のもとでなされているものではない。	 
②	 選択肢が不毛である。	 
③	 必要な情報が欠如している。	 
	 堀川(2012)は「環境社会学にとって『被害』とは何か」という論文の題名の英訳として
Visualizing	 the	 Unseen,	 Voicing	 the	 Unheard という表現をあてているが、自己決定とい
う言葉に回収されることで不可視化していく現象を被害という現象におさめることで、被
害者の側に立ち告発するという環境社会学の基本的な立ち位置に鮮明に打ち出している。
現在、環境社会学は、時間的にも空間的にも広域に広がり加害と結びつけることが難しく
なっていく問題について、それが被害者の自己責任と接続されることのないよう、選択の
結果としての生活設計への脅威を問題化しようとしている。	 
	 だがこのとき、「徹底したフィールドワークとその中からの理論創造」を特徴とする環境
社会学において、そのまなざしを向ける被害者はどこにいるのであろうか。表現を変えれ
ば、どのような存在を可視化させるのか、そしていかなる問題を被害として明らかにして
いくのだろか。現場は、果たしてどこにあるのか。	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 ベ平連の中心的人物であった小田実によれば、「現場」という言葉には「一回こっきりの
『現場』の日づけとそこでしかあり得ない場所の刻印が明瞭に推押されているにちがいな
い」（小田，1986：12）という。続けて、次のように言う。	 
	 
「現場」はきわだって意識される、されざるを得ないものとして私たちのくらしのなかにあ
るが、「場」はそれにくらべると空気のようなものだろう。私たち人間は当然空気があること
を前提として生きているので、ふつう空気の存在を意識することはないのだが、突然、何ら
かの理由で空気が不足してきて酸欠の状態になると、たちまち、そのふつうのくらしの「場」
は「酸欠の現場」というシュラ場と化して、私たちはまさにそのシュラ場の「現場」のなか
で空気の存在を意識する。そして、それはまた同時に、空気が充満していたふだんのくらし
の「場」を意識することになる（小田，1986：15）。	 
	 
	 唐突に引用した小田の言葉であるが、この現場と場をめぐる考察には、しかし、東日本
大震災以降の被害概念の再検討という潮流を考える上での重要な示唆が含まれている。	 
	 環境社会学が企図した被害の構造的把握の起点には、「身体障害の発生（重度の症状から
容姿の損傷までの全ての障害）」（飯島，1984：83）があり、個人から家族、地域社会へと
派生的に拡大していく被害の様相を捉えてきた。日本の環境社会学は、「一回こっきりの『現
場』の日づけとそこでしかあり得ない場所の刻印」が押された現場から学び、被害構造論
などの理論を創造し、被害というものの意味内容を明らかにしてきた。	 
	 だが、被害と加害の距離が空間的にも時間的にも開く中にあっては、一方では被害は何
らかの症状から選択をめぐる問題へと力点が移り、加害もまた直接的な行為というよりも
むしろそうした中での選択肢の種類やその際の情報提供の有無といった方が問題視される。
有害物質を排出し続ける企業とそれによって深刻で悲惨な症状に苦しむ患者という図式は、
少なくとも現在では前面に出ておらず、その意味では「きわだって意識される、されざる
を得ないもの」として意識されるような現場は立ち現れていない。こうした事態は環境社
会学が重視してきた現場性が薄れてきているようにも捉えられるが、正確にいうならば事
態はむしろ逆であり、選択というそれまで意識することのなかった当たり前のことがらが、
ある時（原発事故の発生など）を境に剥奪あるいは不自由な状況に陥り、それまで当然の
ように享受してきた場の存在を意識するようになった。現在、環境社会学は、これまで意
識することなく日常生活の中で行ってきた選択が剥奪されつつある状況をいかに問題とし
て可視化していくか、すなわち、被害と加害の関係が発生する現場として位置づけていく
のかという理論的課題に直面しているといえる。	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2.被害をどのように定義するか	 
	 しかし、それはいかなる場も現場となっていく可能性があることを意味する。現場化し
ていく場は無数にある。このとき、ある場が現場と化していくときに被害がどのようなこ
とがらを意味するのかは、その場の性質によるところが大きい。本研究では、その場とし
て障害という焦点を設定した。そうすることで被害と障害の間に起る特有の問題を探り当
てた。水俣の事例でいえば、胎児性・小児性患者が日常生活の困難や将来の生活不安を解
消するために介護サービスを利用するとき、その実現のためには補償協定、地域生活支援
事業、障害者福祉制度のいずれかを選択し、必要とするサービス受給のための交渉をせざ
るを得ない。福島の事例の場合、その障害の程度を理由に福島に留まらざるを得ないとい
う選択をした人びとに、介助者不足による自立生活の幅の減少あるいはその剥奪が迫って
くる。	 
	 元来、環境社会学は、被害へのまなざしという独自の特徴としながらも、「環境社会学の
特質のひとつは、『環境問題』や『環境と社会』という問題自体の国際性と学際性に規定さ
れて、学問自体がすぐれて国際的で学際的な性格を持っていることである」（長谷川，1995：
4）と指摘されるように、社会運動論や生活構造論、都市社会学、保健社会学などを専門と
する研究者を巻き込みながら発展してきた経緯がある。環境社会学が登場して以降は、環
境問題を扱う隣接領域である環境経済学や環境法学、科学史・科学技術論などと相互交流
や批判を重ねながら理論的な発展を遂げてきた（長谷川，1996b）。だが、現在、被害の発
生する場が環境問題に関連した領域とは必ずしも限らない。被害者がいる現場をどこに設
定するのかという対象の選択によって近接する学問領域は変化する。	 
	 西城戸誠は、近年の障害者や高齢者、女性などによる当事者学の蓄積を踏まえながら、
環境問題が質的に変化—「公害・開発問題期」から「環境問題の普遍化期」（舩橋，2011）-
していく中で利害関係者が多様化し、これに伴いさまざまに存在する利害の調整を行いな
がら問題解決が行われなければならなくなり、そのような状況の中では、なにが「そもそ
も何が問題なのか」という問題設定が定まらず、最適解を導くことが容易ではないと指摘
する。そして、こうした時代における環境社会学の方法論の難しさを次のように述べる。 
	 
環境問題の質的な変化は、複数の当事者を想定する必要があり、どの当事者の視点を採用す
るのかという点や、当事者の世代間の差など埋めにくい当事者同士の問題にどう関わるのか
といった問題では、研究者の立場性を問われることになる。このように環境問題の質的な変
化は、当事者性の揺らぎとともに調査・研究主体の当事者へのかかわりを問うものとなって
いる（西城戸，2010：59）。	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 「〈現場〉から学ぶこと」という他の学問領域にはない独自のまなざしをもち、環境社会
学は被害を構造的に把握し、問題の解決に貢献してきたが、こうした実践的な試みは、不
可避的に、被害者は誰であり、何が解決すべき被害の問題であるかを規定してきた。それ
は、加害者や行政機関による被害の矮小化により、本来被害者であるはずの人びとが、被
害を仕方のないものとして諦めてきた、もしくは被害として認識しないで（できないで）
生活している状況を明らかにし、加害者を告発するための役割を担っていた。飯島伸子は
被害構造論について「筆者が目的としていたのは、薬害被害者の被害を把握することを通
して加害側の発生責任を明確に示すことであった。そのように考えたのは、被害者に対す
る調査を通して、因果関係が政府によって認められないでいる間に発生する派生的な被害
が、被害者の苦痛を増幅し、生活のさまざまな面での困難が多発していく状況に衝撃を受
けたことが直接的な動機であった」（飯島，2000：7）と説明しているように、それだけ被
害の問題が等閑視され、差別的な状況に置かれていたということであり、そうした問題の
ありかを可視化していく必要があった。「外在的な指標で規定される『被害』からこぼれお
ちてしまう個別具体的な苦悩を『被害』として拾い上げ、『被害』の意味内容を拡張するこ
と」（友澤，2014：107）という表現で定義される被害という概念は、等閑視されていた問
題を、そして差別に苦しむ存在を可視化し、告発するという時代的要請に応える意義を有
していた。これは福島原発事故以降も有効であると考えられる。だが、同時に環境問題が
質的に変化していることに加え、また被害という言葉が意味することがらにも変化が生じ
ている現在、ある場を現場とみなすためには、被害という概念だけは不十分であり、それ
とは異なる分析視角を用いて、被害に関連して現実に人びとが経験することがらを被害と
して理解していくことが一方では求められる。それは、ある一群の人びとを被害者として
まなざす研究者の側の立場性が問われているということでもある。なぜ当該の人びとが直
面する問題が被害という現象であるのかを明示する根拠が求められる。被害をめぐる現象
は、被害という概念のみで捉えきれるものではなくなりつつある。	 
	 
3.障害をどのように定義するのか	 
	 本研究では被害というこれまでの公害研究の焦点に加えて障害というもうひとつの焦点
を設定し、水俣病問題において被害補償と障害福祉が歴史的にダイナミックに関連し合う
様子をたどってきた。その障害という概念は障害学に依拠しているということは「はじめ
に」ですでに述べていたが、障害という概念を障害学の文脈から定義することで、どのよ
うに被害と重なり合う領域として立ち現れるのか。水俣病被害と障害の関連について考え
てみたい。	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 水俣病被害者運動の代表的な人物のひとりである川本輝夫は、被害者の闘いを次のよう
に述べている。	 
	 
……（水俣病患者は―引用者）日常の闘病の上に、水俣病にまつわる
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
障害
・ ・
（現在
・ ・
で
・
は
・
主
・
に
・
認定
・ ・
制度
・ ・
）との闘いを嫌でもしなければならなかった（川本，1979：734、傍点引用者）。	 
	 
	 これによると、水俣病被害者は2つの闘いをしてきた。1つは医学的な病としての水俣病、
もう 1 つは「現在は主に認定制度」とあるように、被害を矮小化し否定してきた認定制度
や、それに伴って地域社会で形成されてきた差別や偏見など社会的な病としての水俣病と
いえる。川本は、後者を「水俣病にまつわる障害」と表現しており、水俣病とは明確に分
けている。障害とは、単に心身のある一部がなんらかの原因によって十分な機能を果たさ
ないことを意味しているのではない。	 
	 これは、「障害あるいは病気をもつ者の当事者学」(杉野，2007:	 2)であることを基盤に、
リハビリテーション学や障害者福祉論との差異を明確にしながら発展してきた障害学の枠
組みと大きく重なり合う。障害学は、障害には、身体の物理的状態としての障害(インペア
メント)と、それを理由に当事者からさまざまな可能性を剥奪する社会の仕組み(ディスア
ビリティ)という２つの側面があると考える(市野川，2007：36)。障害学はこの区別を起点
として「インペアメント(損傷)の治療を至上命題とする医療、『障害者すなわち障害者福祉
の対象』という枠組みから脱却を目指す試み」(長瀬，1999：11)として位置づけられる。
障害ということが問題になるのは身体的な損傷や差異などのインペアメントがあるからで
はなく、社会的にディスアビリティが生み出されるためであり、そのような社会のあり方
を問う障害学は、障害問題の帰属先を個人から社会とすることで、問題解決に向けての働
きかける先を移していく。障害の原因を障害者自身の機能不全に帰し、その克服のために
医療やリハビリテーションを課していくという、従来から支配的な障害問題解決の枠組み
‐これを「障害の個人モデル」、もしくは｢疾病モデル｣や「医療モデル」という‐を否定し、
「障害の問題とはまず障害者が経験する社会的不利益のことなのでありその原因は社会に
あるとする、障害者解放の理論的枠組み」（星加，2007：37）は、「障害の社会モデル」と
いわれる。インペアメントを抱える個人のニーズの充足が、どのような社会的要因によっ
て阻害されているか。こうした障害の社会モデルという認識枠組みを共有しているかどう
かが他の障害研究と障害学の分岐点となる。	 
	 障害という概念をインペアメントとディスアビリティに分割した上で、後者に焦点を当
てる障害の社会モデルは、障害をめぐる現象の問題解決の場を個人から社会に移動させ、
障害者が不利益を被る社会の仕組みの問題性を問い、その変革を求めていく実践的な理論
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として、そして、障害学は「障害を自分の個性やアイデンティティとして肯定した上で、
障害のある人びとをさまざまな形で排除する社会の側に『良く
ゲ ッ ト ・
なる
ウ ェ ル
』ことを求める」（市野
川，前掲：36）学問としてある。	 
	 川本が用いた「水俣病にまつわる障害」とは、インペアメントではなくディスアビリテ
ィの方に該当すると考えられる。本研究が取り上げた胎児性・小児性患者が直面する症状
の悪化と介護者である親の高齢化に伴う問題は、主として障害者福祉領域に関連した、そ
の意味では目新しさのない問題だが、これを水俣病にまつわる 障 害
ディスアビリティ
の問題と位置づけれ
ば、それは単に既存の障害者福祉の問題としてではなく、解決をチッソや国・熊本県に対
して求めていくことができる、つまり加害責任と接続させることで被害の問題と同じ地平
を共有しながら、これまでの被害という概念では見えてくることなかった問題を可視化さ
せてくれるのではないだろうか。	 
	 
8.4.選択とリスクをめぐって	 
	 本研究を終えるにあたり、水俣病問題と福島原発事故の 2 つの事例の繋がりについて触
れておきたい。	 
	 胎児性・小児性患者にとっての自立と、福島で暮らす障害者にとっての自立の意味する
ことがら、そしてそこで問題として顕在化するものは異なる。前者の場合、自立とは、一
面では長年の夢の実現であるものの、基本的には、現在、親亡き後の現実問題としてある。
そして、そこで問題となったのは、既存の補償制度や障害者福祉サービスの組み合わせの
中から選択するしかないという制度的状況であった。一方、後者の場合、障害者の自立生
活運動が主張してきた自己決定にもとづく生活を意味しており、現在、その自己決定の幅
が狭まる、あるいは剥奪される可能性が問題となっている。このように、本研究では、自
立という言葉で 2 つの次元の問題を論じてきた。被害と障害の重なり合う領域とはいえ、
水俣病被害者にとっての障害の問題と、障害者にとっての被害の問題では水準が異なる。
まずはこの点を明確にしておく必要がある。では、被害と障害をめぐるこれら 2 つの事例
に関連はないのであろうか。	 
	 ある、と私は考える。	 
	 今、胎児性・小児性患者は近く訪れる親亡き後に直面し、60 歳を前にしての自立が問わ
れている。福祉的な課題としてみればそれは 2000 年代以降に顕在化したものだが、しかし、
自立の問題としてみればそれは水俣病第一次訴訟が終結した 1973 年ころからあった。この
とき、胎児性・小児性患者は 20 代であり、チッソなどに対して「仕事ば、よこせ！」と訴
えた。だが、働くことを通しての自立は、結局実現しなかった。未認定患者問題のかげで、
彼ら・彼女らにとってのどのような自立が可能なのかについて、その選択の幅の問題が正
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面から議論されたことはなかった。親亡き後という問題は、約 40 年にわたり自立の課題が
議論されてこなかったことの累積としてある。これもまた公害病のリスクの現在的な現れ
の一例ではないか。70 年のころでさえ議論されなかった自立の課題を 2000 年代以降だけ取
り出して緊急的に議論し、対策を講じても根本的には解決しない。	 
	 同様に、福島原発事故の影響を受ける障害者もまた、他の、しかしそれ自体は重要な問
題のかげで見えにくくなっていくことで、自己決定にもとづく自立が不自由になっていっ
たり、剥奪されたりするリスクは高まっていく。そして、どのようになるのかは今後も継
続して調査を続けていかないと明らかにならないが、将来、障害者にとっての被害の意味
内容も変わっていくことは十分に考えられる。そのとき、累積的な問題を紐解いていくこ
とは用意ではない。また、そのときまで蓄積され続けたリスクの問題は、顕在化している
ものだけに対応しても本質的ではない。こうしたことは、子どもや高齢者など他の災害弱
者にも当てはまる。水俣病よりも多様な当事者がおり、問題の不可視化ならびに複雑化は
より深刻であると思われる。	 
	 被害補償は環境問題の解決の最重要課題であることは確かだが、補償だけで問題が解決
したということにされてはならない。補償を受けた後の諸課題、あるいは補償問題のかげ
で見えにくくなっている問題に焦点を当て、問い続けない限り、被害者にとっての被害の
リスクは積み重なっていく。この点において 2 つの事例は繋がっており、水俣病の現在的
課題から学ぶことは多い。	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おわりに	 	 今後の課題	 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
	 本研究を終えるにあたり、今後の課題について触れたい。	 
	 90 年代の中頃、「もやい直し」の過程で水俣市が言及し始めた福祉対策は、最高裁判決以
降、国や熊本県も意識的に実施していくようになる。とりわけ、胎児性・小児生患者を対
象とした福祉的対策の必要性が繰り返し指摘され、政策的にも実現してく。だが、やはり
それは水俣病問題の根本的な解決ではない。関西訴訟最高裁判決から特措法に至る背景に
は、現行の認定基準である 52 年判断条件の見直しを行わない国の姿勢があるが、胎児性・
小児性患者らに対する福祉の充実はこうした文脈の上にもある。認定制度という水俣病問
題の中心的課題であり続けてきた問題を解決せずに、加害者である国や熊本県が実際に実
施することのできる対策は少ない。胎児性・小児性患者に対する福祉の充実は、そうした
状況下での数少ない成果という側面を持つ。つまり胎児性・小児性患者に対する福祉的対
策は国や熊本県に水俣病被害者対策を実施しているという実績づくりという性格をもつ。
もちろんそれが実績づくりだから不要であると言っているのではない。喫緊の課題である。
だが、現在の福祉対策は、少なくとも潜在的に 2 つの問題を抱えている。	 
	 第一に、福祉的対策は胎児性・小児性患者のみが必要としているものではないというこ
と。福祉的と称して実施される対策が胎児性・小児性患者に対するものに限定されること
により、水俣病被害に対する福祉的対策の可能性が狭まっていく。1973 年に締結された補
償協定の中にすでに福祉的対策が盛り込まれていたように、それは、基本的にはすべての
患者を対象とするものであった。必要とするサービスの程度や時期の違いはあるが、未認
定患者を含め、胎児性・小児性患者以外の水俣病被害者を対象として構想されていく必要
がある。	 
	 第二に、今後、水俣市に暮らす水俣病以外の障害者や高齢者が必要とする福祉サービス
との間に格差が生じていく可能性がある。当然のことながら、水俣病以外の障害者は国（環
境省）・熊本県が実施する水俣病対策を利用することができない118。水俣病問題に係る懇談
会の提言書で「重篤な障害を背負って生き抜いてきた胎児性患者の経験が、今後、この地
域で生活していく重篤なほかの障害者に対する地域生活支援を充実する施策に活かされる
こと」と提言されてはいるものの、水俣市にある訪問介護事業所「はまちどり」代表の太
田清氏は、水俣病患者と障害者の間に二重基準が生じ、結果として、原因となる病気によ
って利用することのできるサービス内容や利用時間に差がつくことを危惧している119。胎児
性・小児性患者に対する福祉対策は喫緊の課題であるゆえにその成果ばかりが現在強調さ
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 
118ほっとはうすの	 「みんなの家」については、地域の障害者も利用している。	 
119	 太田氏に対する聞き取りから（2013 年 10 月 7 日）。	 
119	 
	 
れているが、少子高齢化が進む水俣市においては福祉サービス利用者数や利用時間の増大
の一方、介護スタッフなど従事者が不足することが考えられる。すでに引用したものであ
るが、「水俣にだって、例えばポリオの患者もいるわけですよ。そうすると、ポリオの患者から
すると、水俣病は補償金が出たりしていいなぁという話になってしまう」（原田・小野，201：
96）。	 
	 水俣病被害者に対する福祉的な対策の整備が進むにつれて、水俣病被害の出た地域では、
水俣病以外の障害を抱えていることがディスアビリティへとなっていく可能性がある。環
境社会学の近接領域としてある障害学理論への理解を深め、今後は、こうした一般障害者
を対象としながら水俣病被害の意味内容を探っていくことで、胎児性・小児性患者に対する
福祉対策が他の障害者にもたらす影響という、原田正純の言葉を借りれば、水俣病問題の「最
後のテーマ」としての被害と障害の重なり合う領域について考察を深めていきたい。	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付属資料	 本論文と既発表論文の対応	 
                                                              
本論文における記述と既発表論文の関係は以下の通りである。 
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研究』4:	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野澤淳史，2008，「水俣病と障害の出会い―水俣病
被害者の『存在証明』獲得の試みをてがかりにして
―」明治大学大学院文学研究科修士学位請求論文を
加筆修正．	 
	 
第６章	 胎児性・小児性水俣病患者の自
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立の課題―」（『水俣病研究』投稿予定論文）を加筆
修正．	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